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序  

阪神大震災は＼一瞬にして、5千人を超える貴重な生命を奪うとともにこ現代都市が包含してい  

る複雑な断層面をえぐりだした。ベイエリア開発の裏面で取り残されていたイシナ－シティヘの被  

害の集中。しかも、被災者の多くは高齢者である。また、いくつかの大工場が工場閉鎖を決定し神  

戸市の産業「空洞化」に拍車をかけている。ケミカルシューズ等の地場産業や商店街のほとんどを  

失った神戸市長田区などでは、円高状況の下でグローバルな競争が展開される状況のなかで、住民  

の生活を支える地域経済の再建方向は未だ不透明なままである。   

京都と神戸は、その歴史的形成過程はまったく異なるものの、人口がほぼ同規模であるほか、都  

市内部での地場産業の集積やインナ⊥シティ問題の顕在化など、共通点も少なくない。とりわけ、  

国際的な規模でのリストラクチャリング競争と円高の進行のなかで、新たな都市産業を構築し、不  

況からの脱出を図ることは現代都市にとって重要な課題となっている。   

本年度のゼミナールでは、平安遷都後1200年の歴史的蓄積をふまえた京都の製造業と小売業が、  

一方ではグロ「パルな競争に捲き込まれつつ、他方では経済構造調整や規制緩和といった産業政策  

の大きな転換に当面しながら、いったいどのような状況に置かれ、いかなる展開方向を模索して新  

たな都市産業・都市空間を形成しようとしているのかという点に課題をすえた。これは、都市構造  

の変化と景観問題に焦点を絞った一昨年度の『転換期の京都一産業・景観・まちづくり－』、京都  

市経済を支える製造業の力量と今後の方向を展望した昨年度の『京都市製造業のゆくえー遷都1200  

年のモノづくり－』に続くものである。京都は「伝統」と「先端」がうまく交錯してきた街といわ  

れている。だが、果してこれは現在も妥当していることなのだろうか、また将来的にもこのような  

ベストミックスが保たれ、京都の都市経済は持続的に発展するのだろうか。ゼミナールの学生たち  

の関心は、京都市経済のいわば「成長点」を検証するところにあったといえる。   

この課題を果たすため、学生諸君は、文献・資料・統計の収集・整理はもちろんのこと、市内各  

団体でのヒアリングを行い、その中間報告をもとに演習のたびに議論をたたかわせた。本書は、1  

年がかりで彼らが構築したモニュメントである。もちろん細部では、まだまだ未熟な点が多々残さ  

れているが、報告書全体の論旨は比較的すっきりとしたものになったと考えている。大小にかかわ  

らずご批判をいただけれぼ幸いである。   

ちなみに、本年度の調査報告書のポイントは、ほぼ3点にまとめられると思う。   

第一に、近年の京都における製造業および小売業の変動は、円高要因に加え、地価高騰や大型店  

舗立地を招いた「規制緩和」政策によって引き起こされたものであり、これが京都市経済の弱体化  

をもたらしている。   

第二に、京都市内では大型店舗が進出するなかで個人商店が激減しているが、今後の商店街の一  

つのモデルとして地域密着型の商店街づくりで成果をあげている西新道商店街の活動に注目してい  

る。そこでは、大型店の進出計画に対抗して、商店街を地域住民の生活の場としてとらえたユニー  

クな商店街＝まちづくり活動が行われている。本書では、今後の展望として、適正な規模での商店  

街の組織化と特色ある商店街づくりを提唱している。   

第三に、製造業では、一般に「開業率」の低下が指摘されて久しいが、京都では全国平均をさら  

に下回る「開業率」となっており、西陣の機屋等の廃業が増加するなかで、事業所数は純減に転じ  

ている。この「開業率」低下問題に対処するために、通産省や地方自治体はインキエペート施設の  

設置など創業支援策を講じているが、京都リサーチパークでの実績は未だみるべきものがない。本  

書でlま、この点を産業政策と地域政策との乗離に求め、総合的な地域密着型産業政策の必要性を提  

起している。   



最後になったが、本年度の調査においても学内外の多くの皆さんのお世話になった。とくに京都  

市商工臥京都リサーチパーク、京都経済同友会、京都商店連盟、北野商店街、新大宮商店街、西  
新道商店街、伏見大手筋商店街の皆さんには、学生のヒアリング調査にご協力をいただき、深く感  

謝したい。また、夏休みには、京都との類似点が多い金沢市での合宿調査を行った。その際、金沢  
市商工課の藤田さんと山田さんには格別のご配慮をいただいた。金沢市内では、作田金銀製箔、や  

ちや酒造、津田駒工業、アイ・オー・データ、横安江町商店街、尾張町商店街、片町商店街、竪町  
商店街の皆さんから、貴重なご教示を得ることができた。さらに、金沢調査についてご助力をいた  
だいた金沢大学経済学部の佐々木雅章教授と、ゼミナール交流会に参加していただいた佐々木ゼミ  

ナールの学生の皆さんにも、あらためてお礼を述べておきたい。  

1995年3月  

京都大学経済学部助教授  

岡 田 知 弘  

乳劉鮮‡欄巨  
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は じ め に   

～建都1200年とはなんだったのか～   

建都1200年。昨年の京都においては、この言  

葉が非常によくきかれた。京都で開かれた各種  

イベントには、必ず「建都1200年記念事業」の  

「ラベル」が貼られていた。しかし、この1200  

年事業は、私たちに何を残したのだろうか。京  

都の将来への危機感を残して、建都1200年事業  

は終了した。そういう意味では成果があったの  

かも知れない。なにも、1200年協会を批判して  

いるのではない。1200年、という節目の、京都  

再建のきっかけになり得るチャンスさえ、まる  

で他人事のように終わらせてしまった京都の  

人々すべてをここでは批判したいのである。瑳  

小な利害関係によって動かなかった財界、目先  

の対症療法しか出来ない行政、そして自分の街  

のことにさえ関心を持たない市民。すべての  

人々に責任はあるといえる。   

過去の私たち同日ゼミの出版した報告書にも  

繰り返し述べられているように、今京都は確実  

に衰退への道をたどっている。私たちも、単な  

る研究対象ではなく、真剣に京都の将来を憂慮  

する者として研究を続けてきたつもりである。  

その結果得られた感想は、京都で今一番失われ  

つつあるのは、景観ではない。それを守ろうと  

する「意志」と、京都の人間としての「プライ  

ド」である。京都市民全体の意志が、京都は一  

地方都市でありそれ以上のものはない、今さら  

京都でもないだろう、という方向に動いている  

ようにすら感じられる。   

それならそれでかまわないのではないか。確  

かにそうとも言える。しかし、阪神大震災にお  

いて、地方分権の必要性がさらに声高に叫ばれ  

る中、もしも本当に地方分権が進められたとき、  

果たして京都の人間は今のままでそれに耐えら  

れるのであろうか。地方分権論を語るとき、得  

てしてシステム論に終始しがちである。しかし、  

本当に必要なのは、地方分権が実現されたとき、  

それを担うだけの街づくりの意志と、プライド  

を持つことなのではないだろうか。   

ただ、そういったところで、次世代の京都が  

どうなるかは、いかに優れた人でも予測するこ  

とは不可能であろう。政治においても、文化に  

おいても、経済においてもそれは同じことであ  

る。また、1章で詳しく述べるが、日本の現状  

は必ずしも思わしくない。産業空洞化、弱体な  

政治などの不安定要素は簡単に挙げられるほど  

である。   

そのような中で、私たち経済学を学ぶものは  

何が出来るのであろうか。もともと経済学は「後  

追いの学問」である。過去に起こった事例を分  

析することで、次に進むべき方向性を見定める  

のがその使命のひとつである。   

今まで私たち岡田ゼミは、転換期にある京都  

の実態と、その中心産業である製造業の現状に  

ついて調査をしてきた。しかし、今日の世界は  

急速に変化している。2年前の価値観でさえ通  

用しなくなってきているのが現状である。   

そこで、今回の調査では、もう一度京都の現  

状分析をおこない、これから京都が進むべき方  

向性について考えてみた。調査は、製造業、商  

業の各グループに分かれて行った。とりわけ製  

造業グループにおいては、今回は「新規創業」  

「廃業」という、産業室洞化や、京都の産業構  

造の転換に重要な関わりを持っ二つのキーワー  

ドを軸に、昨年度の調査をさらに深める形で  

行った。   

商業グループは、地方行政や大資本の参入な  

どに密接な関わりを持つ「商店街」の動向を探  

ることで、京都の現状とその将来を、さらに日  

本における地方行政のあり方を浮き彫りにすべ  

く調査を行った。   

この二つの調査は、基本的に別々に行われた  

が、その底流に流れるものは同じである。その  

ことについては、「おわりに」の車で述べるこ  

ととして、まずは調査結果を読んでいただきた  
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い。そして、私たちの意見を聞いてもらいたい。  

その上で賛成なり、反対なりの意見を持って掃  

ただきたい。私たちの考えは、ひとつの考えに  

すぎない。大切なのは、この報告書の意見では 

なく、それを読むことで読者自身が考えること  

なのである。  

そ出てそのことが何よりも京都のこれから  

を、京都の「次」を創る獲となっていくのであ  

る。 



Ⅰ 京都をとりまく構造変化  

地域経済が日本という1匡lの経済の変化や政  

策と無関係ではありえない以上、京都市の経済  

を論じるにあたって、まず近年のわが国の産業  

をとりまく状況について見ておく必要がある。  

そこでこの華では日本経済のなかの京都市とい  

う観点から間置を整理し、京都市経済というミ  

クロ的な現象を論じる導入としたい。  

1節 国策としての規制緩和  

この節では、近年国をあげて論じられている  

規制緩和について、これが問題にされるにい  

たった政治的な背景を振り返るとともに、今日  

においてさえ明確な定義を欠いたまま使用され  

ているこの言葉の本来の意味についても考察し  

てみたい。  

［1］ 新保守主義と親制緩和政策   

■日本における規制緩和政策の起源はひとまず  

80年代にもとめることができよう。この時期の  

世界情勢を見ると、1979年、まずイギリスにお  

いて保守党が労働党に圧勝しサッチャー首相が  

誕生している。サッチャー首相は8年間にわた  

る労働党政権の下で肥大化した福祉政策がイギ  

リス経済の悪化を招いたと批判し、福祉政策の  

見直しや国営企業の民営化、大胆な規制嬢和を  

敢行した。手厚過ぎた福祉を見なおすことで国  

民の自助努力を促し、市場においてはより自由  

な競争を行なわせることで経済を活性化しよう  

としたのである。これがいわゆる「新保守主義」  

の台頭の序章だった。   

続いて1981年、今度はアメリカでこれまた新  

保守主義を標模するレーガン大統領が当選す  

る。レーガン大統領は、高い所得税が国民の貯  

蓄意欲を妨げて投資を阻害しているという仮説  

に基づき大幅な所得税減税を行なうとともに、  

「大きな政府」を批判して市場競争主義政策を  

徹底して推し進めた。Vミゎゆ．るレーガノミック  

スである。  

～規制緩和と産業空洞化～  

そして、これらの動きに呼応するように日本  

においても中曽根政権が誕生し、新保守主義的  

な政策を打ち出し始めた。国鉄の民営化は様々  

な議論を呼びながらもこの時期決定され、後の  

NTT、日本たばことともに、今日まで続く民  

営化路線の布石となった。   

この時期の中曽根政権のスローガンは規制緩  

和と民間活力導入、いわゆる民活であった。こ  

の政権の思想的拠り所が、おそらくはレーガノ  

ミックスをモデルにした新保守主義にあったこ  

とは疑いない。   

しかし、ここで次の点に注意しておく必要が  

あると思われる。つまりサッチャリズムにしろ  

レーガノミックスにしろ、あるいは中曽根政権  

の新保守主義にしろ、純粋な意味での保守主義、  

「小さな政府」を指向する自由競争主義とは、  

ずれが認められるということである。たとえば  

「大きな政府」を批判しながら、これらの政権  

はみな一様に、ある種国家主義的な色彩を帯び  

でいた。レーガン大統領ははっきりと’「強いア  

メリカ」を強調したし、フォークランド紛争に  

あたってのサッチャー首相の対応や、防衛問題  

における中曽根首相の言動は、これらの政権の  

主張する「小さな政府」というよりは、国家主  

義的な体質を示すものであった。   

もちろん、これら一連の政策は、各政権の思  

想体系のなかでは必ずしも矛盾していなかった  

のであろう。他国と渡り合える「強い国」を実  

現するために、財政上負担の重かった赤字国営  

企業や福祉予算を削ったのだとすれば、あるい  

はあまりにも厳しい規制によって産業の発展が  

阻害されるのを防ぐための規制旗和と考えるな  

ら、新保守主義政策は決して矛盾していたとは  

言えない。しかし、いわば建前としての「／トさ  

な政府」の強調と、本音としての「大きな政府」  

への指向性は、やはり実際の政策や国民に対す  

る説明の上で矛盾を露呈したといわざるをえな  

い。   

しかもその矛盾はわが国の政策においてもっ  

3   



由競争主義と社会民主主義やある種の国家主義  

と申矛盾に歯民の大多数が無自覚であることは  

ひとまず措いておくとしても、近年の傾向とし  

て新たに競争主義的な政策が支持されはじめて  

いるのも確かなように見える。つまりバブル崩  

壊後、細川元首相が日本新党の結党宣言でその  

必要性を述べて以来、あらゆる業界で見られ始  

めた規制緩和歓迎の現象である。しかしこれは、  

先に述べた新保守主義的政策としての規制緩和  

と、一応区別して考えておく必要があるように  

思われる。   

まず、規制緩和推進派の政治家や業界人らが  

主張するように、本当の意味で日本国民が競争  

主義へ傾倒しはじめたのかどうかは疑ってみる  

必要がある。今回の規制緩和ブームの背景には  

明らかに予想外に長引く平成不況がある。今度  

の不況の要因については「複合不況」ともいわ  

れるように様々な要因が絡み合っているため、  

単純に割り切ることはできないが、一つに現在  

が産業構造の転換期にあたっているということ  

があろう。円高の影響の下、生産部門が海外に  

流出する、いわゆる産業の空洞化が進む今、マ  

ルチメディア産業の輝かしい未来がしつこいほ  

どに繰り返し強調されることからも明らかなよ  

うに、日本経済は自動車産業を頂点とする従来  

型の製造業を中心にした産業構造からの脱皮を  

めざしている。このような時期にあたって、新  

たな産業分野への進出を狙う産業界が規制緩和  

を望むのは当然であろう。しかしこれがあくま  

でもそれだけの動機であり、真の競争社会への  

移行を目指しているわけではないことは、相も  

変らず発覚する企業の談合を見るだけでも明ら  

かであろう。   

実際私たちが大店法の規制緩和に臨む小売業  

を調査した過程で明ちかになったのは、中小小  

売関係者がそろって競争主義（規制媛和）に賛  

意を示しながら、一方で地域民主主義的な新た  

な規制を構想していたことであった。   

これは一体何を意味するのであろうか。まず、  

現在見られるような国をあげての規制緩和の大  

合唱の背景に横たわっているのは、先に述べた  

理由の他に、政治（立法）までも支配している   

とも顕著に表れたといえる。まず、自助努力を  

強調し民活導入の不日－ガンの下、国鉄民営化  

を進め、経済構造調整という形で国内の比較劣  

位にある産業部門の切り捨てをある程度容認し  

たものの、わが国においてはアメリカやイギリ  

スの場合ほど急激な競争政策はとられなかっ  

た。たとえば、皮肉にも自由な企業間競争を阻  

害する談合体質を他国から執拗に批判されるこ  

とになるし、後に述べるバブル崩壊後の終2次  

規制緩和ブームも、この時期の規制緩和と競争  

政策が、結局は中途半端にしか実行されなかっ  

たことの証拠である。   

これには他国と日本との当時の社会経済情勢  

の遠いが決定的に作用していた。この時期、ア  

メリカとイギリスが深刻な経済の悪化に苦しん  

でいたのに対し、わが国の経済には十分な余裕  

があったのである。■思い切った政策転換は常に  

危機意識に裏付けられねばならない。その意味  

では当時のわが国には、他の国ほど新保守主義  

への動機が存在していなかったことは確かであ  

る。   

さらに、もっとも大きな矛盾のひとつを指摘  

するならば、来るべき高齢化社会に備え、国民  

福祉の財源を確保するという名目で今日の消棄  

税につながる間接税の導入が議論され始めたの  

もこの時期だということである。その昔し悪し  

は別にして、福祉国家への指向性と「小さな政  

府」の考えは本来相容れないものである。ここ  

にもいわゆる新保守主義が、単純に「′トさな政  

府」や規制緩和に結びつかない複雑な側面を  

持っていたことが明確に表れている。   

しかしそれにもかかわらず、わが国の政治家、  

政府、マスコミがその矛盾について十分な議論  

をしないまま、イメージだけで規制緩和や国民  

福祉政策を論じ続けていることは問題とされる  

べきであろう。実際、本調査のヒアリングの過  

程で、この基本的な前提を欠いた議論が、各業  

界で事態を複椎にしている様子がよく分かっ  

た。  

【2］ バブル崩壊と規制緩和   

日本の「新保守主義」に見られるような、自   
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官僚（行政）の強力な権力に対する一種の反発  

なのだということである。日米協議で「規制」  

がやりだまにあがるのも、ひとつはこれに対す  

る反発であるし、細川氏が日本新党の結党宣言  

で強調した規制旗和も、結局官僚批判の文脈の  

下での提言だった。   

つまり、誤解してはならないことは、規制媛  

和推進への国民の賛意が、即座に新保守主義、  

自由競争政策への支持に峠結びついていないと  

いうことである。調査をしてみての実感を述べ  

るならば、おそらく国民あるいは経済界でさえ、  

実は実の意味での競争社会の到来を望んではい  

ない。これは多分に日本人の国民性、つまり競  

争を望ましく．ないとする風潮に根ざしていると  

思われる。彼らが規制緩和に賛成するとき、そ  

れはおそらく複雑でデリケートな「現場」の実  

情を無視し、国益よりは省益を優先して様々な  

規制を押しつける、いわゆる縦割り行政をなく  

せと言っているのである。   

それは、規制廣和を叫ぶ人々が、一方で「地  

方分権」をこれとセットにして主張することか  

らも明らかである。地方分権がなされれぼ、た  

とえば京都りような住民運動の盛んな町では、  

「まちづくり条例」のような今までなかったよ  

うな規制がつぎつぎに生まれるだろう。つまり  

国民は何も規制を完全になくせとは言っていな  

いのである。弱肉強食を少なくとも理念として  

は容認するような純粋な保守主義では全くな  

い。最近、価格破壊へ甲手放しり賛美が一段落  

し（これとて、このブームが、不況なので物を  

安く買いたいという動機のみに基づ＼、ていたこ  

との証拠である）、新たに指摘されはじめてき  

たことに、流通合理化の徹底による低価格化は  

雇用を減少ざせる、という議論がある。この議  

論がどの程度妥当かは検討の余地があろうが、  

これがもし正しいとすれば日本り「硬直した」  

流通システムと、その結果としての物価の高さ  

は、実は日本社会の、世界に稀に見る安定性の  

要因となっていたわけであろ。それを知った上  

で、痛みを覚悟して欧米涜の（しかもそれらの  

国では反省が進んでいる）自由競争主義を日本  

国民が支持しているのだとはとうてい思えない  

甲である。   

ともかくこの中央集権批判として甲現制緩和  

と、新保守主義に基づいた自由競争政策として  

の蔑削膚和はそろそろ区別して議論する必要が  

あることだけは確かである。ここでは規御緩和  

については主に大店法の事例について述べるこ  

とになるので、この規制緩和が一体どのように  

位置づけら 

大店法の規制媛和路線自体は、後に触れるよう  

にかなり以前から打ち出されていた。その意味  

で大店法緩和はそもそもは新保守主義政策の一  

環であったということができるだろう。しかし  

先に述べたように好況の下で競争主義への明確  

な動機が存在しなかった日本においては、こ甲  

路線は支持されなかった。そもそも官民間わず  

既得権益に執着する傾向のある日本では、大店  

法の繚和によって小売業界や関係省庁の勢力地  

図が大幅に塗り替えられることに少なからぬ反  

発が起こり、実際の規制緩和は態やかなものに  

とどまった。官民あげて大店法の規制緩和を容  

認する現象が起こるには、アメリカの外圧と、  

深刻な不況の後押しを得るまで待ゎなければな  

らをかったのである。  

［3］ 大店法の規制緩和   

大店法の詳しい内容については後に触れると  

して、ここでは大店法の成立と変化の歴史につ  

いてざっと説明する。   

大店法以前の大型店規制法には、1956年に制  

定された「百貨店法」がある。これはその名の  

とおり、当時としては先端的な流通形態として  

登場した百貨店を規制するための法律であり、、  

一擾の競争抑制政策であるという点において、  

彼の大店法につながる側面を持っていた。   

この百貨店法に代わって1973年に登場したの  

が大店法である。百貨店法との違いは、この時  

期のスーパーマーケットの流行に呼応して、規  

制対象を百貨店よりも比較的小さい店舗にまで  

広げたことである。その目的は大きく分けて3  

つあり、（D消費者利益の保護に配慮しつつ、（参  

中小小売業の事業機会を適性に確保し、③小売  

業の正常な発展をはかることを目的とし、法で  
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定める一定規模以上の大型店の事業活動を調整  

することとなっている。そしてこの目的を達成  

するために、この法律では大型店の増床・出店  

に際しては売場両横、開店日、閉店時刻、休業  

日数について様々な調整を行なうことになって  

いる。   

さて、さっそく大店法の親制の変遷について  

見てい・くが、実は施行以来、大店法lま一貫して  

緩和され七きたわけではない。′た七えば大店法  

公布から5年後の法改正では調麺項目を増やし  

たうえ11，500ポ以上だった対象店舗両横を、  

新たに第、2種大規模小売店舗を設定することで  

5001㌔を超える店舗にまで広げている。また、  

1982年には、通産省は通達という形で地元によ  

る調整の嶺化を指導しているのである。この時  

代は流通業界でも規制強イヒを支持する運動が高  

まっており、■ごれについては後に詳しく述べる  

七とになろう。  

これらの療制強化傾向がほぅきり変わったの  

が、80年代の後半であった。これ以後、大店法  

を日本の非関親障壁の一つとして批判するアメ  

リカめ圧力を受けて見直しが賂まり、畠6年の前  

川レポートをはじめ、大店法め存在に疑問を投  

げ掛ける論調が高まった。こうして大店法の緩  

和は決定的なものとな‘ら、これらゐ方針は1989  

年には守90年代め流通ビジiン』にまとめられ  

発表された。ただ」この中で提示されているビ  

ジョンも、大店法の枠組みの中でめものセあり、  

アメリカがさらなる競制療和を求めでくるとと  

は疑いない・。 

結果的に見で七大店法規制緩和政策は新保守  

主義政策の⊥環として打ち出され、外圧と不況  

を背景七、最近の規制緩和ブームの故にうごまく  

のったと、いえよう。   

2節 産業空洞化とその要因  

この節では、前節で述べた政策的影響のもと  

で進行した、経済の実体面の「変化」を取り上  

げる。とくに近年の産業構遥の変化をもっとも  

ドラスティックに現している産業空洞化、とり  

わけ都市経済における空洞化間置に焦点を当  

て、その要因について考察する。   

都市経済にとっての産業空洞化とは、産業が  

都市から消失し、雇用のみならず都市産業を基  

盤とする地域コミュニティも崩壊することであ  

る。季節では、近年の日本の都市での産業空洞  

化がどのように起きているのかを考察する。   

近年、産業空洞化という言葉をよく耳にする  

ようになった。この概念については必ずしも定  

義が明確ではないが、特に80年代後半から現在  

に至るまでの円高による日本企業の海外直接投  

資の増大と、それにともなう国内の生産拠点の  

海外移転＼雇用の喪失をさすのが代表的な見解  

である。日産の座間工場閉鎖などは、それを中  

心として成り立っている地域経済のみならず1  

地域コミュニティにも影響を与え′るなど、産業  

空洞化の現実を端的に示す事例▲となっている。  

こめような事態にたいして一昔前のアメリカ．に  

おける産業空海化のような運命を日本もたどる  

のではないか、との危惧も出ている。またヾこ  

のまま雇用や生活水準が維持できるのか、との  

国民的不安も見受けられるようにならた。   

そ」しセ、一国内の雇用不安などに対し日本政府  

や財界は「終身雇，廟・＿労使協調型日本型経営は  

変わら‘ざるを得ない」とか「労働力の流動化を  

はかれ」「規制緩和で物価を下げ、労働・コスト  

の低減をはかれ」などの提言を行い、これまで  

の制度を全面的に改革する意図を持ってY、るよ  

うである。このように近年の円高は、日本の経  

済と社会に大きな構造的変牝濠もたらしつつあ  

るようであるょ   

しかし、・産業空洞化をもたらしたものは円高  

だけではないら都市経済を考えこるうーえでもうー  

つ考えかナればならないめ昧80年代儲半に起  

こった「都市化にと♪もなう空洞化」である。   

80年代前半から日一本め都市の地価が上昇し、  

都市空間の「オウiイ■えゼル牝」が起こった。さ  

らに80年代後半に紙筆前め金融緩和、各種の  

土地取引魂蜘の恕和を背景どする「バブル経済」  

が起きセ都市わ地価醸異常に高騰し、その結果、  

金敵な臼わゝ部産業毯廃車て都市での「産業空  

蘭他凋麺恕軋戊のまうな、もう一つの空洞  

′化iま如窄も‘卓め影響を残してVlると思われ   



積当たりの収益性が高い産業が残り、収益性の  

低い産業は都市の周辺部に流出する。そして都  

心部では、次第に土地の高度利用が起こる 

になる。製造業は、単位面積あたりの収益性で  

は金融などの業種に劣るので、都心部の地価が  

高騰すれば都市の外に流出する。また、都市の  

人口密集地では工場の操業にたいし苦情が多  

く、製造業にとってその操業条件は悪い。さら  

に都市では各種産業規制が厳しく、容易に事業  

拡大が出来ず、このことが都市外への製造業流  

出の要因の一つとなる。製造業流出の原因は一  

般的にこのように説明される。では次に、具体  

的に80年代に日本において地価上昇をも，たらし  

た原因、そしてその影響を考えてみよう。  

②80年代前半からの都心の地価上昇の原因   

80年代前半に都市では地価高騰が進行した。  

これは事業所のOA化や、ホワイトカラーの生  

産性向上を目指したオフィス環境の攻善などに  

より、従業者一人当たりの業務空間が拡大し、  

オフィスビルの需要が高まったためである 

らに前に述べた80年代の金融業などのサービネ  

ニ業の発展が拍車をかけた。   

その上80年代前半、中曽根政権は膨大な対米  

貿易黒字の削減を求められ、「内需拡大」のため、  

民活・規制緩和政策の∵環として都市政策  

「アーバンルネッサンス」2）を推進し、都心の地  

価のいっそうの高騰を引き起こした。  

85年のプラザ合意以後の超低金利と、金融自  

由化の本格化、土地取り引きの規制緩和が発端  

となった80年代後半から90年代にかけての「バ  

ブル」経済では、上記のような「実需」に基づ  

く取り引きを超えて、投機目的の土地取り引き  

′を招いた。都市の地価高騰は決定的となり、も  

はやどのような利用によっても採算の取れなV、  

価格になった。「バブル」ははじけ、地価は下  

落したものの未だバブル以前の地価よりも高  

く、いったん都市から流出した製造業－まふたた  

びもどってはこなかった。また都心部の地価上  

昇の結果、都心部の住民が郊外に洗出し、零細  

事業所の担い手の喪失も起こった。  

（勤都市化にともなう空洞化のまとめ 80年代  

の都市の地価上昇は都市の産業構造に大きな影  
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る。   

つまり、円高にともなう「空洞化」と都市化  

にともなう「空洞化」の複合が現在現れている  

都市における「産業空洞化」であろう。したがっ  

て本節では、①都市化にともなう「産業空洞化」  

と、②円高にともなう「産業空洞化」の2つに  

分けて考察を行い、最後にそれらをまとめるこ  

とにする。  

［1】都市化にともなう産業空洞化  

（D都市化にともなう産業空洞化とはなにか   

都市化にともなう産業空洞化は、産業が都市  

から消失し、雇用・経済を基盤とする地域コ  

ミュニティが崩壊することである。つまり、・こ  

れは都市が崩壊するこ上とも言えノる。と、くに製  

造業の都市からの流出，消失は早くから世界中  

の大都市でおこり、ニューヨ十ク、ロンドンな  

どでは60－70年代にかけて都心から製造業が流  

出しJそれにともない商業などのサービス業も  

流出した。都心部では雇用力が低下し、都心に  

は貧困層が集積し、住環境の劣悪化な．どのイン  

ナーシデイ問題が現れた。日本においてはこの  

問題はそれほど探刻には現れなかった。これは、  

インナーシティ問題が起こる前に次に述べる再  

都市化が起きたためだといわれる。   

80年代に入り、二大都市は金融を中心とした  

サービス業が発展し、製造業の減少を雇用など  

の面で補うようになった。いわゆる「再都市化」  

である1）。日本では東京がアジアの金融センター  

として発展するのにともない、金融業を中心と  

して発展した。製造業はその繁栄の背後で衰退  

を続けた。この局面で都市間題が起こらなかっ  

たのは、製造業の衰退が金融を中心とするサー  

ビス業によって相殺されたからであ■る。しかし、  

製造業の産業空洞化は引きつづいて進行した。  

このように、現在までの「都市化」Lにともなう  

産業空洞化は、製造業でもっともはっきりと現  

われている。   

では、なぜ製造業は都市から流出するのであ  

ろうか。まずその根本的理由は、地価の高騰で  

ある。⊥般に地価が高騰すればその場所で事業  

をいと■なむ企業はコストがかさむので、単位面  



受けやすい国であること、また伝統的に輸出依  

存型経済であったため、輸出に不利に働く円高  

は日本経済にマイナスに作用する面が大きいこ  

となどの構造があるためである。とりわけ輸出  

関連産業では、資本の海外進出が加速する一方  

で国内雇用は企業のリストラクチャリ．ングに  

よって削減され、産業空洞化が典型的に進行す  

ることになる。近年では国内市場での競争に打  

ち勝つため、国内向けの製畠を海外で生産する  

などの動きが本格化しつつあり、いっそう日本  

企業の海外進也を促進するな、ど、別の要因によ  

る「空洞化」も進展している。このように円高  

の影響が現われるわけであるが、以下ではもう  

少し詳しく日本経済への影響を考察する。円高  

の国内産業への影響は次の3点が挙げられるだ  

ろう3）。  

a輸入品低廉化による国内産集の破壊 主とし  

て、企業と国内市場の関連に着甘するもので、  

国産品と輸入品の競合が激しくなり、国内生産  

品が競争力を失ってしまうような場合、企業は  

国内生産を縮小し、資本を引き上げる。その結  

果国内生産が輸入に代替され、国内での生産拠  

点とそれにより生みだされていた雇用が失われ  

ることになる。1970年代後半以降のアメリカに  

おいて典型的に現れたが、現在の日本では地場  

産業へ影響ヤ（安価な繊維製品・半製品の輸入  

の影響による繊維関係の地場産業の衰退など）  

や農業地域（輸入農産物の影響）において、こ  

の類型の問題が現われている。日本においても  

今後、流通での「価格破壊」などを通じ、輸入  

品の浸透とともに全面的な影響が現われるかも  

しれない。  

b円高による輸出条件の暮化にともなう生産拠  

点の海外移転 これは主として企業と海外市場  

の関連に着日するものである．。企業は、輸出が  

採算にあわなくなったり現地生産のほうが有利  

になったりすると、生産基地を海外移転したり  

現地生産を拡大する。この場合、国内生産が海  

外生産に代替される。その結果国内生産拠点と  

雇用が失われるだけでなく、部品メーカーであ  

る下請企業群の経営基盤をあやうくする。前に  

見たとおり、80年代の日本企業の海外直壊投資   

響を与え、金融を中心としたサービス業をのぞ  

き、全面的な産業空洞化をもたらした。また業  

種的にはとくに製造業に大きな影響を与えた。  

以上のような現象が「都市化にともなう産業空  

洞化」である。これは地価高騰が「バブル経済」  

時に絶頂に達したので、「バブル」期にもっと  

も激しく現われた。現在は地価上昇は鎮静化し  

たものの、都市空間のいたるところに空き地を  

残すことになった。では次に空洞化のもう一つ  

の側面である、円高にともなう「空洞化」につ  

いて述べる。  

【2］ 円高にともなう産業空洞化   

つぎに、円高にともなう産業空洞化について  

述べる。、よく言われるように、85年のプラザ合  

意を直接的契機に進行した1ドル＝100－120円  

水準の円高は、輸出関連産業の海外進出をもた  

らし、国内からの製造拠点の消失、雇用の喪失  

などの影響を－もたらした。この現象は、主に電  

気機械・輸送用磯城などの前出関連の製造業に  

おいて現れていあ。1ドル＝主100円を割り込ん  

でいる現在、円高はさらに日本経済に大きな影  

響を与えつつあり、今後よりはっきりとその影  

響は現われてくるものと思われる。   

製造業については、このように円高の影響は  

直接現われるが、製造業以外の産業ではどうで  

あろうか。商業についでは、円高にともなう輸  

入商品低廉化を武器の一つにした「価格破壊」  

が進んでいるが、国内商業に与える影響は未だ  

不透明である。そのほかの業界でも、特定の農  

産物などに代表される輸入品と生産物が競合す  

るような分野を除いて、円高のメリツトこそあ  

れ、悪影響はあまりないようである。そこで以  

下では．円高と製造業の空洞化に焦点をあてて、  

より詳しく論じることにする。まずはじめに円  

高の国内産業への影響について簡単に見たあ  

と、日本の製造業の海外進出の特色を挙げ、最  

後lこ今後の見通しについて述べる。   

①円高の国内産集への影響 円高は日本の国  

内産業にどのような影響を及ぼすのであろう  

か。まず円高が日本経済に影響を及ぼすのは、  

日本が基軸通貨国ではなく為替の変動の影響を   
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用に及ぼす影響は大きいものがある。現在一時  

期のようなブームは過ぎ去ったので、マスコミ  

などで取り上げられることは少なくなったが、  

海外直接投資の主要な形態である。  

b「生産拠点型」の海外直接投資 この類型に  

相当するのは、80年代前半のNIES，80年代－  

90年代にかけてのASEAN投資である。主に電  

気機械が中心となっている。特に労働集約型産  

業などが進出し、低廉な労働力の確保によりコ  

スト削減を図っている。ASEANの工業化にと  

もない、日本からの資本財の輸出が増加するな  

ど、一概に日本経済にとって否定的な影響ばか  

りではないものの、以前は国内でまかなってい  

たものを海外で行うものであり、国内雇用には  

すくなからぬ影響をおよぼすであろう。すでに  

日本国内では、高付加価値製品のみを残して海  

外に生産ラインを移すという動きは∵般的にな  

りつつある。またこのパターンの海外直接投資  

は現在もっとも盛んに行われており、対象国も  

中国いベトナムに資本投資がシフトするなど広  

がりを見せている。円高の進展にともない、今  

後のこの類型の投資は継続的に行われるであろ  

。   

③まとめ、今後の見通し 以上で、日本にお  

いて円高が製造業にどの様な影響を及ぼすか考  

察した。円高は日本国内での輸出関連製造業に  

とってマイナスに作用する。日本は輸出ドライ  

ブ型経済構造を持っており、それは86年前川レ  

ポート以来の経済構造調整、内需主導型経済へ  

の転換が図られたにせよ、基本的には変化して  

いない。さらに、日本企業は円高をアジアに生  

産拠点を移動することで乗切ろうとしているこ  

とから、日本国内での製造業のいっそうの「空  

洞化」も今後必至であろうと考えられる。また、  

時期的にも最近の事なので現在円高による空洞  

化の影響がそれほど健在化してはいないと考え  

られ、今後深刻な問題として現われる可能性が  

ある。  

現在このような事態を跨まえて行われている  

論議に、「空洞化論」「アジア水平分業論」があ  

る。大まかにいうと、「空洞化論」は「製造業  

が海外に流出し、自動車・半導体などの現在の  
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は、主にこの類型に入るものであった。特に対  

ASEAN投資では、94年に入ってからの円高の  

影響を受けて不況下にもかかわらず日本企業は  

いっそうその投資を増やしている。現在の日本  

の製造業の「空洞化」論もこの種の影響に着日  

するものとなっている。  

C産業構造のサービス化促進による製造業の衰  

退 主として製造業とサービス業の関連に注目  

する議論である。円高によって国内生産が輸  

入・海外生産に代替されると、製造業の国内基  

盤が縮小し、製造業からサービス業に資本が移  

動し、全産業の申のサービス業のウェイトが高  

くなる。つまり、結果として経済のサービス化・  

ソフト化が進むとするものである。雇用面でも  

製造業の非製造業での代替が起こる。日本にお  

いても経済のサービス化・ソフト化が進んでい  

るが、円高の影響によるものであるかどうかは  

一概には言えない。むしろ、この影響が現われ  

るのは今後であると思われる。ただ、製造業の  

衰退をそのほかの産業で補うことが可能なら  

ば、深刻な問題にはならない。したがって、製  

造業の空洞化という観点からは問題になるが、  

全産業の空洞化、雇用の喪失という観点に立つ  

ならば、上記二つの類型とは意味合いが違うも  

のになる。   

②80年代後半からの日本製造業の海外直接投  

資の特色 以上が、円高の国内産業への影響で  

あると考えられる。特にbのパターンが現在間  

置になっていることが分る。では、次に現在日  

本で問題になっている日本の製造業の海外直接  

投資の特徴を見ておこう。  

a「貿易摩擦回避型」の海外直接投資 この類  

型に相当するのは、アメリカ・ヨーロッパヘの  

輸送用機械メーカーの進出である。80年代の対  

米自動車輸出自主規制などに象徴されるよう  

に、貿易摩擦の中心問題となっていたのが自動  

車産業であった。日本の自動車産業は摩擦を回  

避するために対米直接投資を増やし、アメリカ  

市場向けの現地生産を拡大させた。ヨーロッパ  

も同様であるが、EU成立後の市場確保をねらっ  

た進出という性格もある。いずれにせよ、国内  

輸出を現地生産で代替するものであり、国内雇  



日本のリーディング産業がふるわず、先行き不  

透明であるため、今後日本であらたなリーディ  

ング産業を育成せねばならない」とする論であ  

る。もう一つの「アジア水平分業論」は「日本  

が製品をすべて「貫して作るフルセット型産業  

構造は崩壊し、アジア全域で水平分業が行われ  

ているのだから、日本は製品の開発を担う分業  

を行えばよい」とするものである。「空洞化、リー  

ディング産業論」はどの．ようにして新たなリー  

デイ．ング産業を育成するのかということに必ず  

しも明確に応えていないし、「アジア水平分業  

論」については日本が研究開発に特化して雇用  

が維持できるのか、という疑念がある。両者と  

も今後の日本の針路をある程度は提示してはい  

るが、いまいち説得力に欠ける、ようである。今  

後の日本はどうなるのであろうか。   

また、前節で述べられた規制緩和論は、現在  

の円高・不況という経済事情を背景にしたもの  

であろ。そこには日本企業・日本政府がどのよ  

うに今後の産業構造をデザインしていくかが読  

み取れる。それら∴は、日本が直面している現代  

の構造変化を映しだしているといってもよさそ  

うである。  

【3】 産業空洞化のまとめ   

都市における産業空洞化は＼①都市化にとも  

なう産業空洞化（診円高にともなう産業空洞化の  

2面がある。都市化にともなう空洞化は、地価  

高騰が主な要因であり時期的には80年代前半か  

らその影響があらわれ、「バブル」期に頂点に  

達した。業種的には、製造業においてもっとも  

強くその影響が見られた。また、円高にともな  

う空洞化は85年プラザ合意以降現われ、輸出関  

連製造業についてもっとも強くその影響が見ら  

れる。現実の「空洞化」はこの2面の「空洞化」  

の複合的進行過程であった。現在、「都市化」  

とともなう「空洞化」は「バブル経済」崩壊と  

ともに一段落していると思われるが、「円高」  

にともなう「空洞化」はいっそうの進展を見せ  

ており、今後よりはっきりとその影響が現われ  

てくるであろう。  
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1）高橋勇悦蔚r大都市社会のリストラクチャ  

リングJ日本評論社、1992年、20貫～22  

貫参照。   

2）自民党中曽根政権時にとられた都市政策。  

膨大な貿易黒字削減を求められた日本政  

府が、「内需拡大政策」の一環として都市  

再開発に資金を吸収しようとしたもの。  

具体的には、「土地利用規制の緩和」「民  

間活力の導入」を行った。   

3）経済企画庁『経済自書j94年度版2章の  

‘円高の日本経済への影響の分析視角を参  

照。  

3節 弱体化する都市・京都  

前節までは、80－90年代にかけての国の政策、  

特に規制緩和と2つの意味での産業空洞化にっ  

いて、主に世界レベル、日本全体のレベルで見  

てきた。そのような構造変化は、否応無しに地  

方にも波及することになった。その中でも古く  

からの都心居住者が多く、個人・零細の伝統産  

業を抱え、さらには現代的な産業も多く立地す  

る京都では、経済構造の変化にとどまらず、都  

心居住者の減少、歴史的景観の破壊など、社会  

構造の変化や、ひいては京都という都市の特質  

の変化にまで及ぶこと．になり、「都市破壊」と  

呼んでもいいような状況に陥ることになったの  

である。   

この節では∴最近10年間に絞って、そのよう  

な「都市破壊」の現状をいくつかの統計を使用  

して明らかにしていきたい。  

【＝ 二審楽所数の推移   

京都は、一般附には歴史都市、観光都市とい  

うイメージが強い。ニ実際各種統計にもそのこと  

は表れていて、人口当たりのタクシーの台数や、  

飲食店の数は全国有数であるし、ホテル・旅館  

などのいわゆる観光藍業の都合も高い。しかし  

京都は、平安京の宮廷産業から連綿と続く多様  

な伝統産業が存在し、その高度な技術力と先端  

戯術、1多数立地する大学の研究開発機能を組み  

食あ姶た清密機器、半導体などのハイテクペン   



チャー企業を多数輩出するなど、生産都市の側  

面が大きいのである。   

しかしこの10年、産業空洞化や円高によって、  

これまでの京都の産業は全般的に地盤沈下した  

ということをよく聞く。ことでは、約10年の間  

に、京都の事業所の敷からみる産業構造がどの  

ように推移してきたかを見てみたい。   

Ⅰ－3－1表は大分類での京都の事業所数の  

推移である。1991年の全事業所数は、102，385ケ  

所、うち第2次産業が21，904ケ所で21．4ヲ‘、第  

3次産業が80，448ケ所で78．6％となっている。  

特に製造業、卸売・小売業、サービス業の割合  

が高く、．全産業に占める割合ぼそれぞれ、 

16．3％、45．3％こ23．1％となっている。推移を  

みると1986年までは増加している、ものの1991年  

には2，998ケ所減少し、．1981年を下回る水準に  

まで落ち込んでしまった。減少しているのは製  

造業と卸売・小売業で、′1986年に比シヾ製造業で  

3，021ケ所、卸売・小売業で2，982ケ所が減少し  

ている。  

Ⅰ－3ニー1表 京都市産業（大分類）別事某所  

数の推移  

心部で起こったオフィス街化は、その周辺地域  

にも地価上昇をもたらした。西陣は都心部から  

3”4kmの、通勤には最適の地域であったた  

め、町屋を潰してのマンション建設がこの時期  

に集中したのである。また、それまで京都市内、  

特に右京区などに立地していた機械・電機の工  

場も、地価の上昇と広い敷地を求めて滋賀県や  

京都府内の他地域に流出し、下請の工場も流出  

した。さらに’1ドル100円台に突入して、生産  

自体を海外に移すようになったことで、本社棟  

能わみを京都に残し、生産拠点は京都外に流出  

したものと考えられる。また、卸売・小売業で  

は、、親制緩和による周辺地域への大型店の進出  

により、‘京都市の商業の特徴の一つである、多  

数の商店街の弱体化と共に、他の産業の減少に  

よる商圏内の人口の減少が大きいと考えちれ  

る。jこの点については、後■の商業のところで詳  

しく述べることになる。∴   

一方、事業所数が増加している産業もある。  

建設業、金融・保険業、不動産業、サ「‘ビス業  

がそれで、この4産業はいずれも1981年」1986  

年にかけて大きく増加している。建設業、不動  

産業の増加は、バブル期の土地投棟め横行1，．建  

設需要の増加によるものと考えられるが、二これ  

が地元資本の増加なのか、それ以外の資本の流  

入なのかは、これではわからない。金融、・保険  

業、サービス業は、この時期にオフィス街となっ  

た都心部に流入した大手企業の支店の増加と、  

それらを対象にした対事業所サービスの増加で  

あゃと考えられる。   
以上を稔合すると、京都でも、これまでの京  

都の特色であった西陣織などの伝統産業と、機  

械・電棟などの製造業、個人商店の多い商店街  

が市外流準、または廃業し、都心部甲オフィス  

街を中心に貫店経済化、サービス経済化が進行  

したものと思われる。さらにこれが、歴史都市  

としての京都に何をもたらしたかは後で触れた  

い。  

［2］ 就業者の推移と移動   

次に、前節でみたような産業構造の変化が京  

都の就業構造にどのような変化をもたらしたか  
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この鱒因に？やては過去の本ゼミ軍査でもた  

びたび述べられてヤ、るが、′製造業ではまず、西  

陣機業の個人営業の事業所の減少があーデられ  
る．。日本人め和服離れや、石油ショック後の西  
陣産地自身による機業技術の中国などへの移植  
が、安価な海外生産の織物の流入を招き、以前  
からあった高級品へのシフトをさららこ加速さ  

せ、市場を狭めた。そこに追いうちをかけたの  
は、バブル崩壊後の高級品の需要の落ち込みで  

ある。さらに、バブル期における西陣の住宅地  

化もあげられよう。後述するが、バブル期に都  



次に；Ⅰ、＋こ3－3表を見ていただきたい。これは、  

国勢調査の中で2回に一度行われている調査  

で、15歳以上の就業者について5年前の常住市  

区町村を調査したものである。1990年での常住  

者、？まり与年前から京都に住んでいる人の数  

は、718，7q6人で、∴これもやはり微増といった  

ところである。しかし、5年前から「現住所」  

に住んでいる人恥10年の間に100，000人近く  

も減少し、京都市内に転居した人、自区内で転  

居した人がそれぞれ3倍近くに増加したことが  

わかる。また、他自治体からの転入、転出も大  

幅に増加し、転入者から転出者を引いた人数は  

Z5，012人のマイナスと、1，980年の実に18倍に  

もなつているのである。そして、周辺6市にお  

いで同様の計算をすると、10，939人と全体の半  

分近くが、周辺6市に洗出して居を構え、京都  

に通勤するように、なったことがわかる。このこ  

とから、京都において、京都の周辺の市、区ナ＼  

の人口の流出が進行し、「職住分離」が進行し  

たことがわかる。このため、前述の幹線道路の  

朝夕の渋滞が増加し、歴史都市の遺産を破壊す  

ることになりかねない地下鉄i高速道路の建設  

へと京都市を向かわせることになったのであ  

挙。   

Ⅰ＝T3二3衰5蓮前の常住市区町村又は現住  

南画町村15歳以上顔妻敷∴  

を見てみたい。   

ところで今回私たちは、宇治・亀岡・城陽・  

向日・長岡京、そして滋賀県大津市の、京都を  

取り囲むように立地する6市に注目した。この  

6市はそれぞれ、鉄道では京阪線・躍山陰線・  

近鉄京都線‘阪急京都線・躍京都線で、道路で  

は国道1号・9＝号・24号・171号で京都市とつな  

がうており、京都市との関係が非常に深いもの  

と思われ、T大阪都市圏の痛の「京都都市圏」と  

でもいうような位置づけである   

エー▲3TZ表をご覧いただきたい。これは京  

都での従業者がどこに常住しているかをまとめ  

たものであるこ。京都での従業者は1990年忙おい  

て813，309人で微増といったところである。「自  

区に常住」している人は10年の間に減少し、  

「自市内他区に常住」？まり京都市内の他区で  

従業，してセゝる二丸が増加して∨、る。特に右京区、  

伏見区、西京区ではその数を増やしている。そ  

して注目したいのが、こ他市区町村に常住してい  

る人が大幅に増加している忘とである。1980年  

には153i589人でミあっ尤ものが1990年には  

1糾，0箪火と召0％L近く増加している。そして、  

周辺こ6布から三の従業者が82，048人から100，046  

人と22％で他市区町村の増加を上回、り、周辺市  

町から通勤する人がこの10年周で従業者全体の  

1刹を超えるように■なった。 

Ⅰ－3－2泰 従業地による常住市町村別  

ノ1こ5歳．以上就業者数   

［3】 人口㌢居住補遺  

このよかに事業所が洗出したことと連動し  

て、そこに勤務する人達は周辺の地域に洗出し   

この、「白市内他区に常住」、「周辺6市に常住」  

の増加は、一体どこからの流入なのであろうか。   
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737，200人であった。1985年では685，477人で  

あったから、5ユ，723人、7．5％の増加である。  

年齢構成は、1990年で15歳末帝19．3％、15－64  

歳70．7％、65歳以上9．4％と15歳末満と65歳以  

上の関係が京都と逆転している。   

以上のことから、この10年間、京都では特に  

都心部での人口減少と高齢化、周辺市町での人  

口増加があることがわかった。しかし、この2  

者の関係は今一つ浮かび上がってこない。そこ  

で、次め表（Ⅰ－3－5表）を見ていただきた  

い。この表はそれぞれの年での5歳以上の人口  

の5年前の常住市区町村および現住市区町村を  

まとめたものである。1985年から1990年にかけ  

て京都市内外を問わず人口の移動が盛んになっ  

ている 

転入者から転出者を引いたものはプラス、つま  

り人口の流入があったものの、1990年には  

16，000人あまりのマイナスになり、1985－1990  

年の間に相当の市外への人口流出があったこと  

になる。さらに周辺6市について同様の計算を  

してみたところ、1980年時点ですでにこの地域  

への人口流出が始まっており、1990年において  

はその流出は22，297人と（転入全体一転出全体）  

の数値を大きく超えていることがわかったので  

ある。年齢別ではどうなってし－るだろうか。Ⅰ  

－3－6表によると1980年との比較において、  

1990年では64歳までの人口の転出が1980年の3  

Ⅰ－3－5表 5年前の市町村又は現住  

市区町村5歳以上の人口  

たことがわかった。ところで、就業する人達を  

含めた全人口の推移や居住構造はどう変化した  

のか。次に、このことを見ていきたい。  

Ⅰ－3－4表を見ていただきたい。それぞれ、  

京都市全体、中京区、下京区の都心2区、周辺  

6市の人口と年齢構成をまとめたものである。  

京都市の人口は1990年で1，461，103人で、全国  

7位である。1985年までは増加を続けていたが、  

1985～90年の5年間では1．2％、18，115人減少  

している。年齢構成はどうであろう 

では15歳末滞が231，4年3人で15．8％、15～64歳  

が1，037，706人で71．0％、65歳以上が184，959人  

で12．7％である。15－64歳は増加しているもの  

の、15歳末満は減少し、65歳以上は増加してい  

る。ユ5歳末滞の構成比はユ980年では22．8％、65  

歳以上は9．5％であり、老齢化とともに、子供  

の減少が著しいことがよくわかる。特にこの傾  

向は都心2区（中京区・下京区）で著しい。人  

口はこの10年間のあいだ減少しつづけ、1985－  

1990年では10，626人の減少と京都市のこの5年  

間の人口減少の実に約60％がこの2区で起きた  

ことになる。15歳未満の構成比は1980年17．2％  

から1990年12．2％、65歳以上は15，3％から  

ユ8．4％と特に高齢者の比率の増加が大きいこと  

がわかる。右京区、伏見区、西京区では人口は  

増加しており、就業者だけでなく、仝年齢にお  

いても都心部からの流出が起こっているものと  

思われる。この点は後で明らかにしたい。  

Ⅰ－3－4表 京都市、都心2区、周辺6市の  

人口及び年齢構成   

周辺6市の人口、年齢構成はどうなっている  

のか。人白は確実に増加しており、1990年は  
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倍以上になっている。就業者ほどの多さではな  

いものの、確実に周辺市区への人口流出が起  

こっていることがわかる。   

また次に京都および周辺6市の1世帯当たり  

の人員をみてみると、1980年において、京都で  

は2．78人、周辺6市では3．33人であった。1990  

年では京都2．62人、周辺6市3．18人と京都と周  

辺では数値に一定の開きがあるのがわかる。こ  

のことから考えても、京都から勤労者世帯が周  

辺の市区に流出し、高齢者が都心部に残るとい  

う現象が起こったことがわかる。  

Ⅰ－3－6表 5年前の常住地文は現住地及び年齢偶成  

［4］ 地価と都市景観破壊   

2年前、私たちのゼミでは、r転換期の京都  

一産業・景観・町づくり一』と題した報告をま  
とめた。その中で、中曽根政権下の「アーバン  

ルネッサンス」が、京都のサー豆ス経済化、支  

店経済化、土地投機の横行、都心部のオフィス  
ビルの林立、都心居住の減少、町屋景観の破壊  

をもたらしたということが善かれた。「アーバ  

ンルネッサンス」による土地利用規制・土地取  

引の線和により、紬年代の市街地再編は土地収  
益性中心、採算ベースに基づくものになった。  

これらは、最終的に高層のオフィスビルの建築  

へとつながる土地め高度利用の原因となり、都  
心部においてマンウヨツ、オフィスビルが建築  

され各ことになっ′たタ・この過程で都心部の住良  

はr異心－換え特例」遠・利訂して高価格で周辺部  

¢住宅を取得L、それちの住民に自分の土地を  
売却した賃民は旦らに周辺部に住宅を求吟るこ  

とになサ∴地価の高騰は周辺部に波及すろこと  
にな？■たd；もう一一度京都市の公示地価の推移を  

江・千8ニ1画にまとめた。1991年をピークに二6  

において多く建築されたことがわかる。同時に、  

京都市の「共同住宅建築に関する指導指針』【出  

通用件数（Ⅰ－3－8表）からも、京都におい  

て、町屋ではない、共同住宅やコンクリートの  

建造物が多数建築され、今までの地域コミュニ  

ティの維持が困難になる地域が多くなったの  

も、ここ10年のことであることが分かる。  

Ⅰ－3－1固 公示地価の平均価格  

（1nf当たり、単位：内）  

富 妄 言 雷 雲 妄 言 竜 ．雲’芸  
l■暮】l鮒l■■■  

Ⅰ－3一一7表 3眉場上の建築物の確認中話件数   

たことを示L  年間に3▼倍にも                                      ■   

ているp宇治市も併せて掲草したカチ、業務埠申  

多かった東都市ほどではないにじでも∴由辺で  

も地価の上昇した一例七をるやあろう。また、二  
Ⅰ－3二7表で料3階以上の建築物が都心2区   
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Ⅰ－3－8表 『共同住宅建築に関する  

指導指針』適用件数  

Ⅰ－3－2図 人口・工場数・平均地価の推移  

（1985＝100）  

［5］ まとめ   

以上のここ10年間の変化を1つのグラフにま  

とめた。Ⅰ－3－2図をご覧いただきたい。住  

民基本台帳の人口、工業統計表の工場数、平均  

地価の各指標について1985年を100とした場合  

の推移をグラフたしたものであるム地価の上昇  

にともなって＼人口、事業所数が減少しでいる  

のが十目瞭然である。中曽根政権のイァ「バン  

ルネッサンス」によるバブルと、急激に進行し  

た円高、平成不況が、京都の特に都心部の人口  

を減少させ、市内から工場が周辺部に流出し、  

オフィスビルとマンションが立地、「職住分離」  

が進行し、都心部には高齢者七単身者が居住す  

ることになった過程がこのグラフに凝縮されて  

いる。京都では地価の上昇が他都市より尖鋭化  

したため、この傾向は劇的な都市景観め変貌を  

ともなった。京都市内では、町屋め屋根の連続  

が突然切れ、ワンルームマンションが立ち、買  

物客が高齢者中心の商店街が歯抜けになり、仕  

方なく休憩所として店先にべシチがおかれてい  

たり、酒屋がコンビニエンスストアに転業した  

りという現象がよくみられる。タクシーに乗っ  

たら、2ケ月前まで西陣で機を織っていたとい  

う人がドライバー、ということもある。  

この10年間で京都は、今までの蓄積というも  

のをすべて無にしつつあるのではないか？市民  

不在、広告代理店が金を吸い取るだけの1200年  

記念行事を行っても、こんな状況は少しも改善  

されない。それどころか、破壊の度を早めたよ  

うである。京都の産業は、景観は、地域社会は  

どこへ行くのか？京都の都市としての独自性の  

存続が問われている。   

次章以降では、地域社会と密接に関係する地  

域商業・商店街の現状と、京都の独創性を代表  
する製造業の空洞化を述べていく。  

∴（注）京都市のF共同住宅建築に関する指導指  

針』とは、京都市が昭和60年（1985年）  

4月1日から実施したもので、民間が建   

∴設する、用途が共同住宅で工事する部分   

■  の階数が3以上かつ住宅の戸数が15以上  

であるものが適用建築物とされ、＝そのう   

、ち住戸の床面積が20平方メ∵トル以下の  

ものが15戸以上あるものに対■し、近隣住  

民との事前協議を義務づけたものであ  

るふ  
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Ⅱ 規制緩和と地域商業～大店法改正に揺れる商店街～   

イズミヤが京都の白梅町に出店することを表  

明したの峠1976年のことである。しかし、それ  

から三条厨）受理までに1年半、80年から開か  

れたいねゆろ事前商調協2）め帝審ま・でに7年半  

を要し、さらに正式商調協、大店審をへて開店  

したのは13年後の1989年のことであった。これ  

は全国的に見ても異例の事態といってよいだろ  

う。   

調整が長引いた背景には、当時の大店舗出店  

抑制の風潮に加え、京都ならではの地域的事情  

も深く関係していた。   

まず第一に京都には中小小売商が多く、また  

歴史的に地元業者の結束がかたい保守的な土地  

柄であった。実際今E＝こいたるまで、京都市の  

大店舗の売場面積が小売業稔売場面積に占める  

割合は、政令指定都市の中では最も低い。これ  

も一つには京都の排他的な土地柄が影響してい  

ると思われる。   

しかし、この大店舗のシュアの低さは、大型  

店の側から言えばそれだけ出店のメリットが大  

きいことを示している。それだけに当時から多  

くの大型店が新たな出店先として京都に注目し  

ていたのも事実であった。実際、イズミヤが出  

店を計画した白梅町を含む右京区も、大型店の  

空白地帯の一つであった。それだけに出店予定  

地の所有者高津商会には、当時多数の大型店が  

出店をもちかけていたという。   

だが、出店計画が明らかになると、すでに大  

型店の進出計画をいくつか抱えていた、今出川  

通り沿いを商圏とする商店街を中心に、大規模  

な反対運動が起こった。反対派は、すでにこの  

地域で商店は飽和状態に達しており、非行の増  

加など出店による悪影響を考えるとこの地域に  

大型店は必要ないとして、76年、イズミヤ白梅  

町出店阻止対策協議会（以下は対策協とする）  

を発足させた。   

対策協はまず出店予定地の地権者である高津  

商会や商工会議所、行政などに対し大がかりな  

反対運動を行なった。しかし78年、京都府商工   

この章では、規制緩和が地域経済に及ぼした  

影響について、掛こ大店法の洩制琴和と、京都  

市の小売業界（とりわけ商店街などの中小小売  

商）の関係を例にとって見ていくことにする。   

1節 大店法改正の影響と「凍結宣言」   

［1】 大店法の変遷と京都市小売業  

Ⅰ章の1節でも述べたように、大店法は、公  

布以来80年代の半ばにいたるまでは、届け出制  

でありながら地元の中小小売商の合意を前提に  

するなど、出店抑制の方向で変達していた。そ  

してそのような政府の方針と呼応するように、  

京都市においても規制の線化を求める中小小売  

業者の運動が高まり、とくに地元に大型店の出  

店周愚を抱えた地域においては大規模な出店反  

対運動がまき起こった。   

このような状況の下、イズミヤの白梅町出店  

をめぐる反対運動をきっかけに、市内の多くの  

商店街等が協同して、大型店舗出店反対運動を  

大規模に展開した。その結果、京都市議会は、  

1981年、全会一致で今後5年間は京都市に大型  

店は原則出店させないという「凍結宣言」をし  

たのである。   

この時期、静周をはじめ、同じような運動や  

宣言は全国で相次いでいた。しかし政令指定都  

市で、しかも全会一致での宣言はきわめて異例  

だったといえる。また、そもそも議会の宣言は  

それ自体では法的な拘束力を持ち得ないため、  

凍結宣言した自治体の多くでその効果が必ずし  

も大きくなかった中で、実際に効力を発揮した  

という点でも、京都市の凍結宣言は特殊なもの  

であったといえる。   

以下、出店反対運動の高まりから凍結宣言、  

そして5年を経ての宣言終了までを追ってい  

（、、  

［2］ イズミ▲ヤ白梅町出店反対運動から凍結  

宣言へ  
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に、商店街などが十分な改革を行えない一方  

で5）、これらの業態は著しい発展を遂げた。し  

かもこの間、凍結宣言にもかかわらず、個人小  

売店の数は著しい減少を示したのである。   
さらに、凍結宣言の終了と時期を同じくして、  

規制強化の風向きが変わる。反対派の実力阻止  

によってとどこおっていた正式商調協も通産省  

の強い指導を受けて結審し・、88年には全国でも  

例のない長期にわたって紛糾した商調協審議も  

終わった。   

結局ふりかえってみると、全国でも異例の凍  

結宣言は国レベルの規制強化と時を同じくして  

生まれ、規制緩和への転換にともなって役割を  

終えたのである。しかし終了した後に中小小売  

店を待ち受けていた状況は厳しかった6）。競争  

抑制が裏巨＝こでて小売業界の体質強化が進まな  

かった一方で、規制緩和によって大型店の進出  

は今後急激に進むだろう。経済原則よりは政治  

原則によって生まれた凍結宣言と宣言下の状況  

は、結局政治の風向きによって現在の京都の小  

売業界に大きな衝撃をもたらすことになった。  

部はそれまでの慣習を破り、通常は地元の合意  

を前提とするはずの三条届を受理してしまっ  

た。   

これを契機に反対運動はより強固なものに  

なっていった。先にも述べたように、この時期  

には国が大店出店を規制する方針をとってお  

り、このことは反対運動には追い風になった。  

また、82年、大型店の出店I；際して地元の事前  

協議を義務づけた、行政指導による事実上の出  

店許可制が、通産省の通達によって示された背  

景には、全国各地で広まったこれらの反対運動  

も少なからぬ影響を与えていたと思われる。   

ところで、反対運動の盛り上がりは、ついに  

80年「全京都小売商大型店進出反対給決起大会」  

を開くにいたり、京都選出の国会議員なども交  

えて3）、大型店の進出を凍結する宣言をだすよ  

う求める決議を採択した。   

この大会の後、対策協卓ま市役所に押しよせ、  

議会の各党に対して態度表甲を求めた。このと  

き、各党は対策協のリーダーたちの根回しもあ  

り、どの会派も基本的に反対派に同調したので  

あった。   

かくして81年、京都市議会は5年間にわたる  

大型店出店凍結宣言を全会一致で採択する。し  

かし、全会一致とはいえ、すべての会派が本音  

として同調していたわけでは，なく、当時の政治  

勢力地図によって規定されていた側面も少なか  

らずあった㌔ このため、5年後の宣言終了に  

際しては、同じような政治の後押しはなかった。   

ともあれ、凍結宣言がイズミヤの出店反対闘  

争が生んだ大きな成果であったことは間違いな  

い。実際この前後において、イズミヤの出店計  

画は撤回こそされなかったものの、地元の調整  

は一向に進まず、その間出店計画は準まなか？  

たのである。  

【3］ 凍結終了   

凍結宣言は他都市と比べてもきわめて強い効  

力を発揮し、5年にわたって大型店の進出を食  

い止めた。しかしその結果、大店法の適用を受  

けないコンビニエンスストアなどの新業態が京  

都に広まっていった。そして5年の凍結期間中  

1）三条届：大型店に建物を提供する者が、   

そこl；入居する店に先んじて通産大臣に  

出さなければならない届け出。  

2）商調協：商業活動調整協議会の略称。  

3）この大会には700名が参加し（『商店新   

開』）、来賓として衆議院議員、参議院議   

員各2名、京都府会議員1名、京都市   

会議員3名も参加した。  

4）結局、中小小売商側の組織力が政治を動   

かしたということになるだろう。しかし   

この時、消費者の側の組織化は十分に進   

んでいなかったことが、凍結宣言の事実   

上の失敗を招いた一因であると考えられ  

る。  

5）商店街へのヒアリングの結果、この5年   

間に有効な活性化策を打ち出した組織が   

ほとんどなかったことが明らかも；なって   

いる。凍結宣言に安住した商店街観織と  

ともに、活性化に必要な政策を打ち出さ  
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なかった行政のありかたは問い直される  

必要があろう。   

6）凍結終了に当たって、京都大塑店対策協  

議会などは連名で声明を発表している  

が、この中には、生協の規制を行政に求  

めるなど、新しい問題も表れている。  

2節京都市の商業行政  

京都市には数多くの商店街がある。しかし、  

その商店街の運営は円滑に進んでいるとはいえ  

ない。今後の商店街はどうあるべきか」その商  

店街に対し行政は何ができるか、京都市は京都  

地域商業近代化委貞会を設置し、方策を模索中  

である。それを詳細にまとめたもわが、1991年  

に刊行された「京都地域商業近代化地域計画報  

告書』であり、以下の点を中心に今後の京都市  

商業を展望している。  

（D京都市商業の問題点と対策 京都市の商店  

街は、個々の商店街においで、立地条件への対  

応、業種構成、隣接商店街との関係に問題が多  

いとしている。対策として共同化と近代化をあ  

げ、それへのとりこくみは、販売促進事業、合理  

化、経営改善、借用事業、環境施設、運営組織  

の整備を通セセ進められることが望ましいとし  

ている。そあ中セ、今後の商店街のゆくえをふ  

まえた各商店宙ゐ計画と資金づくりの必要性、  

運営組織の委員会制度を提案している。さらに、  

個別店の対策として、消費者志向への対応や閉  

店時刻の延長等が提案されている   

②京都市商業近代化の基本方向 今後、地域  

商業における整備されるべき課題として以下の  

6つの項目をあげている。  

a消音著ゎ多様な個性にどう応えるか  

b商業施設、商業空間そのものを如何に魅力あ  

るものとするか  

C商品そのものの充実はできているか  

d広域と近隣ということに関連して自らの商圏  

をどこに設定するか  

e商業と他楼能との結合・総合は可能か  

f商業と地区特性との結びつきをどう現実化す   
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るか   

さらに、商店街を取り巻く環境変化の中での   

今後の見通しとして、個人支出の伸び悩みへの  

対応、広域型商店街の「京都」という土地柄の  

持つ雰囲気を利用したソフト面への努力の必要 ＜                             1  

性、中心街を広域都市型の地域としてとらえる   

ことを述べそいる。   

③京都市の将来目標ドーナウ化現象を阻止1  
L  

するための中心部の充実、京都市南部地域の環  

境整備、伝統的産業と市民との接近や整備をあ ∃   
げている。 ■  

④京都市の計画課題 中心部における旧市街▲ 

地の充実をあげる一方、副都心計画や中心地自  

体の拡大による再開発事業の必要性を説いてい  

る。また、都市や産業全体の変化を見極めるた   

めの情報の伝達の充実もいわれている。   

⑤小売業活性化の課題 ミクロ的側面から、三  

日常生活に密着した商業環境の形成、最寄り性、」  

快適性、様々な施設との適度な組み合わせをあ   

げている。マクロ的には、都市全体の構造変化、   

広い地域の中での商業拠点の位置付けの把捉、  

買い回り性を高めるための総合的な街づくりを1   

あげている。  

⑥京都地域における情報化の進展 京都地域・二  

における高度情報化への全体的対応として、  

（財）京都産業センターが事業を推進しでいる。；  

また、商甲単位から個店単位への広が・、りの軋l  
要も述べている。   

これら①から⑥をもとにして、共剛ヒ・協業∃  

化などの組織化を中心に商業の指導・育成、特弓  

に振興対儲を行っている0商業振興は、以下の  

9つの項目に分けられる。   

a商業団体指導 b小売商業環境調査 c／ト  

売商業情報連絡会議d／ト売商業活性化対策 ｛  

e商店街振興 f私設小売市場振興 g商業環尋  

境変化対策 h商業施設の設置に関する指導  

i京ものブランド推進事業   

さらにa－iに基づいて、ハード面の金銭援 ∃  

助を中心とした振興事業を行っている。   

京都市商業に関する市の商業行政は、大型店  

進出や消費者志向の変化などの厳しい経営環境   

にどのように対応していくかの指針を与える方  

■弘」．   



向で進められている。現在、京都市の小売商業  

は、高齢化・老朽化が進み∴根本的な経営の改  

善が求められている。しかし、行政の介入でき  

る範囲は限られており、小売商業者の行政に求  

めるものとのすれ違いは否定できない。また、  

市全体の商業振興のみを考えると大型店の進出  

を規制するばかりでは発展を望むことはできな  

い。今後、行政、小売業者、大型店の3つの立  

場からの地域の発展を含んだ商業発展が望まれる。  

3節 京都市商業の特徴  

［■1］ 概況   

平成3年商業統計調査（飲食店を除く卸売業  

と小売業の合計）から見ると、京都市内におい  

ては商店数31，599店、従業者数193，450人、年  

間商品販売額8兆2，854億円となっている。その  

年次別推移はⅡ－3－1表の通りである。   

これによると、商店街数、従業者数、年間商  

品販売額とも1979～1982年で大幅に伸び、1982  

－1985年で減少に転じ、その後伸び悩みを見せ  

ている。これは景気の動向と関係があり、全国  

的に見ても言えることだが、京都市の場合、全  

国平均より変動の幅が大きいようである。とく  

に1982～1985年で各数値とも全国平均よりも大  

きく減少し、年間商品販売額では全国7．5％増  

に対し、京都市では1．5％の減少である。この  

時期は「凍結宣言」による大型店凍結期間（1981  

年γ1986年）とほほ一致しており、これとなん  

らかの関係があるのではないのだろうか。   

次に、小売業における行政区如構成（Ⅱ－3  

－2表）を見てみよう。  

Ⅱ－3－1表 京都市の商店数、従業者数、年間商品版売額の推移  

（単位，店．人．万円．％）  

従業者数  年間商品版先史   

年   実数  対前回増加率  指数   実数  f対前回増加率  ；指数   実数  対前回増加率  指数   

1g79  30．406  1．9（4．5）  1（〉8．0  182，734   2．0（5．9）  100．0  482，572，438  17．4（25．1）  100．0   

1980  33．789  11．1（5．さ）  111．1  183．382  12．7（8．6）  112．7  631．033．345  30．8（41．5〉  130．8   

ユ985  写1・年季2  ，－6．g（－5．1）  103．4  176．363  －3．8（一1．2）  108．7  621．783・5可 二1・5（7・5）   128．8   

1988  31．874  ′1．■3（0．7）  104．8  1gO，、gg7  、8．3（8．3）  い17！4  887，513．132′  10．6（8．0）－  142．5   

1ggl  31．599  －0．9（0．5）  103．g  l弧450  1．3（4．7）  118．9  828，543．088  20．5（27，2）  171．7   

対前回朝睦のかっこは全国の場合。（資料）喘都市の斎勤京終両統計課  
指数は1g79年を100とする。  

Ⅱ－3－2表 小売業の行政区別構成（1991年）  
（単位．店．人．万円、d．％）  

商店数  所或比  従業者数  嬬成比  年間商品販売召  帝串比  売場面讃  構成比  商圏中心性行放い   
京都市  2乳OPO  100，○  101，8計）  100．8  211・封8・呵  100．D  1，337．男g  100．0   1．2158   

北 区  1．754  7．8  8．741  ＆6  11．584．383  5．5  87．6抑  8．8   0．7625   

上京区  2．213  乱6  7．887  7．2  1乱569．乙娼  説0  84．7丁8  6．8   1．0101   

左京区  乙314  10．1  g．412  乱2  16，427．270  T．8  1宰0．㍊6  8．0   0．7g61   

中京区  乱41g  14．8  14，399  14．1  27．973，807  lI8・2  1g6．785  14．7   之4さ且1   

東山区  11・589  8，9  説412  已3  7．58已288  3．8  陀柑1  4，8   1．2447   

山科区  1．455  8，き  臥2gO  6．2  ；l乙闘．784  】6．上  91，ユ昌2  6．8   0．7920   

下京区  2．ユ78  10，8  18．206  15，9  51．212．8（旧  24．2  253．688  19．0   瓦8548   

甫 区  】1・539  説4  7．別0  7．8  19．108．163  9．0  70．334  5．3   1，6214   

右京区  177  g．5  g．888  g．5  18．81乱339  乱8  11ag87  さ．5   0．88gl   

西京区  1．14丁  5，0  説320  5．2  10．8il．T叫  5．1  ．7乙88l  良4   0．6383   

伏見区  さ．017  18．2  1孔085  12．8  24．848．154  ．11．8  184，811  1さ．8   ¢．T388   

（資料）喋都市の商業j京軒市統計札l京軒府の人口一京都府統計秩  
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は、0．2％を占．めるに過ぎない。100人以上の規  

模の商店は⊥年間商品販売額では21．5％を占め  

ているのである。  

［2】他の大都市との比較   

ここでは、他の大都市における小売業の基本  

数値と比較することで京都市商業の特徴をつか  

んでみたい（Ⅱ「3－4表）。   

これによると、京都市昧1店当たりの人口、  

1店当たりの従業者数、1店当たりの販売額、  

1店当たり売場面積で、いずれも12大都市中2  

香巨＝こ低い値となっており、平均を大きく下回  

る。1店当たりの人口の低さは、年周約3，900  

万人（1991年）に上る観光客の消費や市外から  

の消費需要を吸引していることも考慮に入れな  

ければならないので、このことだけで京都市の  

小売環境が劣悪だとはいえない。しかし、1店  

当たり従業者数、販売額売場面積の低さは、京  

都市小売業の零細性を端的に示すものである。   

ここで、大都市における零細小売商、大型店  

舗の地位を比較してみたい。Ⅱ－3－5表を見  

各数億とも四条河原町の繁華街を抱える中京  

区、4つの百貨店が位置する下京区で、高い数  

値を示しており、両区の占めるシェアは商店数  

で25．2％、従業員数で30．0％、年間商品販売額  

で、37．4％、売場面積で33．7％である。商璃中  

心性指数でもこの2区の値が飛び抜けて高い。  

続いて小売業の従業者規模別商店数、′従業員  

数及び年間商品販売額（Ⅱ－3－′3表）を見て  

みよう。   

Ⅱ一3－3表 小売業の従業者規模別商店数、  

従業者数及び年間商品版売額（1991年）  
（単位．店 人．万円＼火）  

商店数  槻比  従業曽数  ♯戚比  年間有島販価  軍政比   
軒  払㈹  1仙  10l．8gO  1弧0  211．5仏72了  100，○   

1・－2人  12，301  凪5  礼188  1軋8  汲78乱528  10．も   

8一－4   邑1tほ  2鼠8  礼180  孤2  弧線1．即  15．5   

5－g  已恥6  1乱¢  18．875  18．5  汎431．768  18．8   

10－19  耶旧  4．8  1孔之17  1乱○  乳附．002  ．13．7   

20－29  ユ03  1．さ  7，1防  7．0  15．監8．さ80  t5   

80・－4P  17【l  0．7  8．3粥  ＆2  1も4軋415  lI   

∝ト・聞  72  0．3  4．8鯛  4．8  1l．糾10丁且  已4   

100人－  卸  乱2  10．881  1乱丁  仏4取7鯛  21．5   

（賢梢）l京ホ市の南濃】真ホ柵課  

これによると、従業者数10人未満の商店が全  

体の93、．1％を占めているが、年間商品販売額で  

Ⅱ－3－4表 大都市の小売業の基本数個（1991年）  

【■勢■量一大1帯織鮒比畿年女J大智帯織…■参）   
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Ⅱ－3－6表 京都市の第一種大型小売店   

出店・増床計画（1992年1月30日現在）  

てほしい。  

Ⅱ－3－5表 大都市の零細小売商、大型小売  

店舗の地位（1991年）  

名称  

キクオオジタウン  
粧東販急ビル  
酉よ佳店（椚扶）  

京タンス楢（増扶）  

京ぷショッビングセンター  
イズミヤ六地戌漬（増抹）  

洛西＝ユー，ウンシ叩ビングセンター（椚症）  

家火のサワグル溝（移鮎椚沫）  

声引戻町ビブレ（増瓜）  

二叩．山川  

3，25（〉  

（1．577）→jl．29d  

（2．907）→6．134  

25．00¢  

（イ，000）→13，00（）  

（12．869）一13．669  

（1．糾8）→4．10D  

（6．302）→7．212  

雫Il小完鵬  個人縫す小   大底小越■シェ   大里小売店Hシュ7  

比■  先頭比事   ア（亮欄川引■牝）   （年何奴允甘比〉   

束穆巾   80．t  68．之  乱托巾   3L8  仙七巾   lh5  
50．5  

川l■Jl   ㈹．ウ  ■醜郎   爪l．3  

労．6  ヽ■巾   ユ】．1  

Il戸巾   81．3  

Jふ■招   S乙6  

68．電  

組Hl！l   56．さ  

12火さ町01F  TT．2  帥，8   小．1（加．ユ）   汎T（椚．ヱ〉  

（ニ柑．324）－→53，824  

（30．1g5）－→59．623  

50．000  

（27，613ト◆小t，65ノl  

大丸東灘頼（相成）  

．鴨島総京薄暗（期成〉  

京都好！ピル滴是應孜  

瓜払近鉄白澤措京Ⅷ應（劇成）  

（l曲正毅什虞」通商鹿茸火肛甘ガ月▲繊針）   

京都市においては、従業者数1～4人の零細  

小売商の比率が80．1％と、大都市合計の77．2％  

より高い。さらに、個人経営小売商の比率は  

68．2％と北九州市に次ぎ2番目に高く大都市合  

計の50．6％よりはるかに高い。これと対照的な  

のが大規模小売店舗のシェアの低さである。売  

場面積比では30．2％、第一種のみでは19．2％と  

いずれも12大都市中最低である。京都市におい  

ては、地域に根ざした生業的な零細個人経営小  

売商が多く、「凍結宣言」の影響もあり、大型  

小売店舗の進出は遅れているようである。それ  

だけに、今後、大型店出店の余地は大きく、実  

際、凍結解除、さらには大店法緩和を経て、大  

型店の出店増床構想が次々と持ち上がってい  

る。1992年1月30日現在の、京都市における第  

一種大型小売店舗の出店・増床計画は、Ⅱ一3  

－6表に示す通りである。キタオオジタウン以  

下9店舗は既に商業活動調整協議会で結審済で  

ある。これらが全て実現すると、京都市の第一  

種大型小売店の売場面積のシェアは31．2％に達  

し、12大都市の水準に並ぶことになる。しかし、  

京都市の人口は1983年～1993年の10年間で  

1．7％減少しており、消費需要の増加は見込め  

そうにもない。周辺の大津市、宇治市、亀岡市  

などでも大型店の出店計画が相次いでおり、周  

辺からの吸引力の増加も証しいであろう。パイ  

自体が広がらない中での、鐙期間の大型店出店  

ラッシュは、小売環境の激変を招き、その結果  

競争力の弱い零細小売商は大きな打撃を受ける  

ことになる。  

（ポ揮Il欄膵往柑狙二級相異貿易課預科）   

4節 商店街の現状  

京都市内には、1990年3月現在、161の商店  

街がある。そのうち107は任意組織で、46が商  

店街振興組合、8が協同組合となっている。   

かつて商店街は、地域のコミュニティの中心  

として繁栄していたが、近年は、大型店やコン  

ビニエンスストア等の出店が相次ぎ、消費者の  

ライフスタイルの変化もあり、商店街をとりま  

く環境は厳しいと言わざるをえない。今後とも、  

「近代化」の名の下で効率重視の商業政策が展  

開されることであろう。このような時代に向け  

て、商店街はどのようなところにその存在意義  

を見出していくのか。コミュニティマート構想、  

高齢化社会に向けた生活弱者に優しい街づくり  

等々、様々な見方が提出されてきた。個々の商  

店街はそれらの構想に対してどれほど具体的に  

将来像を措ききれているのであろうか。   

私たちは、京都市内において大型店出店が相  

次ぐ中、商店街は、どのような対策を取り、ど  

のような方向に進もうとしているのかを調査し  

た。調査対象として、［1］大型店が入ろうと  

していて、今後その打撃が大きいと予想される  

地域として新大富商店街、［2］大型店が既に  

入り、その打撃を大きく受けた地域として北野  

商店街、［3］大型店出店構想に対し様々な方  

法で活性化を図づた地域として西新道商店街、  

［4］大型店が出店したものの大型店との共存  
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共栄を目指した伏見大手筋商店街の4商店街を  －1表に示す。以下、それぞれの調査結果をま  

選んだ。それぞれの商店街の位置をⅡ－4－1   とめてみたい。  

図に、商店数、従業者数、年間販売数をⅡ－4  

Ⅱ－4－1図 京都市内商盾街略図  

1  

しし冨  
新大富商店拓  
北野商店街  
③西新道商店街  
⑳ 伏見大手筋商店街   

8 キタオオークタウン   

b イズミヤ白簡町店   

c ライフ壬生店   

d ニチイ  

冒 西友スけ  
11■t  
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Ⅱ－4－1表 各商店街の商店数、従業者数、年間販売額の推移  
（単位．店．人．万円）  

新大富商店街  北野掛金  百折道場盆  京橋商店会 伏見大手筋振興会   
年  鱒店数  従業者数  年間販売額  商店数至御者数   年間販榔  両店載  従業者数  年間販売狩  商店数  従染着数  年間販売額   
1粟5  き18  1．832  12．130  11亜  】 描  8．112  160  520  5．632  188  1．080  別．221   

1g88  284  1，058  13．200  110  405  5．485  148  475  5．1g2  田  1．059  25，錮8   

199l  287  1，01：〉  lも548  108  891  もg7¢  151  四  説144  1由  1．1㈹  孔872   

（資料）l商業統計表1適量童集大臣官房材査統計筍  
蘭店ヰの名称闇l商秘計憂」に為る。  
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大丸が四条大官にそれぞれ出店構想を出した。  

これに対し、地元の商店街が猛反対。ニチイ百  

万遍店構想に対しては商店主だけでなく地元住  

民も環境の悪化への懸念から反対、出店を断念  
させるに至る。イズミヤ白梅町店構想に対しで  

は1，100件、35団体もの反対にあい、とりあえ  

ず出店は見送られることになった。当時、千本  

寺之内にもスーパーマーケット出店構想があ  

り、白梅町、百万遍と合わせて今出川通り周辺  

に3件の大型店出店問題があったわけだが、周  

辺商店街間で連携して反対運動を展開しようと  

いう動きが出てきた。その中心となったのが北  

野商店街の幹部らであった。その動きの中で京  

都市議会に大型店出店凍結を陳情しようという  

意見が出てきた。当時、同様の凍結宣言は東京  

都着飾区、群馬県藤岡市などで出されていたが、  

京都市のような百万人都市では初めての読みで  

あった。商店街の幹部は、この道勒を商店主だ  

けにとどまらない幅広い市民運動として展開、  

民主商店会、京都商店連盟、商店組合連合会、  

公設市場適合の意見を一つにまとめ、商店街の  

票が欲しい各政党をも取り込み、ついに1981年  

3月26日「スーパ「など大規模小売店舗の出店  

凍結に関する決議」いわゆる凍結宣言が、京都  

市議会で72議員全会一致で可決されたのであ  

る。．   

さらに1982年2月1日には、通産省が大型店出  

店を地域の合意に基づき、より抑制的に指導す  

る旨の通達を出したが、この背後にも北野商店  

街などの動きがあった。当時京都市は28のス∵  

パー・ファミリーレストラン・コンビニエンス  

ストアの出店構想を断念させていた反対う墨動の  

優等生であったわけだが、北野商店街の理事長  

（当時）は京都地対協理事長として全国組織小  

売連絡協の結成の呼びかけに参加、その副会長  

として全国的に運動を展開していったのであ  

る。  

（卦凍結解除とイズミヤ出店 凍結宣言は5年  

間の期限つきであった。この限度については、  

商店街側は何も言及しておらず、市議会が5年  

間が適当であろうということで付け加えたもの  

らしい。この5年間に商店街は競争力強化に努  
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［1］ 北野商店街   

①沿革と歴史 北野商店街の位置はⅡ－4⊥－  

＝図の通りである。西陣機業地に依拠し、西は  

北野下の森、大将軍商店街、東に行き千本通り  

に出ると西陣千本商店街、千本繁栄商店街に連  

なる。   

F京の商店街’90（京都商店連盟）』によると、  

北野商店街の会員数は138で、京都市内約150の  

商店街のうち11番目の規模である（平均会貞数  

は58．5）。1985年の調査時でも会員数は138であ  
り、1985－90年で全く変わっていない（市内全  

商店街では、同時期4．2％の減少であった）。ま  

た、会員数／総数の組織率においても、北野商  

店街は138／143の96．5％で、市内仝商店街の組  

織率72．7％よりかなノり高い償を示している。  

『京の商店街』による区分では、新大富商店街  

と同様、地域の中心型に分類され、その業務構  

成は下表のようになる。全体で見た場合より、  

食品関係の小売店が多く、飲食店、サービス業  

が少ない。近隣型商店街の性格も強く現れてい  

る（Ⅱ－4－2表）。  

Ⅱ－4－2表 北野商店街の業種構成  

数  割合  市内計   

生鮮食品  23  16．1＄  （8．5宰）   
その他食品  41  28．7針  （15．5邦）   

その他物販  54  37．鍋  （44．9喜）   

飲食店   田  4．2群  （15．0椚   

サービス業  国  1．4好  （7．8好）   

その他   17  11．8％  （8．3＄）   

合計   143  100ガ  （100劣）   

注）市内計iま、全商店街の業種構成比   

②凍結宣言の仕掛人1973年に百貨店法が廃  

止され、大規模小売店舗法が成立した。それま  

での大型店出店の許可制が届出制となり、より  

大型店が進出しやすくなったのである。その後、  

京都において大型店出店構想が相次いで出され  

る。  

ニチイが百万遍に、イズミヤが北野白梅町に、  



結し、共通の衝づくりの構想が不可欠であろう。  

商店「群」からの脱却、共通のビジョンをもづ  

ことが商店街にとって至上命令となっている。  

【21 新大宮商店街   

①沿革と歴史 新大富商店街の位置はⅡ－4  

－1匡1の通りである。大官通りのうち、北は北  

山通り、南は北大路通りを境にした、南北1．2km  

に及ぶ一直型の商店街である。この1．2kmとい  

う商店街の長さは、京都市で約150ほどある商  

店街のうち最も長いものの一つである。   

簡単な沿革を述べてみる。新大宮商店街は  

1931年頃、北区の区画整理で開発、商店街がで  

きたが、戦中1941年に活動中止。終戦の1945年  

に証紙事業を中心に再開、「安い商店街」とし  

て栄えた。やがて地区内5グループの競争激化  

で→本化の話が進み、1961年に合併して協同組  

合京都ショッピングサーせスとして法人化、  

1963年に振興組合に組織変更し、現在に至って  

いる。  

1990年現在で、会員数は198であり、市内第  

3位の規模である（1位は京都三条会209、2位  

は出町203。市内商店街の平均会月数は58．5）。  

北区の中心地としての買回品が中心の地域中心  

広域型商店街と、生鱒食料品など最寄品中心の  

近隣型商店街両者の性格を併せ持つ。業種構成  

はⅡ－4－3表の通りである。市内仝商店街で  

見た業種構成比と比べると、生鮮食品の割合が  

やや高く、飲食店の割合がやや低い。  

Ⅱ－4－3表 新大宮商店街の業種構成  

（1990年）  

めることが宣言文申に盛り込まれていたが、北  

野商店街は具体的にどのような対策をとったか  

については、日に見えるような成果は上げられ  

なかったとのことである。しかし、商店主も力  

を合わせれば凍結宣言を勝ち取れるということ  

で、組織がまとまるようになり、20人の理事の  

うち女性が3人加わった、地域とのつながりが  

重要との認識が高まった、というような結果は  

得られた。   

北野商店街は凍結宣言でイズミヤは出店を断  

念するだろうとよんでいたが、1986年の凍幕解  

除後、イズミヤはなおも出店に意欲的であると  

表明した。商店街側はやはり反対運動を続けた  

が、当初の反対者1，100件は280件に減っていた。  

そしてイズミヤ白梅店は1989年11月に開店にこ  

ぎつけるのであるが、それに際して商店街側は  

イズミヤ和田社長の謝罪を勝ち取る（イズミヤ  

白梅店の出店表明は1978年4月であるから、イ  

ズミヤは出店までに11年7カ月の歳月を要した  

ことになる）。   

さて、出店による影響であるが、出店前の調  

査では北野商店街は全体として40％売上げが減  

るということであった。実際、来客は5割程度  

減っているらしく、相当な痛手を受けているよ  

うだ。   

④商店「群」からの脱却 北野商店街は、凍  

結期間中の競争力については何もしなかったの  

ではなく、何も出来なかった、というのが真実  

に近い。商店街は株式会社ではないので月  

2，000～3．000円の会費のみで大きな事業や活動  

はできるものではない、との意見である。さらに、  

会員の意識の低さも問題となっている。以下、  

北野商店街の現相談役の意見を要約してみる。   

「一般的に組合員は犠牲は小さく、望みを大  

きくしたがる。道路を良くしろ、（自分と競合  

しないなら）百貨店を誘致しろ、といった具合  

で、自分自身の損、得、苦、楽の4つの観点か  

らしか考えない。これでは商店街ではなく、単  

なる商店の“群れ”である。」   

やはり、利害関係が多様な商店街の組織化は  

困難だとの認識である。しかし、苦境に立たさ  

れている商店街が生き残るには「街」全体で団  

4  

教  面会  市内計   

生鮮食品   25  12．郎  （8．5ガ）   

その他食品  35  17．7ポ  （15．5＃）   

その他物販  108  54．5妬  （44．錮）   

飲食店   田  7・鱒  （15．弼）   

サービス業  14  7．1＄  （7．8妬）   

その他   口  0．1＃  （軒鮒   
合計   1g8  100％  （1qO＄）   

注）市内計は、会商眉儲の業種構成比   



うち商業施設は20，000rげを占める。商業施設は  

こチイが一括して借り受け、うち17，000rげは同  

社のファッション部門「ビブレ」が入店、残り  

3，000Ⅰ＃i享テナントを入れ、1995年3月には開  

店の予定である。   

新大宮商店街は「キタオオジタウン」と2km  

しか離れておらず、最も出店の打撃を受けるで  

あろう商店街と予想される。ニチイが出店を表  

明したのは1988年7月である。当時、新大宮商  

店街振興組合は猛反対の姿勢をとり、「行政が  

地元の小売業者を圧迫する（「キタオオジタウ  

ン」は市交通局所有の土地の跡地に建てられる）  

のは何事か」というものであった。しかしr  

1990年5月には大店法が緩和され、地元の商工  

会議所内の商業調整協議会で意見調整されてい  

たものが中央の大規模小売店舗審議会に一元化  

され、出店の手続きが簡素化された。この流れ  

の中、振興組合は、ニチイ新大官店は残すこと  

を条件に1990年11月、やむなく出店を了承した  

のである。   

④競争力強化に向けての対策～コミュニ 

道路構想～ さて、このように大型店の出店が  

決まったわけであるが、新大富商店街は競争力  

強化に向けてどのような対策をとったのであろ  

うか。まずポイントカードを導入したことが挙  

げられる。これは『新大宮カードふるふる』に  

加盟する商店街内の約80の店での購入金額に応  

じて点数を与え、一定の点数に達すると消費者  

にあるサービスを提供しよう、というものであ  

る。現在カード保有者は15－000人ほどに達して  

いる。カード保有者を商店街の固定客として取  

り込み、より地域に密着した商店街として活動  

していこう、との考えである。   

次に、コミュニティ道路構想がある。新大宮  

商店街は1988年に通産省より全国初の「商店街  

活性化構想道路構想策定事業」の指定を受けた  

が、その中にこのコミュニティ道路構想があり、  

翌1989年に新大宮商店街理事会でコミュニティ  

道路導入の決議がなされた。各関係者、関係機  

関の同意を得た後、1994年7月に工事が開始さ  

れ、1996年3月に完成すろ予定である。この構  

想は、現在、自動車対向二車線の新大宮通りを、  
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『90年 京の商店街（京都商店連盟編）』によ  

ると、①近隣型（96商店街）、②地埠の中心（15）、  

③ターミナル周辺（13）、④京都駅周辺（8）、  

⑤都心とその周辺（18）の5類型のうち、②  

地域の中心型として分類されている。   

②凍結宣言に対する立場 既に述べたよう  

に、京都市議会は1981年に大型店凍結宣言を出  

したが、それlこ対する商店街の考え方は、大型  

店凍結に全面的に賛成というものであった。そ  

の理由は、当時も大規模小売店の小売業に占め  

るシェアは高いものであり、もうこれ以上京都  

に大型店はいらないと考えた、とのことである。  

宣言文中には5年間の確結期間中に商店街販売  

競争力強化に取り組むことが盛り込まれていた  

が、凍結宣言が出されたからと言って、大宮商  

店街自体はこれといった競争力強化対策はとら  

なかったらしい。いくつかイベント事業を始め  

た程度にとどまっている。そういった競争力強  

化のための対策は、振興組合がどうこうすると  

いうよりも、むしろ各個店が取り組むべきだ、  

という立場であった。それは確かにその通りだ  

が、凍結期間中に商店街自体が競争力に向けた  

ビジョンを示すなり、そのリーダーシップをと  

るなりの余地は充分にあったと思われ、商店街  

の取り組みは少し物足りない気がした。   

凍結宣言は5年後の1986年に解除されること  

になったが、それに対する意見を何うと、凍結  

宣言自体特異なものであり、凍結解除はやむを  

得ない、ということであった。さらに現在から  

見た凍結宣言の評価を尋ねたところ、その当時  

の中小小売業者の意思表示としての意義は認め  

られるが、凍結期間中の商店（街）の努力は足  

らなかったのでほないか、ということであった。  

凍結宣言は、新大富商店街の根幹に関わる問題  

であるはずだが、全体として、新大富商店街自  

体は傍観者的な態度をとっていたような印象を  

受けた。   

③大型店出店とその対応 現車弗区では、ニ  

チイを核店舗とする都市型複合施設「キタオオ  

ジタウン」の建設が進められている。北大路都  

市開発株式会社が京都市交通局の所有する土地  

の跡地（約25，000r㌔）に建設するもので、その  



南行を一方通行にし、歩道の幅を広げ、草道を  

蛇行させる，ような形にして、歩行者と車の共存  

を図ろうというもので、京知市内の商店街とし  

ては初めての試みである。高齢化が進む中、高  

齢者に配慮した「人にやさしい」衡をめざす、  

といった意味もある。   

コミュニ≠イ道路の必要性は、F商店街活性  

化構想策定事嚢報告書』によると次のように要  

約される。新大富商店街の通行量調査によると  

通行量は中央付近ど南部・北部とではかなりの  

差が認められる。商店街を東西に交差する通り  

が15本前後あ烏ことと考え合わせる七、上れら  

東西の通りから商店街に入る人が相当数あり、  

商店痴を南北に通行するもぁが少ないというこ  

とになる。商店街は「線」としては認識されて  

おらず、利用盾舗の「点」としか認識されてい  

ないという訳である・。土の現状を改め、「線」  

としてめ商店街、「歩く」商店街へ脱皮するこ  

とが活性イヒの道だ、とし：－う趣旨である。  

（9コミュニティ道路構想の反対意見と組合員  

数の鹿少ノこの構想に舟し二幸を二万通行にす  

れぼ交通量が減り、来客数も減るのではないか、  

との反対意見も少なからずあるようである。非  

営業唐や商店街の南端・北端付近に位置する店  

に反対意見が多い。それに対して組合側は、一  

方通行にしても、通勤車等の買物目的以外の車  

が減るだけセ、来客数が減るとは考えにくい、  

駐車場も充分確保するめで影響はない、と反論  

している。   

しかし実際、20店ほどがコミュニティ道路に  

反対して振興組合を脱退した。脱退者は他の組  

合員にも脱退を勧め、コミュ土ティ道路事業を  

妨害しようともしたが、脱退者同士で新たな団  

体を作るまで仕は至っていない。この構想反対  

ゐ鹿追者と自然的な減少とを合わせて、こ土5  

」6年は毎年10店程度、組合員数が減少してい  

る。 

1985年には会員数（組合員数）246を誇り、  

宙内最大の商店街であったが、1990年には198  

に減少しでおり、店舗数にして48の減少である。  

この減少数は市内最大である。率にしても  

19．5感の減少であサ、市内全商店街での会員数   
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は同期間で4．2％減にとどまって，いることから、  

新大宮商店街がし、かに会員数（組合員数）の減  

少に見舞われているかが分かる。さらに、非会  

員等を合わせた合計も1985年の305から、1990  

年には259と大幅に減少。会員数／合計の組織  

率で見ると、1985年は80．7爽、19う0年は76．4％  

と4．3％の減少である。   

さらに近年、チェ－ン店が増えているという  

現状もある。チェーン店は地域的なつながりを 

持とうとせず、組合に入らないものが多い。  

チェーン店の出店は、組合にとってむしろ支障  

となるようである。   

このように組合員め減少が続く中、事業の負  

担金は少なくなづた組合点から徴収せぎるを禅  

ない。コミュニティ道路事業には、もともと行  

政の予算として3．7偉円、さらに特定商業集積  

法に基づく近代化事業の指定を受けたことによ  

り3．6億円計上されている。しかし、後者のう  

ち行政の補助金は4分わ畠の2．7億のみ、残り 

4分の1の9000万円は地元負担となる。この地  

元負担金は、近代化協力金として各組合貞から  

月額1000由で15年間徴収し、残りは組合の近代  

化資金Jさらには事務所経費の削減等で捻出ず  

る予定である。このように、振興組合側の考え  

方は、コミュニティ道路にできるだけ多くの同  

意を得るために、組合員負担を少なくし、その  

分組合事務所のりストラでしのごうとしている  

かのようである。しかし、大型店出店で商店街  

のまとまりを強めていかなければならない中で  

の事務局機能の低下という方針は、舌と出るか  

凶と出るか。今後を注目してみたい。  

［3］ 西新道商店街   

①概況 京都市のほほ中心に位置する。壬生  

地区に立地するため、町並みは古く伝統産業と  

の関わりが深いb商店街の入口は四条通りに而  

しており、南北に0．8hと比較的短い距離であ  

る。また、道幅は狭く、▲中心かち周辺たかけて  

多少の雨ならばしのげる軽度のアーケードがあ  

る。人通りは多く、主に中高齢者である。近隣  

に中央市場があり、その関係から業種は生鮮食  

料品が多く、147店中30店である。商店街の中   



活動を通して、振興会側の新事業の提供と、個  

店側のそれに参加するかしないかという、両方  

のかけひきが商店街の活性化に拍車をかけてい  

る。これらのことから、商店街を発展させるこ  

とが中心ではなく、個店の力をつけることこそ  

が地域と商店街の発展の源であると認識として  

いる。   

現在、振興会内の個店のことは個店でやって  

もらい、商店会としては、地域全体（消費者）  

の購買力を上げるような事業に力を入れるよう  

にしている。  

．また、今、広く問題になっている商店主の高  

齢化による閉店から起こる空き店舗の増加をな  

くすために、資金的な力をつけた商店会や個店  

がそれを買い取り、管理し、引退した経営者の  

その彼のケアも行なえるようなシステムも思案  

中である。   

これらのことから、西新道商店街は一面で撞  

個店は個店でというようなクールな関係で結合  

されながら、理事長を中心にして親密な連帯感  

をも合わせもっている。   

④大型店出店問題 振興会の壬生ライフ出店  

反対運動は、大型店の出店は必ずしも消費者に  

利益が上がるというわけではな∨、ということを  

中心的な問題点としておし出している。具体的  

な問題点として、住宅地内に出店することによ  

る、車の増加や教育問題の発生、√住環境の悪化な  

どが指摘されている。これらのことをアピール  

することにより、商店会のみならず消費者にも  

反対運動への理解をもとめている。現在は、商  

店街だけでなく地域の消費者を守るために、売  

場面積や駐車場等を調停する委貞会を作ろなど  

の具体的な行動を起こしている。また、同時に  

商店街の活動強化も進めている。   

現在、ライフ壬生店（仮称）に関しては、計  

画売場面積の60二7％カっトという意見を商工会  

議所がまとめ、大規模小売店舗審議会近畿審議  

部会京都審査会に報告している。   

⑤凍結宣言をふりかえって 振興会としては  

もっと消費者ヤ商店街側のものであるべきで  

あったのに、凍結宣言解除後にどうするかとい  

う具体案がなかったことが問題であったという  
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には、日用雑貨と食料品のスーパーが2店ある。  

毎日の買物のための商店街、下町の商店街とい  

うイメー、ジが強い。   

商店街の南西に、以前あった工場の跡地に大  

規模小売店舗であるイライフ」が出店を予定し  

ており、商店振興会としては断固反対の姿勢を  

とっている。その一方、出店後に対抗していけ  

るようなさまざまな方策を模索中である。また  

以前から生協との関係が深く、複雑な経路をた  

どって今に至っている。振興会の活動はかなり  

活発で、多種多様なイベント等を実施したり、  

商品券に変わるものとして『エプロンカード』  

を発行しており、効果が上がっている。、   

②商店振興会の運営  

a沿革1952年に任意団体になり、1972年に法  

人団体になる。高齢化、代替わりの進行によっ  

て162店舗あったものが147店舗になり、現在  

150店舗である。  

b振興会の財政月額12，800円で事業活動費お  

よび事業坂興賀としているこ▲のちに述べるよう  

な事業収益も含めて、廃業する予定の店舗の買  

い取りを行ない、テナント（後継者）を探す、  

というようなことも行っている。  

d事業活動非常に盛んに行われており＼年間  

40事業にものぼる㌃活動め対象は、振興会を中  

心とした地域住民であり、商店主のみのもので  

はなく、生活者のための事業として推し進めら  

れている。各店の参加は原則として自由参加で  

ある。つまり、参加した方が自店の利益が上が  

ると考えた事業のみに参加するということで、  

商店会も各店も損をしないような事業が展開さ  

れている。さらに、参加数が多いほど利益が上  

がる、おもしろい企画を振興会側が提案できる  

ような努力も忘れない。   

③振興会と各店の関係 代替わりによる経営  

者の若返りが進むことによって∴振興会へ求め  

るものや見方の変化があらわれてきた。「商店  

街をどのように個店のために利用できるか」と  

いう考えに対し商店会側は、「個店の集団」と  

いう見方に重点を置き始めた。これにより、横  

並び的なものの排除が進み、個店の発展、さら  

には商店会の発展へと進んだ。また、これらの  



展してきた基軸と、これからのものの入れ替え  

を随時行うことである。そして、仕事おこしの  

力を商店街から進めるのである。商店街運営は、  

人どうしのものであり、全体と個人の利益が同  

時に上がるように、生活まで包んで、助けたり  

助けられたりする中で行われるべきものであ  

る。つまり、地域の生活全体を包み込む商店街  

運営が必要とされている。  

［4ユ 伏見大手筋商店街   

①概況 京都市の南部に位置する。伏見区は、  

以前の伏見市であり伏見大手筋商店街は、その  

中心部として栄えてきた。京阪電鉄の伏見桃山  

駅が中心になっており、通勤通学時間や休日の  

人通りは極めて多い。道幅は広く、照明も明る  

いため華やかな雰囲気になっており、完全に雨  

を防ぐことのできるアーケードがある。現在、  

このアーケードは老朽化が進み、太陽電池を利  

用したソーラー・アーケード建設計画が行政か  

らの援助も得て進行中である。   

商店街は、毎日の買物のためのみではなく、  

買い回り性の高い品物も置き、広域・近隣型の  

商店街をめざしている。創廃業率は低いが業  

態・業種の転換は多い。商店街の近隣には、大  

型店が約3店あり、商店街内部にはチェーンス  

トアも存在する。旧京都市内の商店街とは一味  

違った商店街であり、また、商店街自身もその  

自覚を強く持っている∵ため、商店会の方策にも  

違いが見られる。  

（訂商店会の運営  

a沿革1923年に大手繁栄会として発足し、  

1944年活動停止、1947年に再発足、1963年に振  

興組合化された。現在、会員数は100となって  

おり空き店舗は0である。  

b商店会の財政 各店から月額之万円となうて  

おり、近々アーケードの改修工事による費用の  

負担もある。  

C商店会の活動■ 商店会の活動は比較的活発  

で、様々な活動や事業を展開している。商店街  

全体の暗動は、日々の売出しを中心に行ってお  

り、その他にイベントとして健康診断や税相談  

なども行っている。伏見商店街に見られる特徴   

認識である。   

期間中、行政は商店街を地域密着型、ターミ  

ナル型など4つに分けたが、最も数の多い地域  

密着型に対する対策は皆無に等しく、行政は  

ターミナル塑他2つに力をいれた。そのため5  

年後には、地域密着型は体力がなくなっていた。  

さらに、大型店側も凍結宣言後に備えていたの  

で相次いで出店が行なわれたうえに、強力で  

あった。仙台市には、県条例に大型店の出店に  

ついてのものがあるが、京都ではそこまでせず  

指導要綱のみだった。このことから、凍結宣言  

に実質的な意味があったとはいえないとしてい  

る。   

⑥生協との関係 消費者運動が盛んになるこ  

とによって、かしこい消費者の増加や、消費者  

のこ－ズの変化が顕著になった。それによって、  

生協ブームが起こり加入者が増えた。その後、  

生協は大型店舗化し、商店街にとってはほとん  

ど普通の大型店とかわりがない状態になった。   

南新通商膚衝では、以前、－生協と同じ品物を  

商店街の各店で売るということをしていたが生  

協よりも売り上げがあったのでできなくなっ  

た。このことから配達、少量販売、多種類、、専  

門店という・商店街の特徴がうきぼりになった。   

⑦行政について 補助金だけではなく′、事業  

を⊥部負担する力を養成する必要がある。商店  

街に対する策は、街づくりに通じるが行政側か  

らの具体的な捷案がない。   

⑧今後の商店街 商店街のまわりから、一度  

は人が減っていったが、現在、人が戻うてくる  

傾向にある。理由として、医療の便のよさ、交  

通の便、適度な距離にある大型店、生協、コン  

ビニエンスストア、商店街があげられる。さら  

に、コミュニティが商店街を中心に有効に機能  

していることも関係していると思われる。一現在  

の消費者の購買力は年に190万円といわれてい  

る。これに沿って住める街づくりを進めること  

が住み続けられる街を作ることになる。今後、  

商店街は臆要力に沿った衝づくりに貢献する必  

要があると思われる。それによって、商店街も  

地域も発展する・ことができるといえる。   

21世紀に生き残る方法としては、今までの発   
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という色合が濃く、また、駅前の通り道という  

こともあり、大型店に対抗できるという自信を  

持っている。基本的に購買活動は消費者に任せ  

るということもあってチェーンストアやコンビ  

ニの出店には寛大である。しかし、複数の大型  

店と商店街の存在により、供給過多の危険があ  

ることは否めない。   

今後、商店街の脅威は、現在の地元の大型店  

ではなく京阪電鉄や躍などの鉄道の沿線にある  

百貨店の増床に絞られる。また、．大型店は、街  

づくりに悪影響を与えないかぎり問題はないと  

いう見方をしている  

（9凍結宣言をふりかえって 伏見大手筋商店  

街は、凍結宣言に対する明確な意思表示はして  

いない。しかし、伏見では以前から大型店が存  

在していたため、京都のなかでは異色の存在で  

あり、この運動の必要性があったのか疑問がの  

こる。凍結宣言の意義として、その間に商店街  

の質を高めようとすることには反対ではなかっ  

たが、凍結期間中の商店街自体の画期的な活動  

はあまりなく、結果的に既存の大型店が力をつ  

けてしまったといえる。伏見大手筋商店街では、  

期間中に駐車場設備を自費で整備し、アーケー  

ドの塗り替えを行なった。その他具体的な策と  

して、日々の売出しという営業活動を促進する  

ことにとどまった。   

⑥生協について 現在のところ、競合するも  

のもなく問題はない。   

⑦行政について 伏見大手筋商店街Iま比較的  

行政と親密な関係であり、ソーラー・アーケー  

ドの件も含めて補助金を受けた金額も多い。行  

政は、街がさびれていくのを食い止めるために  

設備投資を行なっており、伏見大手筋商店街は  

行政の意向を汲んでいるといえる。   

⑧今後の商店街 伏見大手筋商店街は、地域  

密着型の商店街としての型にはまることなく、  

大型店を利用しつつ広域・近隣型の商店街とし  

ても発展しようとしている。その性格から、伏  

見桃山駅を中心にした商業地域全体で人を呼ぶ  

という鉄道沿線の大型店との地域間競争の中に  

ある。また、商店街にきた人の滞留時間をのば  

すために「からくり時計」を設置したり、商店  
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として、，大型店と共同で行われる、かなり大き  

な祭りがある云現在、老朽化したアーケードを  

ソーラー・アーケードに建て替えるという計画  

が進んでいる。この計画は、当初、アーケード  

の建て替えという単純な計画だぅたが、費用の  

負担の大きさからくる組合貞の反対を避けるた  

め、ソーラー・システムを導入することによっ  

て新しいアーケードの魅力を高めようとしてい  

た。その後、計画を進めるにつれて快適性も求  

められ、太陽電池を使用した冷暖房つきのもの  

へと変化した。手摺りやスロープもつけられ、  

高齢者にもやさしいものになる予定である。建  

設費は、12億5千万円で、平成8年度着工予定  

である。そのうち国、府、市から合計6億円の  

補助が下り、残り甲6億円は商店街の負担にな  

る。各店平均500万円の負担になり、商店街内  

の銀行は別金額の負担になる。   

③商店街と各店の関崎 現在、商店街内に空  

き店舗はなく、空き店舗が発生してすぐに埋ま  

るという状態にある。しかし、将来空き店舗に  

なりそのままになる可能性を秘めた商店（潜在  

的空き店舗）が存在することも考えられる。そ  

れの根本的解消が望まれるが、商店街は一戸一  

戸の利益が中心であり商店会の立ち入った経営  

干渉は不可能である。だが、商店街と街づくり  

という視点から空き店舗の発生は憂慮される事  

態であり、早急な対応が望まれる。商店会では、  

それに？いての詳しい報告書を作成し対策を検  

討している。   

商店会の運営は、各店の独立を守っているた  

め、全店あげて何かをすることを強制すること  

はできな｝－。しかし、そういうものに参加しな  

いと商売がおもしろくないような状態にできる  

ようにすることを重要視している。   

④大型店出店問題について京都市の他の商  

店街とは違い、伏見大手筋商店街はかなり前か  

ら長崎屋などの大型店が近隣にあり、大型店に  

対しての反対運動や要求などをする時期は過  

ぎ、それぞれの商売の均衡が保たれている。商  

店会としては大型店に全面的に反対という訳で  

はなく、大型店との共栄に活路を見いだしてい  

る。商店街自体は、買い回り品中心の専門店街  



であり、政令指定都市では京都市だけである。  

宣言の背景には、北野白梅町のイズミヤ出店問  

題に関わる、地域住民の根強い大型店出店反対  

運動があった。詳紳については1節を参照され  

たい。凍結宣言にも象徴きれるように、京都市  

においては、大型店出店に対する反発は地元商  

店街で強く、反対運動が積極的に行なわれてき  

た。凍結宣言も全会一致で採決され、京都市全  

体が凍結に賛成であったかめような印象を受け  

る’。しかし、個別商店街レベルで見てみると、  

決して全ての商店街が凍結運動に積極的だらた  

わけではなし、ようである。   

当時、北野白梅町のイズミヤ出店問題に揺れ  

た北野商店街は凍掛こ最も積極的な商店街であ  

り、大型店出店反対運動の先頭を切っていた。  

その一方で、運動に対しての冷ややかな態度、  

もしくはその効果について疑問視する他の商店  

街め声もあった。ただ、少なくとも短期的には  

不利な方向に働くことはなV、とみて、消極的賛  

成、中立的立場をとったようである云ともかく、  

こめように個々の事情があるにせよ、歴史的に  

は大型店出店反対の姿勢が←般的だったことも  

あった。現在でも、スーパーライフ出店に対し  

て、その影響を最も受けると予想される酉新道  

商店街が猛烈な反対運動を展開している。   

このように、全体捌こは大型店出店反対から  

出店容認へという傾向があるが、個々の特殊な  

事情によって立場が異なり、京都市全体を枕⊥  

的に捉えるだけでは商店街が置かれている状況  

を正確に把握するごとは難しい。  

［2］戸別ってみて、凍結宣言とは何だっ  

たのか？   

凍結宣言とは、1981年から1986年までの5年  

駄犬型店出店を凍結するとした京都市読会の  

宣言である。′こめ期間中に商店街の自力をつけ  

て、来るべき大型店との競争に対抗しようとい  

う狙いがあらた。   

しかし、奏際には極めて政治的な色彩が強い  

運動となった云選挙に際しての商店街の利用価  

値を考慮した譲貞が、反対運動に便乗して採決  

した政治的安協の産物という側面は否定できな   

衝が時間つぶしの場であることや情報提供の場  

であることが生かせるしようなこまやかな配慮の  

あ為事業も行われている。街を残すためには空  

き店舗を発生させないこと、衝は情報と環境の  

提供の場であるという概念ゐもとに街づくりを  

進めようと、している。行政を有如こ利用しなが  

ら、自己投資を展開し、他の京都市の商店街と  

は違うやり方をとらている。今後も、現在の方  

針を大幅に変えることなく進めていく予定であ  

るが、北と南からの商圏の拡大による、商店街  

の商圏の癒小にどう対応していくかが重要な課  

題である。  

5節 商店街の今後の展望  

前節までにぉいて、京都市の小売商業の動向  

を把握じ、個別商店街を類型化してきた。この  

節では、前節までの考察を踏まえて、現在にい  

た恵までめ商業政策と個別商店街の活動を振り  

返り、将来の商店街のあ為ペぎ婆を探っていき  

たい。  

［1】 規制緩和、大店法改正の流れに対する  
語義 

近年、政府レベルにおいで規制緩和が重要な  

懸案となっている。小売商案分野においても例  

外ではなく、■旧百貨店法から大店法への移行、  

その後の大店法改正と大型店出店に対する規制  

は次第に緩められている。このような大型店出  

店廠和という傾向についそ、商店街側の反応は  

どのようなものだったのだろうか。   

現在では、全体的に規制緩和路線には賛成の  

姿勢を示し七いる。大型店が出店するというこ  

とは消費者にとって、買物に行く先の選択肢が  

増えるととになるわけであるから、消費者重視  

という商店街の基本的立瘍と矛盾することはな  

い。   

しかし、個別的にみれば、個々の事情によっ  

て様々な意見があり、歴史的に′も大型店出店に  

対しての反対運動があった。1981年、京都市議  

会において大型店出店凍結宣言が全会一致で採  

決された。これは全国でも非常に数少ない宣言   
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い。凍結期間中の商店街活性化のどジョンが、   

議会に明確にあらたわけではない。一方、凍結   

運動を積極的に推進した商店街側でも特に活性   

化の方策をとったわけでもなく、凍結によって   

商店街の活性化がなされたということはなかっ   

た。凍結宣言推進派は、「大型店出店阻止」そ   

れ自体に焦点を絞って活動し、凍結運動自体に   

は極めて強固な団結力を誇ったが、凍結がなさ   

れると、その後の商店街としての活動日席を見   

失い団結力が弱まってしまった。   

結局、凍結宣言は当初掲げた目標を成すこと   

はできなかった。確かに大型店の進出を、5年間   

抑制し、商店街の寿命を延ばしたとも言えるが、   

それでは根本的な解決にならない。商店街活性   

化の具体的なビジョン・政策が見えず、政治的  

産物という限界を越える土とができなかった。   

凍結宣言の意義は、大型店出店という脅威に   

直面している地元商店街の危機意識を公に知ら   

しめたという点にあったといえよう。しかし、 

その危機意識が京都市小売業全体の発展には繋   

がらなかった。   

結局、商店街の生き残り策として、大型店の   

出店をただ単に抑制するだけセは不十分であ   

る。問題を先送りしているだけという批判は免   

れまい。凍結宣言当時から起こ，りつつあらた規   

制績和め流れのなかで、大型店出店規制だけが   

旧来のまま存続していくとは考えにくかったの   

でないだろうか。   

凍結解除以後の1988年から、京都市も『商業  

近代化地域計画報告書（基本計画）』を作成す   

るなど、小売商業の将来像を模索していく動き   

を見せているが、それ以前には京都市小売業と   

いう視点から将来の商店街のあるべき姿を描く   

ということは掛こ問題にされていなかった。し   

かし個々の商店街においては、生き残るために   

自らの存在意義・存在価値を探し求めていくも   

のもあった。  

前節において、4つの商店街を例に取り上げ   

ているが、そこからも将来の商店街の方向性せ  

予見させるものがある。■もちろん、⊥言で商店  

一街といっても様々なタイプがある。先の例では、  

地域密着型で商店街活性化が成功している酉新  

道商店街、中心型商店街として地域において独  

自の地位を築いてきた伏見大手筋商店街があ  

る。－しかしここでは、まず商店街を一般的に捉  

えて、様々なタイプの商店街に共通して言える  

ことを中心にして論じていくことにしたい。  

［3］ 商店街の未来像   

①組織化の必要性、商店街は、当然のことな  

がら、独立した個人商店の集合体である占集合  

体といっても、その集合体としての存在意義、  

結束力は一概に決めつけられるものではない。  

なかには存在意義を明確に認識し、それに基づ  

いて結束している商店街もあれば、存在意義を  

はっきりと認識できず、結束の緩い商店街もあ  

る。その度合いは様々であるが、その差はどこ  

から生じ、結果としてどのようなことになるの  

であろうか。考察の一例という域を出ないかも  

しれないが、先に取り上げられた商店街を基に  

考えていく。   

商店街とはどのような要素で成り立っている  

のだろうか。商店街を構成する単位は、商店街  

組合と個々の商店である。■商店街組合が個々の  

商店の上部団体と位置付けられる。個人は公共  

の福祉に反しない限り、財産を自由に処分する  

権利二営業の自由を有している。その個人が自  

分の意志に反して、上部団体としての商店街組  

合に貢献する必要はないのは自明のことといえ  

る。そこでは、各商店主が一国一城の主であっ  

て、それを拘束するものは基本的に存在しない。  

各商店が自らの利益を求め、自己責任において  

個別に行動する。   

このような考えは、個人の、つまり個々の商  

店の主権を、絶対的なものと見徹しているがこ  

それを全面的に否定することは出来ないのはも  

ちろんである。   

しかし、個人店の維対性に固執して、商店街  

組合という上部団体の活動を軽視していていい  

ものであろうか。大型店の進出が今後も増加し  

ていくと予想されるなか、個別商店が単独の力  

で大型店に対抗していくことが果たして可能な  

のか疑問がある。確かになかには単独で生き残  

る力をもつ商店もある。そういったところは、  
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商店街はあくまで個々の独立した商店の集合  

体であり、組合の事業だからといっても、■乗る  

か乗らないかは個々の商店がそれぞれ決定す  

る。組合は個別商店の行動を最終鋸こ決定する  

ことは出来ない。それにもかかわらず、酉新道  

錦会はその事業に多くの商店を参加させること  

に成功している。何故に可能なのか、遭に言え  

ば、何故に個別商店は参加するのだろうか。   

個別商店はその事業が自らの利益になると考  

えるから参加するのである。組合側から見れば、  

個別商店に利益になる事業を行なう必要があ  

る。しかしヾともするとこういった事業は組合  

員に積み立ててもらった組合費をなし崩す形で  

行われており、それでは大規模なことや、目新  

しいことばやりにくい。   

本格的な商店街活性化策とするためには、独  

立して採算の取れる事業を展開するということ  

が考えられる。組合資産をただ単に客にサービ  

スとして還元するのではなく、組合自体が資金  

を運用し、赤字を避ける形で事業を行うのであ  

る。あたかも組合自体が一つの独立した経済主  

体であるかのように行動するのである。   

これは、従来からの商店街粗合の役割に関す  

る横倉を大きく変えるものである。商店街組合  

を商店街内部の上部団体と位置付けるとして  

も、′その役割は親睦会程度のものであることが  

多く、組合自体が積極的に企業的な動きをする  

ことはまずないであろう。   

この組合概念の大転換を可能にするには、い  

くつかの必要条件があるr占大転換に関係する当  

事者としては商店街組合、個別商店とが考えら  

れる。まず第一に、商店街組合の役割を果たせ  

るほどの、組合指導部の指導力が非常に重要に  

なる。組合員の賛同を得られ、かつ採算の取れ  

る事業を企画する能力が求められる。第二に、  

組合員の意識の変化が必要であろう。日本が高  

齢化社会へと進むなか、商店主の年齢も確実に  

高齢に達しできているb‥後継者不足もあって、  

今後の商店野方向性を構極的に模索していこう  

とは考えない場合が多いようである。さらに、  

組合の行動によらて自らの行動を漫制される側  

面があることは必然であるから、商店主は嫌が   

何らかの狼自性をもち、それを武器として商売  

をしでいる。代売約なものとしては、いわゆる  

老舗といわれるものが挙げられる。老舗という  

箸蔵を売り物にすることで特徴を出し、通りが  

かりの客を対象とするので味なく、客とじっく  

り付き合い、客の満足度を優先する商売をする。  

そうすることで固定客をもち、世間的にも高い  

評価を受けることで、自らの存在意義を明確に  

しているといえよう。   

このようなタイプの商店の生き方がどの程度  

普遍性を持ちえるであろうか。このタイプは独  

自の歴史卜独自の看我といった特殊性を売り物  

にLているわけだから、その存在意義・存在方  

法が普遍化することはなかなか難しい。やはり  

特殊なタイプの特殊な生き方という乍きであろ  

う■。ここで求めていくのはもっと普遍性のある  

商店街の生き方である。そのために、大型店の  

出店攻勢に対して、単独でほ生き残っていくこ  

とが容易ではない商店街を前提としていきた  

い、  

儲述のように、近年の規制後和の傾向に乗っ  

て大店法改正が行なわれ、大型店の出店が各地  

に相次いでいる。大資本との競合にさらされる  

商店街は、．いかにして生き残っていくかを模索  

している。それぞれの商店街組合によって、将  

来へのビジョン、方策等は異なるであろうが、  

そのなかから、将来の日本の社会に適合するも  

のを汲み取っていくことが大切である。   

まず、京都市で商店街組合としての活動が最  

も成功している酉新道錦会を考える。西新道錦  

会の商圏では、地域住民の高齢化が進んでおり＝、  

将来の日本が確実に直面する社会に早くもなっ  

ている。また、典型的な地域密着型商店街で、  

最寄品中心の品揃えであるらこれらの特徴から、  

あるべき一つの商店街の存在形態を端的に表し  

ている。そこから何か汲み取れないだろうか。   

西新道錦会は、商店街組合としての活動が成  

功しているといわれるが、その成功の要因は卓  

越した地域的結束力にあると考えられる。組合  

主導の事業に個々の商店が積極的に協力し、ま  

たその事業によって商店街全体の活性化が意図  

されている。   
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る。もちろん小さすぎては財政的にも何も出来  

ないし、人的資源が不足する。両端の間に適正  

な商店街規模というものが存在するはずであ  

る。それがどの程度なのかを数値化することは  

難しい。立地条件、周辺の環境、商圏人口等に  

よって変動があるであろう。いえることは、商  

店街全体で利害が一致して、一体となって行動  

できなければ組合としての意義が失われてしま  

うということである。大きすぎるのであれば、  

利害が一致するレベルの大きさに商店街が再編  

成されていく必要がある。  

（訂商店街の特色 組織化が成功する要素とし  

てもう一つあげておきたい。上の適正規模の問  

題とも関係するが、商店街の特色を明確に打ち  

出すことも必要である。特色を認識していなけ  

れば、将来のビジョンを描きにくいし、事業の  

方向性が見えてこないだろう。   

西新道錦会は典型的地域密着型商店街と特徴  

づけられ、地域住民を商店街に結びつける方向  

へ向かっている。売った買っただけの商店街で  

はなく、地域住民の生活全体を包み込む商店街  

を理想としている。   

つまりこれは、従来考えられてきた小売業と  

いう範疇に留まることなく、商店街が文化的活  

動、地域活動を行なうことで、地域住民の生活  

の場としての側面をもつのである。これに対し  

て、伏見大手筋のような中心的商店街は、買回  

品中心で専門店の多い商店街として、競合する  

大型店と差別化を図り、一時の苦境を脱して、  

今では商店街と大型店は棲み分けに成功して共  

存共栄の関係となっている。  

（彰終わりに 地域密着型の成功例として西新  

道錦会、中心的商店街の成功例として伏見大手  

筋をとりあげたが、両者ともそれぞれの問題を  

抱えている。西新道錦会は何といってもライフ  

出店問題である。いわば地域内競争の問題であ  

る。大型店出店凍結を求める運動が俄烈を極め  

ていた頃は、運動に対して冷ややかな態度で  

あったが、現在大型店の脅威に曝されて猛烈に  

反対を唱えている。ここで反対運動に終始し、  

特徴とする組織力を生かしたもう一段の成長が  

なければ大型店との競争に結局は敗れてしまう  
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りがちである。   

これらの理由があるにせよ、大型店に商店街  

が対抗するためには、商店街を構成する個別商  

店が結束していかなければならないと認めるな  

らば、上部団体としての組合に行動決定権をあ  

る程度委譲し、組合機能を強化することに協力  

していく必要があるだろう。   

他の問題としては、資金面に関するものがあ  

る。ある意味で、この点に商店街組合と個別商  

店との関係が象徴的に示されているとも言え  

る。組合が積極的に事業を行なっていくために  

は安定した財政基盤が不可欠である。資金が少  

なければ出来ることも限定され、事業を行って  

いく上でのリスクにも耐えられない。組合財政  

を支えているのは組合貞の納める組合費であ  

る。組合が親睦会レベル程度ならば、組合費は  

形式的なもので少額となる。逆に、組合が積極  

的に活動するならば、組合費はそれだけ高額に  

なるだろう。組合費の納入状況が、組合として  

の結束力を反映しているといえよう。つまり、  

組合の事業企画力が、事業に必要な分の組合費  

を組合員に納入してもらえるだけの力を持てる  

かどうかが重要である。   

②適正な商店街規模 商店街活性化のために  

は、商店街組合が事業を展開していくことが重  

要と記した。もちろんただやれば良いというの  

ではなく、効果的な事業をするためには組合の  

組織化が必要である。組感化が成功する要素と  

して、組合指導部の指導力をあげたが、他の視  

点からも考えてみたい。  

，商店街が結束して行動するには内部において  

意見の不一致が甚だしいことは望ましいことで  

はない。商店街組合と個別商店との関係は、組  
合による拘束が絶対性をもたない構造であるか  

ら、無理やりに事業に参加させることは出来な  

いし、ときには事業反対を唱えて組合脱退とい  

うことも起こりうる。   

結局、大きすぎる組合は、組合員数が多くて  

財政的に恵まれているかのようだが、組合の統  

率力が全体に行き渡らず、かえって行動しにく  

くなる。やがては組合本体よりも、一段小さい  

分会のような非公式団体に実権が移ることもあ  



これら2つの違ったタイプの商店街は、次元  

が異なるとはいえ、大店法改正の影響によって、  

確実に競争の渦中に巻き込まれている。／ト売商  

業は生き物であり常に流動的である。今後、何  

の間嵩も生じない商店街はあるまい。今後も大  

型店の出店が増加していくであろうと予想され  

るなかで、商店街はどのように変化し、どのよ  

うな商店街が生き残っていくのだろうか。   

かもしれない。   

伏見大手筋は、地域密着型のように大型店と  

の競争に関して心配することはない。しかしそ  

の代わりに他地域との競争が激しくなってきて  

いる。以前はは北の市内中心地城と区域が分け  

られていて、南部に大きな商圏を抱えていた。  

しかし、各地に大型店が続々と出店してきたこ  

とで領域が縮小傾向にある。いわば地域間競争  

に曝されているのである。  
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Ⅲ 京都製造業活性化への道～低下する開業率と新規創業への試み～   

この章では京都製造業の現状と今後につい  

て、考えていく。まずはじめに、京都製遺業の  

基本的特色を各種統計を通じて概観し、勲こ「開  

業率」を検討する。産業り活力を示すものとし  

ての開業率の意味を明らか持した上で、京都製  

造業り各業種について見て｝、く。そして「開業  

率」低下をう、けた製造業清性化に向けての新規  

創業の取り組みに対すろ評価を、京都リサ丁チ  

パークに対するヒアリング調査をもとに行い、  

最後に以上のことを踏まえて京都製造業の抱え  

る問題点を考える。  

1節 京都製造業の基本構造  

本節の課題は、各種統計資料を通じて京都製  

造業の基本的特色を明らかにすることである。  

まずはじめに、京都製造業の特色を、いくつか  

の指標について全国平均と比較することにより  

明らかにする。次に製造業の主要業績を上りあ  

げ、その各業種の構造を見る。最後に、1980年  

から1990年までの各業種の動向について考察を  

行う；■ととす冬ql   

［1］京廓製造業め墓示的癌畠   

匹二1「1＿奉昼、1畢考所旦たり従筆者ト  
9人の小規模事業所の割合考12大都市につ∨≠て  

見たもめであ志。一京都ば章画平均の73．7％を上  

回り、東京都区部とならんセ82．6％と12大都市  

で最も零細事業所の割合が多い。このように京  

都の製造業の事業所は零細性が強いのが特色で  

ある。また、出荷額も従業者数10人未満の小規  

模事業所が京都製遺業の出荷額に占める割合が  

10，1％であるのに対して、従業者数300人以上  

の大規模事業所は41．0％であり、小規模事業所  

と大規模事業所の格差が大きいのも特色であ  

る1）。   

Ⅲ－1－2表は、製造業事業所の法人割合を  

12大都市につレ、て見たものである。京都は法人  

割合が46．7％と神戸についで低く、個人経営の  

Ⅲ－1－1表12大都市の製造業事業所の  

零細性の比較  
全事業所  10人未満  10人未満鋼合   

全匡   72さ，853  538，8郎  乃．7％   
札1市   2，31Z  1，419  81．4％   

仙台市   1，857  1，2SS  87．8％  
東京さ区部   70，941  5る，8器  j2・8％   
川場市  5，㈹4  、、3，783  74．3％   
れ浜市 恥037  町鱒  ′ 88．4％   
名古屋市   17，8閑  13，934  78．7％   
京都市   1a，13l  10，844  82．8％   
大阪市   32，889  調，訓3  7g．7％   
神戸市   7，○調  5．（帽5  72．1％   
広あ市   3，2Z2  2，087  64．7％   
北九鮒軋   2，7刀  1，7a7  83．7％   
禎円市   2，785  1，g8g  71．2％   

（資科）通産省大臣官房調査統計部「工業統計表」平成2年度版  
310－311貫．462山463貢より作成。「10人未満」、とは事業所の従  
業者数が1－9人である事業所を指す。  

Ⅲ⊥1－2表12大都市法人割合比較  

全豪彙所  うち法人  法人東食   
1Z大都市合計  220，∽9  13Z，302   80」0％   

札慎市   3，76∈，   2，粥9  78．占％  

仙台市   2，益9   1，朗0  由J2％   

東京都区部   98，776  63，327    84．1％   
横浜市  11，8釦   9，195   十汀．8％   

川搾市   ＄，212   4，828  74．5％   

名古屋市   20，782  12，由1  59．4％   
女都市   18，666   7，781  46．7％   
大飯市   叫1臨  18，郎娼  47．8％   
神戸市 8，315   3，804  軋7％   

広島市   4，310   3，024   70．1％   
北九州舌   3，018   1，9別  糾．7％   
「ニ   3，432   2．0伯  5⊆〉．5％   

（資科）総務庁統計局「事業所統計調査報告書」平成3年度版  
776－781貫より作成。   

形態である専業所が多いことがわかる。個人経  

営の事業所は零細事業所が多｝、ため、こり数値  

は京都の事業所の零細性を反映していると思わ  

れる。一概にはいえないが、個人経営の事業所  

は法人経営の事業所l；くらべ経営力で劣るの  

で、個人経営の多い京都製遺業は、経営形態と  

しては遅れているといえる。京都製遺業iま零細  
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と比較して大きいためである。近年軽工業の京  

都製遺業の世帯顔に占め為朝合が低下傾向にあ  
るが、これはおもに繊維の相対的地位の低下を  

反映しているものと思われる。   

［2］ 京都製造業の主要業種  

この節では京都製遺業にとって重要な10業種  

を選んで、．その変化を取り上げる。Ⅲ－1－3  

表を参照して、出荷額の多い順に①電気機械②  
繊維③飲料・飼料・たばこ④印刷・出版・同関  

連⑤輸送用機器⑥一般機器⑦精密樵器⑧食料品  

⑨金属⑲衣服その他繊維製晶の10業種をとり出  

してみた（以上、工業統計産業中分類）。なお  

化学は出荷額では9番目、窯業は10番目にくる  

が、紙幅の都合と事業所数・従業者数が少ない  
ことを考慮して省略した。以下ではこれらの業  

種について、Ⅲ一1－4表の各業種別規模別構  

成を見ながら、各業種の特色とともに近年製造  
業に影響を及ぼした要因として1985年以降の円  

高、1970年代後半からめ地価上昇をその内容と  

する「都市化」をとりあげ、その影響も見てい  

くことにする。 

Ⅲ一1一4表 製造事秦所の規模別構成  

性だけでなく、このような遅れた経営形態も  

持っていることが特色であるら・   

次に製造業事業所の業種別構成をみよう。Ⅲ  
－1－3表かち分かるとおり、繊維の事業所が  

事業所全体の瓜3％を占め、二非常に多い。つづ  

∨ミて出版印郎玖7％、衣服その他鍛練製品の  
5．6％、金属の声・0％、食料品、一般横磯の4・9％  

となっているや／軽工業部刊の合計で全事業所の  

82．3％を占め阜など、軽事業中心の・業准構成で  

ある。これは京都が内陸都市で奉り、道船・鉄  
鋼などの重工寒が発展しなかったこと、西陣  
織・友禅染、伏見の酒造＼京菓子などわ伝統産  

業系の業種か中心であ志きとによる9との業種  

構成は他都市にIま見られない、繊維、飲料・飼  

料・たばこなどが中心となっているものセあ  

り、と・くに鱒椎の割合が多いことは奉都撃拳業  
の特色である∴また、その事業所濃模の零細さ  
は京都製遺業の構造上の特色であり、問題点と  

もなっている。  

皿－1－3廣 京都製造業の業種構成  
・咄  幽餐・  ■■■  
■ 綿  」1膿  嘘    ■l■比  

■■   u．11l  l札†il   】．m．7h  l▲  ．l－   
■■▲ ・   l11    ■祐  1暮5．盟  与．  T  ○   

■ト■■七■ご      18  ． Jll，●■  

し ■暮  二・  ■   ■．≠    ll  l為．Tll  

漉■■廿○■蠣■        飢i】tl  

一打・ホt▲、  m  乙lコ   、】7．1■】  

1■・■■■  ．  馴      p．▲Tl  

～ブ・■・■1▲   ●旛      箪．5■1  

■■・■■・■■1  巳  二 ．．は．かl   11丁．Ⅶ  

●■し■い■■■   l訂   llS   ほ．鶴  

■1・土石■■  lIl    ■ll  Tl．7訂  

モ○■  ，、  鮨    同  lT．■lコ  
■エ轟什．  ll．m  ■．】印   1．－，■I  

僧攣  、IJ∽   t11．法王  

石■・石▲■■    二  セ      ■ll  

ブースナyタ■■   t■  ■■‘l．t任l   て〟．鯛  

■▲■▲   l  いご t■   1  
丘■   ■  ．  量－l   丁．1▲〉  
■M  日    JIl  ○：．t●  

▲■ll▲  捏    書l  ll■．11T  

一●■■  皿    田  加．迫l  

1－■   箔l  lll，王Il  

■1■■■  ■   L≠   Ta．鶏l  

■t■暮  l■   †．鮒  

tt▼工t●■  5l．t汀   1．聞．nl   一●．5   

l■★†■■●■■■■■■■■■   m暮■○工1り   l槻■．量l－nlよ   ●■▲  

110－11人  

】，鵜  

■■■■t■÷  

叫・■■  、1p  

■■■■  
一■■■  
■■■1 

雷暮▲  
▲■  l  

l．79  l  l 1．tX  m  m  m  

①各業種の構造の特徴  
a電気磯城電気機械は、平均の事業所規模が  

大音く、また、大手事業所は世界的にも有力な  
企繋が多い。また、成長産業であるため、出荷  
額で戦後ずっとトップを占めていた繊維産業を  

最近になって追Vl抜き、京都製遺業のトップ業  

種となった。京都の電気機械は重電機t半導体  

素子・蓄電池のウェイトが高く、全国の電気機  
械の構造とは異なった特徴的な構造を持ってい  

るd†般に電気横根は家電などを含むことから、   

出荷額ベースで見ると、電気横磯が13．6％と  

最も多く、つづい七繊維が13．0％で2位となっ  

ている。3位は飲料・飼料・たばごの11．4％、  

以下出版印刷の10．6％、輸送機械の6．9％とつ  

づく。出荷額では重工業の業種が上位となって  

いるが、これ仕事業所規模が軽工業部門の業種   
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輸送用機械とならんで円高の影響を最も受けや  

すい分野である。しかし、京都においては、′重  

電機は海外生産の重要性が低く、半導体素子は  

すでに京都以外での生産が多いなど、電気横械  

全体としては円高の影響が直接表れる構造には  

なっていない。ただ、、蓄電池に関しては、京都  

の輸送用機械の事業所との結びつきが強く、輸  

送用機械（自動車）の動向が直接影響すること  

から、円高の影響を受けやすい構造になってい  

る。また、一般に大規模生産が行われるので、  

地価上昇・産業規制・土地不足などにより、  

年々市内から郊外や他府県へ生産拠点を移す動  

きが見られるなど、イ都市化」の影響も強く受  

ける構造になっている。  

b繊維 繊維産業はつい最近まで京都の製造業  

の出荷額第1位を占め∴京都での基幹産業で  

あったが、現在でも事業所数、従業者数も多く、  

京都製造業にとって重要な産業である。繊維産  

業の構造上の特徴は、事業所規模が小さいとい  

うことである。これは繊維の大部分を占める西  

陣織の製造工程が複雑な分業から構成されてお  

り、零細な事業所が多いためである。  

また、繊維産業の主力が高級和装産業である  

のも京都繊維工業の特色である。そのため、高  

級品中心の繊維は和装需要の低迷で打撃を受  

け、オイルショック後は一貫してふるわない状  

況に置かれてしまった。京都製造業のなかで重  

要な産業でありながら、このような「構造不況」  

的状態にあり、また、零細事業所中心で産業自  

体の体力も弱い体質は、京都経済にとって足か  

せになっている。   

加えて、この分野では原材料である生糸・白  

生地、絹糸め輸入が円高で急激に増加し、  

NIES・中国からの衣服・帯の製品輸入も急増  

しでいる。もともと繊維は労働集約型直筆であ  

り、円高木況fでの国際競争は日本に不利であ  

るが、今後高級品中心の西陣も影響を受ける恐  

れがある。また都心部の上京区・中京区にも事  
業所が多く存在する土とから、「都市化」の影  
響も受けているものと思われる。  
C飲料・飼料こたばこ「飲料・飼料・たばこ」  

は、たばこ・ビールの大手事業所が京都市内に  

立地しているため平均の事業所規模が大きく  

なっているが、酒造については零細事業所も存  

在している。ピール・たばこ等は大手企業の事  

業所になっていて堅調であり、今後も順調に業  

績を伸ばしていくと思われる。酒造は日本酒需  

要の低迷により、衰退傾向にある。大手事業所  

のように宣伝などにより打開できるところはと  

▲もかく、中小零細事業所は赤字経営で、不動産  

収益などによりかろうじて操業を継続している  

ところもある。円高の影響については、原料は  

国産米であり、製品も輸入することはないので  

特になく、都市化の影響も主に立地しているの  

が伏見区を中心にした京都南部であるためあま  

り影響はない。ただ、旧京都市内では酒造業者  

の大幅な減少に示されているように、やはり地  

価上昇・原料（よい水）不足などからくる産業  

空洞化が現われている。  

d出版・印刷・同関連出版・印刷はピラミッ  

ド塑の企業構造をなし、大手事業所と中小事業  

所の格差が大きい。出版・印刷自体が情報の東  

京一極集中を反映して東京以外ではそのウェイ  

トを年々落としているが、長らく文化の中心で  

あった京都は文化財の宝庫であり、その保存等  

によって培われた技術の蓄積があったため、コ  

ロタイプ印刷・原色版印刷などの特殊印刷で世  

界最高といわれる技術を持っている。それによ  

り全国的にも重要な地位をしめている。また出  

版・印刷ほ日本語を扱うため国内生産が圧倒的  

であり、輸入なども性質上困難である。そのた  

め円高の影響はほぼ受けていない。さらに出  

版て印刷は都市型産業であり、地価高騰による  

影響なども一定あるだろうが、ほかの産業ほど  

「都市化」による産業空洞化は現われていない。  

e輸送用機械 京都め輸送用機械は三菱自動車  

工業の事業所とその下請事業所からなる。事業  

所規模も大きく、京都の産業中分類の中では最  

大の平均規模である。都市部としては大規模な  

事業所であり、完成品でなく部品を製造する工  

場となっている。京都の輸送用機械はこの事業  

所の動向しだいで決まるといっても過言ではな  

い。輸送用機械は輸出関連産業であり、円高の  

影響をもろに受ける産業である。現在事業所を  
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その影響が見られる。また金属箔の半導体プリ  

ント基盤などの先端産業にまで発展したものも  

ある㌔全般的に独自の技術力で堅調に推移し  

ているが、零細事業所に関しては都市化の影響  

を強く受ける構造になっており、そのため金属  

製品製造業業全体でも都市化の影響を強く受け  

る体質になっている。  

j衣服その他繊維製晶 この業種の特徴は事業  

所規模が小さく、零細事業所が多いことである。  

これはもともと内職・家族経営的な事楽所によ  

りこの業種はなりたっているためである。また  

具体的な構遷は、和装関係が34二2％をしめ、′伝  

統的業種中心であることかわかる。また全国的  

に有名な企業の存在を反映して、婦人二子供服  

関係の事業所も多い。業界としては順調に成長  

しているが零細事業所が多く、また衣料などの  

NIES、ASEANと譲合する不利な業種であるた  

め、円高一都市化の影響が受けやすい構造に  

なうている。  

【3】1980～1990年までの経年変化   

次に、Ⅲ－1－5表を見ながら上述10業種に  

ついて、 

みてみたい。とくに、8b年代には地価高騰や円  

高が進行し、京都をめぐる製造業め条件は厳し  

くなったと推測されるため、このような影響が  

事業所数・従業者数▼出荷額等にどの様に現わ  

れているか、また各業種の特徴はどの様に現わ  

れているかに注目することにする。特に地価上  

Ⅲ－1－5表 京都製造業の事業所数の経年変化  

腐小・閉鎖する動きはないが、今後円高の影響  

やリストラクチャリングの影響がでてくるので  

はないかと思われる。  

f一般機器 京都の一般機器は零細事業所が多  

く、一方で先端技術を駆使する大手事業所も存  

在していることが特徴である。機械関係の業種  

には部品を生産する下請企業の集積が必要であ  

ることから、零細企業の多さは下請企業群が存  

在していることを示している。一般機器の構成  

上め特色は、京都製遺業各業種に関係の深い金  

属工作桟械関係、繊維機械関係、印刷・製本機  

械関係、染色機械関係が多いことである。これ  

は一般機械が京都地場経済との結びつきが強  

く、京都製造業の下支えをしていることを示し  

ている。遊に言えば、京都経済、・京都の大規模  

なアセンブリメーカーの動向に左右されやすい  

構造になっていると言えよう云  

g精密機器 京都の精密機器は、特定の検査器  

具等で世界的に有数の技術を有する企業が存在  

するなど、「先端産凄の京都」というイメージ  

をになうほど有力やある。また、比較的小規模  

の事業所も多く、産業として集積している。こ  

れは、明治初期以来の産業育成政策の結果であ  

り、．「先端の京都」の形成要因を垣間見せでく  

れる。円高の影響は現在不明であるが、海外展  

開を図る企業も多く、また、地価高騰などの「都  

市化」による産業空洞化も現われている。  

h食料品 京都の食料品は、一般的な食品加工  

業のほかに生菓子・干菓子・米菓子などの「和  

菓子」製造の事業所が多く、全体の30．7％を占  

めている。また事業所の平均規模も京都製造業  

の平均よりも大きく、大手事業所には全国的に  

「京都ブランド」として有名な所もある。安定  

的な国内需要のある和菓子なので、円高・都市  

化の影響もあまり受けることのない構造になっ  

ている。  

i金属 金属は製種板金業・建築用金属製品製  

造業などの金属加工業が中心の構造をなしてい  

る。事業所規模は小規模で、零細事業所が多い。  

京都の金属業は神仏具の製造などと関連して発  

展してきたものが多い。現在でも画一的産業構  

造ではなく、多品種少量生産の傾向が強いなど、   
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昇を主因とする「都市化にともなう空洞化」に  

ついては、1983年を境にして多くの業種で事業  

所の減少が見られることから、各業種の1983年  

から1990年の都心部、それ以外の地域の事業所  

減少率をとって、その影響を見る。   

まず、金製遺業について見ると、1983年を境  

にして事業所が急速に減少している事が分る。  

京都の地価は1985年以降急激に上昇し、1991年  

まで上昇を続けた。この地価上昇が事業所の減  

少をもたらしたものと思われる。また85年から  

急激に円高も進行し、これらの要因が重ならて  

事業所の減少をもたらしたものと思われる。特  

に「都市化にともなう空洞化」は、都心の減少  

率がその佃の地域よりも高くなっていることか  

らもはっきりと分かる。   

次に、各業種ごとに簡単に事業所数の変化を  

見ていこう。まず、電気梯械では1983年まで事  

業所の増加が見られ、成長業種として順調に推  

移していたことがうかがえる。しかし、それ以  

降は減少し、、1985年山1988年まで小康を保った  

あとまた減少している。電気機械は不況業種で  

はなく、、業種自体の要因であるというよりは、  

「都市化」「円高」などの外的要因による減少  

が激しかったと思われる。とくに「都市化」の  

影響は強くみられ、Ⅲ－1－6表に示したよう  

に、都心部の減少率がそれ以外の地域と比較し  

てきわめて高くなっており、地価高高騰の影響  

をかなり受けているといえる。また都心部だけ  

ではなく京都市内では生産の拡張ができないこ  

とから、市外へ流出する動きもあり、都市化に  

ともなう空洞化が強く現われている。   

繊維は、1980年以来一貫して減少を続けてお  

り、オイルショック後の繊維の停滞を示してい  

る。しかし、1983年からの減少はそれまでのト  

レンドより激しいものであり、「円高」「都市化」  

の影響があったものと思われる。とくに、円高  

はNIES、ASEANなどから安い繊維製品・半製  

品の輸入が増加したため1かなりの影響を与え  

たものと思われる。都心部の減少に関しては、  

繊維は都心部の減少率がやや高くなっているた  

め、地価高騰などの影響による「都市化にとも  

なう空洞化」が一定見られるが、もともと業種  

Ⅲ一1－6表その1都心部における事業数の  

変化  

諦心   1983   1由0  減少率（幻   

全製造業   3，948   3，010   23．8   

t気機械   34   28   21．4   

∴．；   1，915  1，415   26．1   

欺科・飼料・たばこ   9♯   5   朋．4   

出版十拝聞  391   338   14．1   

■送用機翳   9   7   22．2   

⊥⊥ト≠   87   75   13．8   

i．・≠   89   27   30．1   

食科品   216♯   1g7   8．8   

金1   128   95   25．8   

衣服   32（〉   239   25．3   

悲慧野慧帯琵警  
よ 

二この牟、  

Ⅲ－1－6表その2 都心部以外における  

事業所数の変化  

都心部以外   1【】83   1g9D  減少率（幻   

仝襲造業   1Z，871  10，121   21．4   

t気機械   3ユ9   308   18．l   

二．室   8，684  ．4，即1   盟．0   

飲料・飼料・たばこ   86   58   12．1   

出版・印周   734   872   8．4  

■送用機覇   52   S2   0   

一般機揚   823   565  ・9．3   

精密機浄   182   15g   12．6   

食料品   亀8Z   lll   7．9   

た。ノ．－．   603   545   9．6   

衣服その他創製品   5g5   4g4   17二0   

衆芸欝撃芸者漂  
わりに19貼年のデータを使用している．減少率も同機。   

としての減少率が高いので、業種自体の構造的  

要因による減少が前面に出て、「都市化」によ  

る減少かどうか判別しにくい。   

「飲料・飼料・たばこ」については、1985年  

以前には明確な統計がないが、産業相分類をも  

とに推測すると、1983年を境にして減少が激し  

くなっている。その原因は、酒造の減少にある  
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響は受けていないことが分かる。   

金属も、1983年を墳にして減少が激しくなっ  

でいる。また、構造的に「都市化」の影響を強  

く受けるので、この変化もおもにその影響であ  

ると考えられる。Ⅲ一1－6表からも、金属は  

都心部の減少率がきわめて高くなっているの  

で、都市化の影響が非常に強く現れている傾向  

が読み取れる。これは金属が小規模の事業所が  

多く、小規模事業所にまともに地価高騰などの  

影響が及んだためであろう。   

衣服については、1983年まで順調に発展して  

いるが、やはり、1983年を境にして事業所が減  

少している。業種自体の構造とし、円高・都市  

化の影響をうけやすいので、このような事態に  

なったものと思われる。Ⅲ－1－6表からも、  

都心部の減少率が比較的高くなっており、「都  

市化」の影響があったことがわかる。  

［4】 まとめ   

各業種ごとに、その具体的構造とここ10年の  

変化の要因を見た。そのなかで各業種の動向と  

ともに円高・都市化などの「外的要因」が大き  

く影響していることが示された。特に地価高騰  

を主因とする「都市化にともなう空洞化」はほ  

ほ全製造業に影響を及ぼし、京都製遺業の衰退  

をもたらした。円高も各業種、特に繊維・機械  

関係の動向に影響を及ぼしている。円高は現在  

日本の経済構造全般に変化をもたらしつつあ  

り、今後よりはっきりとその影響が現われてく  

るであろう。  

が、酒造は円高の影響をそれほど受けないので、  

「都市化」や需要減の影響が強く現われたので  
あろう。Ⅲ一1－6表から読み取れるように、  

都心部での空洞化がはっきりと現われている。  
これは、都心での水確保の困難やもとも1と苦し  

い経営状態、地価高騰により廃業してしまうな  

どの動きが現れたものであろう。   
出版・印刷に関しては、特に激しい減少もな  

く、この10年間堅調に推移していをが、やはり  

1983年以降は減少している。円高の影勤ま考え  

にくいので、地価高騰などの「都市化」による  
減少が現わ丸ていると思われる。Ⅲ－1－6表  

では出版・印刷は都心部の方がその他の地域よ  

りも滅少率碩高くなってい鼻声㌔しかし、その  
減少率は低く」それほど野く都市化の影響は受  
けて．けか叛こネばもともと出版∴印刷が都市  
型産奏であ為ことを反映しぞいるど言える－。   

輸送用機器は特に変化なく推移している。業  
種としては円高の影響をきわめて受けやすいの  
で、大手事業所が中心である構造だとはいえ、  

今後そ甲影響鱒でてくるキ考えられる○叩‾1  

－6表で転都心部の方が高い減少率を示して  

いる。一般機器、精密機群でも同様の傾向が読  

み取れる心電気機械を食め、機械関係の製造業  
は比較的大漁模な工場が必要であり、また、都  
心では操業条件が悪いことから都市化の影響を  
強く受けで↓、るものと思われる。機械関係の製  
造業はいわばどこで生産しようとよし宣訳であ  

り、地価高騰などの変化に対しては郊外に流出  

しゃすい傾向にある。   
一般機器は電気機械と同様な動きを示してい  

る。他業種の動向と、「都市化」の影響を襲く  
受けていると思われる。   

精密機器も1循3年以降減少が激しくなり、機  

械関係の業謹はすべて同様の傾向を示している  

といえる。   

食料品は1983年を墳にして減少が激しくなっ  

ている。しかし、京都製遺業の事業所減少率よ  
りも食料品の減少はかなり少なく、京都製遺業  
のなかでは事業所数では堅調に推移していると  

思われる。Ⅲ一1－6表からも、都心部とそれ  

以外の減少率の差はほとんどなく、都市化の影   
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1）京都市総務局総務部統計課r京都市の工  

業J1990年度版、21貢参照。   

2）京都市経済局商工部経済企画課『京都市  

の経済』1992年度版、40頁参照。  

2節 開業率にみる京都経漬  

前節では、京都諸産業の基本的特色について  

述べ、製造業の主要業種それぞれの産業構造を  

明らかにした。本節では、こうした産業構造に   



おける経済活力の指標として開業率に着目し、  

その動向をみる。  

［1］ 経済活力と新規開業1）   

資本主義社会の競争原理は、自らの経済シス  

テムの中から古い産業構造をそぎ落としなが  

ら、常により高度な産業構造へと導く。一般的  

には、新規開業企業の参入は、市場における競  

争を促進させ経済を活性化させながら、より高  

度な産業構造を形成するための重要な役割を  

担っている。それは、古い生産流通機構に基づ  

く従来の企業が、新しい市場における競争に引  

き込まれ、‘そのままの形態を維持することが困  

難になり、そのまま市場から放逐されるか、新  

しい市場で優位に立てるような生産流通機構の  

導入に成功するのかという不可避的な選択を迫  

られるからである。   

結局、時代の先端に立つ企業は成長し、これ  

に遅れた企業は消滅していく。こうした新陳代  

謝を繰り返しながら、経済の活力は維持され、  
産業構造はより高度なものに発展していくので  

ある。   

バブル経済崩壊後、景気は後退を続け、日本  

経済は新たな経済の活性化に向かう出口を捜し  

求めている。とくに、ここ数年の急速な円高の  

進行のもとで、日本経済はかつてのような強い  

国際競争力を維持することができなくなり、大  

企業は安価な労働力を求めて海外へ進出し、国  

内では産業空洞化の問題が現実味を帯びた深刻  

なものとなりつつある。   

長期にわたる不況と日増しに広がる産業空洞  
化の影響で、少なくない埠城で地場産業の低迷  

など深刻な影響が現れはじめている。京都にお  

いても、重要な産業である繊維業などでは、原  

材料をNIES諸国や中国などから輸入するため、  

西陣や丹後の絹織物産地が大きな影垂を受けて  

いる。   

こうした中で、新たな経済活力の源泉として  

の新規開業企業への期待が高まっている。とは  

いえ、近年の日本における新規開業の動きは、  

現実には衰弱傾向をキどっている。経済停滞と  

新規開業の減少が悪循環の様相を呈しており、  

さらなる経済活力の低下が多くのところで懸念  

されている。こうした危機感を背景にして、国  

や地方自治体レベルでは創業支援への動きが強  

まっている。   

地方自治体では、いち早く「かながわサイエ  

ンスパーク」「京都リサーチパーク」などにイ  

ンキエペ一夕としての役割を期待しながら自治  

体としての援助を行っている。バブル経済の頃  

の企業誘致を中心としたものから、産業の担い  

手を育成する方向へと産業政策の転換を迫られ  

ているとの指摘もある（『日本経済新聞』1994  

年12月18日付）。全国的な新規開業率の低下を  

受けて、国レベルでも「ベンチャー企業を産み  

出すダイナミズムの低下は日本経済にとっても  

深刻な課題」（梅原克彦・通産省研究開発型企  

業板輿室長）として、通産省の「新規事業育成  

融資制度」を設けるなど、ベンチャー企業対策  

の強化へ乗り出している。また、経済界でも創  

業支援のあり方について様々な論議が活発にと  

りおこなわれている。   

このように危機感をもたれながら大きな期待  

を受けている新親開業の現実を把握するため  

に、ここでは総務庁『事業所統計報告』をもと  

に算出した事業所の開業率を指標にし、その変  

化を追う。また、近年の産業構造の変化の中で  

陶業率が廃業率を下回るような状況もみられる  

ようになってきた。こうした状況をも考え合わ  

せる必要から、事業所数の純増率の変化l；つい  

ても見る。ただし、ある調査年における開業率  

と純増率の算出式は次の通りである。  

（前回から今回調査までの開設事業所数の年平均）  
×100（％）  開業率＝  

前回調査時点での事業所総数   

（今回調査での事業所総数一前回調査での事業所総数）  
×100（％）  純増率＝  

前回調査時点での事業所総数   
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製造業の純増率は、ほほ全国と同じような傾向  

を示しているが、開業率と同様に全国よりも低  

い。全国と比較してもさらに深刻な状況にある  

ことが如実に現れている。   

中小企業や零細企業の比率が高い京都製遺業  

忙とって、‘こうし－た状況は全国的な不況の中で  

もとりわけ渓刻な事態となっている。また、こ  

のことは同時に、日本の製造業における中小企  

業が景気変動に対するヴァッファの役割そはた  

していることを実証している。  

［3］ 業種別にみた京都産業の新規開業の現実   

それでは、前節でふれた京都の主だった産業  

め新規開業率の推移にづいて考えてみたい。   

①電気機械器具製造業．Ⅲ－2－2表は全国  

と京都にお1ける電気機械器具製造業の開業率の  

推移を示したものである。81年から86年にかけ  

て、京都での開業率が大きく増加しでいるのが  

特徴である。これは、半導体素子などの高度な  

技術力の要求される分野が、京都においては比  

較的比率が高いことによる，と考えられる。90年  

には、産業中分類の業種では、電気器具製造業  

が繊維工業を抜いて製造業申出荷薇において第  

1位になっている。86年以降、全国の開業率が  

低下しているのと並行して京都でも開業率の低  

下がみられるものの、一貫して純増率は全国・  

Ⅲ－2「2表∴電気機械器具製造業の開業率の推移  

また、   

廃業率＝開発率一純増率  

とする。ただし、r事業所統計訴査」から開業  

率を算出するにあたっては、いくつかの制約（①  

調査対象が企業単位でなく事業所単位であるこ  

と、②事業所の移転も開廃業として集計に含ま  

れること、③調査サイクルの期間内に開業しか  

つ廃業した事業所は集計されないことなど）が  

あることに留意する必要がある㌔  

［2］ 全国と東都における製造業全体の新規  

開業の現実  

次に、全国と京都とにおける各産業の開業率  

を比較↓ながら新規開業の現実をみていきた  

い云   
Ⅲ－2－1表3）によれば、全国製造業全体で  

開業率は低下を続けているムこれは、日本経済  

全体の低迷に連動した形になっている。京都製  

遺業に釦ナる開業率に大きな低下はみられない  

が、全国と比較すると依然として低い値を示し  

ている。86年から91年にかけて全国との華が縮  

小Lそいるが、低迷かち抜け出す徴侯はみられ  

ない。さらに、同じ資料で純増率を見ると、全  

国では82年から86年を塘に、純増率はプラ．スか  

らマイナ・スへと転じている。・これは、事業所の  

絶対■数が減少していることを示しでいる。京都  

Ⅲ丁2圭1－表 製造業全体の開業率の推移  

75伍  78躍  、81餐こ  88餐   91量E  

30984  35．113  爪h引ほ  5q．84，  55．31T  

1J‖欄  l．¢T5  Z．ユ17  ヱ．710  2．40Z  

l．486  1＿847  1．，33   g31  

5．11  8．5I  ‘．68  l．川  

l」川  5．Zl  l．丁2  1．81  
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京都ともにプラスを保持していることからみて  

も、製造業全体と比べて不況などの影響は小さ  

いといえる。   

②繊維工業 m－2－3表は繊維工業の開業  

率の推移を示したものである。この業種は、京  

都において事業所数がもともと多く基幹産業と  

して重安な役割をはたしてきた業種である。し  

かしながら、㌧近年電気機械に出荷額第1位の地  

位を奪われ相対的地位が低下したのにともなっ  

て、開業率は全国同様伸び悩んでいる。しかも  

そもそもの開業率の値が′トさく、純増率がマイ  

ナスとな？ているので、全体としては多くの事  

業所が廃業していることがわかる。繊維工業の  

構芦は零細企業が多いことが特色である狐こ  

うした構造が円高不埠下での低迷と合わ’さっ  

て、低い開業率の原因となっているとい与る。  
とくにく■繊維の原材料だけでなく繊維製品につ  

い七も、NIES諸国などが品質の点で日本に劣  

ら寧いものを供給できるようになったため、円  

高と安価な労働力を背東たシェテを着東に奪わ  

れている。  

Ⅲ－2」3表 繊維工業の開業率の推移 

出版・印刷丁同関連産業の開業率の推移を示し  

た。京都におけるこの業種の開業率は、全国と  

比較して低かった70年代から、・80年代を通じて  

順調に伸びている。結果、80年代は全国での開  

業率の低下にともなって、ほぼ全国の水準に追  

いついている。純増率についても全国と同様低  

下はしている串のの、プラスを維持している。   

Ⅲ－2－4表 出版・印刷・同関連産業の  

開業率の推移  
鉱  81年  86年こ  91年   
61‡  81．g52  67．803  Tt】＿120  
4Ⅰ2  2．9」5  Z 84＄  2＿2：柑   
098  2．11ユ  l．130   50：】  

」，8g  5．ユ8  1．2T  3．3l  
1．Z5  3．80  1．82  8．T－l  

□全日（扁難事；）＋（継）◆珊（R■事〉 ▲（蜘）  

く⑤輸送用鱒械表具鱒準業 京都あ鱒挙用機械  

器具製造業は事業所の維対数が小さく、開業率  
についての考察はあまり意味をなさないと考え  

られるのでここでは省略する。‖   

⑥一般機械鱒器具製造業二Ⅲ「2－5表は、  

一般機械器具製造業申開業率の推移を示したも  
のである。全国ではこ 開業率は4％程度でほほ  

横ばい、純増率では80年代に低下している。こ  

れに対して、京都における開業率は78年の1．7％  

から増加して全国水準に追いついていること  

と、京都の純増率がマイナスから大きく増加し  

てプラスに転じたという特徴的なものになって  

いる。．▼  

（∋精密機械器具製造業 m－2－6表に精密  

機械器具製造業の開業率の推移を示した。全国  

的には、開業率では3％程度をほぼ横ばい、純  

増．率は大幅に減少し86年から91年にかけてプラ  

スからマイナスへ転じている。京都では、事業  
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重  751E  781E  81∫E  8【巨軍  91鉱  ＝・姐塾  128＿ユ57  1ZZ．537  1柑18ユ  1t〉3．18ユ  鳥4」那川    2．646  1＿867  2＿022  l．676  11）5」   
職  －l，g川  －1＿451  ーユ、000  －3．661   

1，45  1．65  

－1，】8   

表盛誌             1【1578  10．Z38  10．13Ⅰ  8．330  T．ロT6  
Ilさ   1：事5   90  

－3」；  －36t】  ーZ5Ⅰ   
1．4b  

－0．35   

（資輝）拷彷庁F群某所統計報告』  

ロ全目（恥）＋（糊鱒）○文さ（口糞率）†（撫〉   

③飲料・飼料・たばこ京都においてはたば  

こ・ニ酒造が製造業の中でも出荷額では大きな位  

置を占めるが、大手の事業所が中心なので開業  

率についてはここでは触れない。   

④出版・印刷・同関連産業 Ⅲ－2－4表に  



に大きく減少している。また、京都については、  

ここでもまた統計上の誤差によらて純増挙が開  

業率を上回った催を示しているため、算出した  

開業率は参考にならない。  

所の絶対数が小二さいためか、あるいは統計上の  

誤差が開業率に大きく作用するためか、算出さ  

れた数億は参考にならない。  

Ⅲ丁’2－5表←般機械器具製造業の推移  
75應  78年  81丘  8（巨牢∴  91fE  
6DT」2  一日．185  Tl＿04l  且1＿21g  8T．0¢ユ  

2＿5‘T  1．950  2．5T8  l＿●ll  ヱ．5g9  

l．：‖8  t．1事i  才＿01Z  1こ1tiユ  

3．21  4．00  4．01  3．20  

2．05  3．39  2．87  1．43   

Ⅲ－2－7表 金属製晶の製造業の開業率の推移  

5
一
；
2
1
 
0
↓
ゼ
や
T
4
 
 

d毒■（羅■事）＋（脾）ア薫暮（R■事〉 ▲（榊蓼）   

Ⅲ－2－6表■精密機械製造業の南条率の推移  D全□くR幕蓼） 十（椰） ○京事くR薫ヰ） ▲（脚）   

⑬衣服・その他の繊維製品製造業 ここで  

も、統計上の欠陥が官立う＝ので、衣服・その他  

の繊維製晶製造業の開業率については省略す  

る。   

［4］ 卸売・小売業にみる新規開業の現奏  

本章では製造剋こついて述べてきたが、郡鱒  

開業の現要を示す指標としての開業率につセ、ヤ  
は商業分野についても有用セあるので－、∴ここせ  
は特に卸売・小売業を取り上げて開業率の具体  

的な数値をみる。   

卸売・小売業における開業率の推移をⅢ－2  

「8表に示した。土の分野では、一時期をのぞ  

き全国と京都における開業率がほぼ同じように  

推移している。全体とし七飯業率と純増率が並  
行して減少しているbこの差が廃業率であるか  

ら、■全国の廃業率はほとんど変化せずト定であ  

ることが分かる。京都では、廃業率は増加の⊥  

途をたどっている。また、全国と京都ともに純  

増率が86年を境にプラスからマイナスへと転じ  

ている。   

5
▲
，
2
1
0
Å
ニ
ー
や
」
二
↓
 
 

ロ．全日く腑）■（脚〉 ○嚢■（E■寧〉 ▲1（鱒〉   

⑧食料品 統計上の問題があって、食料品に  

ついての開業率は算出できないため、ここでは  

省略するd 

⑨金属製晶製造業 Ⅲ⊥2－7表は、金属製  

品製造業の開業率の推移を示したものである。  

精密機械器具製造業と酷似した動きを示し全国  

的には、開業率は横ばいを続け純増率は80年代   
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また、表中の「開業率」「純増率」は、  

前回調査から調査時点までの開業・純増  
率 

参照図は、表のデータをそのままグラフ  

にしたもの。  

3節 京都における新規創業への試み  

1節・2節において、主として「開業率」に  

注目することから京都における製造業の構造変  

化について論じ、「開業率」の動向と産業の有  

する活力との密接な関係についての指摘があっ  

た。現在、経済紙等で国内の「開業率」低下に  

ついての記事が大きく取り上げられているが、  

京都もその例に洩れない。特に製革業につY、て  

は「廃業率」が「開業率」を上回っていること  

から、その活力低下が囁かれている。本節では  

このような事態に直面している国内、特に京都  

におけろ新規創業への試みを「インキュベート  

機能」に注月して論じていくことにする。  

［1］ 日本の「インキュベート機能」の実態   

ここでは、日本における「インキュベート機  

能」が産業振興策として実行された経緯につい  

て取り上げるとともに、それに内在する問題点  

について指摘していく。   

「インキュベート機能」とは、その語義上の  

意味が「育成」とされることから、中小企業の  

スタートアップのコストを土地，金融，税制，  

情報提供，コンサルティング等の政策手段を通  

じて軽減させ、企業の「創業」；「育成」を支援  

する機能を指す。  

そのような横能を有する施設を「ビジネ不・  

インキエペ一夕ー」という。その支援政策とし  

て通産省ではいくつかの構想を用意している  

が、そのなかの1つに「リサーチ・コア」があ  

る。「リサーチ・コア」は通産省が従来の工業  

団地中心の産業振興策に代わるものとして提唱  

したもので、1986年に制定された民活法（民間  

事業者の能力の活用による特定施設の整備の促  

進に関する特別措置法）により低利融資や地方  

税減免などの優遇策が打ち出されたことから仝  
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Ⅲ－2－8表 卸売・小売業の開業率の推移  

75年  78年  81f巨  88王巨  91fE   
＿63：】＿6gZ  ．865．596  l．025．369  ユ＿015．Tt14  ′＿g20．5：！5  

Ⅰ32＿91：l  】58＿426  167．＄6T  139．85ユ  tO9＿31（〉   

77．3Dl  53．Z58  4．OTg  ーZ5＿046   

6．D2  5．85  4．62  ユ十5ウ  

2．94  1．86  0．1：】  －0．82  

D全巨（R叢率）十（臓）○文辞（見料〉 ▲（榊事）  

［5】 新規開業の低迷と今後   

これまでにみてきたように、ここ数年の経革  

構造調整の影響は嘩済活力の低下と新規開業の  

低迷として現れてきている。京都では、繊維工  

業などで探刻な問題となっている。これに加え  

て、産業空洞化がさらに進めば都市化の問題を  

内包する京都では、打撃的な影響を被ることが  

考えられる。   

一方で電気機械器具製造業、とりわけ半導体  

素子の製造など高い技術力が要求される分野で  

の伸びが期待される。そこで、先にも述べたよ  

うに、自治体などの創業支援が様々な形でとり  

おこなわれている。   

民活法以来、京都産業の活性化の方向を模索  

しながら、自治体などによって行われてきた創  

業支援策には実効性があるのだろうか。そうし  

た問題について、次節で畢ま具体的な創業支援策  

の実掛こも触れながら、京都産業の活性化の方  

向について評価していく。  

1）国民金融公庫総合研究所編『新規開業白  

書・平成6年版』参照。   

2）前出『新規開業白書・平成6年版』8頁、  

参照。   

3）表中の「開業数」「純増数」とは、前回  

からその年の調査時点までの開業・純増  

数を1年単位に換算した数値。  



国に広まった。「リサーチ・コア」はハイテク・  

ベンチャーのインキエペーションを目的とし、  

民間資金を導入して大規模な固定投資を行う性  

格を有している。そういったものを含めて「イ  

ンキエペート機能」をもつ「リサーチパーク」  

は1994年5月現在、全臥こ103施設ある（F日本  

経済新聞』1994年5月‘2日付）。   

「リサーチパーク」は、その起源を1950年代  

のアメリカ、スタンフォード大学を中心として  

形成されたものに持つ。代表的なものとして、  

このスタンブi⊥ドをモテルとした世界的な半  

導体ベンチャーの拠点として有名なカリフォル  

ニア南部のシリコンバレーがある。‘日本におい  

ても1980年代後半から全国の主要な都市に相次  

いゃ建設きれたが、こその多くiま不況による入居  

企棄ゐ撤退や採算恵化等で伸び悩み、間恵点が  

指摘きれてし、る。‥   

その間題点に画しては、性質上大きく2つに  

分けられる。1つが「風土論的間患」に、もう  

1つが「樹皮詩的問題」に帰結するもわである。   

「風土論的問題」に関しては4つのことが取  

り上げられ為；。①新産業の基磨研究開発の問題，  

由起業家の薩会評価の間乱③起業家のスピン  

アウトの問題∴④産学協同システムの問題であ  

る。J・また、「制度論的問題」′■に関しては3つの  

ものが取り上げられる。（∋vc（ベンチャーキャ  

ピタル）専の資金調達制度の問題，②開発技術  

や市場痙評価能力の間亀③vEC（（財）ベン  

チヰーエンタープライズセンタ－），新規事業  

法等の公的支濾システムの尚蓮である。   

土こでは、主とし七「制度論的問題」につい  

て取り上げていくつもりだが、その前に「風土  

論的問題」について考えたい。この間題を取り  

上げる際に考慮する必要があるのは「日本にお  

ける大企業志向の強さ」である。ノそのような安  

定志向を持つものが多数派であるために「起喪  

家の評価が低く抑えられ」、ぎらに「産学協同  

システムが確立されていない」ために「大企業  

や大学からのスピンナウトが少ない」のである。   

現時点では、日本の技術力は世界そも有数と  

される。しかし、西澤潤一氏が恕摘するように1）、  

この技術力を形成しているのは1950年代以降に   
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外国でな首れた基礎研究の成果であり、1990年  

代以降の嘩帝を支えるべき「新産業の基礎研究  

開発」り成果を日本において見いだすことはで  

きていない。今後、欧米の知的所有権の主張が  

強まり、その基礎データを利用することが困難  

となり、独自め研究開発力が要求されていくで  

あろう。さらに、円高による日本の産業空洞化  

の加速度的な進行、欧米，・日本の応用技術や実  

用技術を習得、活用するごとで起こったNIE  

S諸国一の台頭といった動きは、これまでの月本  

の成功条件が失われ 

る。このような状況下では、大学での基礎研究  

が重要性を増していくのはいうまでもないが、  

「産学協同システム」の確立によノり、産業界の  
優れた製品開発ガが大学＝における基礎研究の  

きっかlナとなり、その基礎研究か製品開発に活  

用されるといった一種の循環を構築することが  

必要となる。西澤氏は「教育芋洗い説」を唱え  

て研究において芋を洗う 

合って、切磋琢磨して、人格的に交流する空尚  

をつくっていくことか必要だとしているがZ？、  

それを「産学協同システム」という大きな器の  

なかでも構築していくことが求められている。   

しかし、大企業においでば二股に新規の事業  

に睦みだすことは少ない。特に不況下におい．て、  

いわゆる「リストラ」が進行したごともその傾  

向を助長した。そういったことからも新産業の  

担い手としての「ベンチャー・ビジネス」の台  

頭が求められているのである。  

「ペンチヤ∴ビジネス」とは清成忠男氏の  

定義ではイイノペイティプな魂代的中小企業」  

をさす3）。つまり、創造活動によっで知識集約  

度を高めて製品やサナビ大の高付加価値化を図  

り、高いコストを吸収するのである。そのため  

に研究開発を重視しなければならないことから  

も「産学協同システム」の構築が必要であると  

いえよう。   

しかし、こうして「ベンチャー・ビジネス」  

の重要性をいくら強調しても、その運営資源た  

る「ヒトモノ∴ヵネ」がなければ所詮「絵に  

画いた併」である。そういった意味から「イン  

キュベーシiン」の「刺度論的問題」に注目が   



集まっている。   

つまり「風土論的問題」がいわば「インキエ  

ペー■ション」の「理念」的側面を示すもこのとす  

ると、「制度論的問恩」は「実践」的側面を示  

すものといえる。   

日本開発銀行の市江正彦氏は新規事業創造の  
システムに日米間の格差があると指摘する（『日  

本経済新聞』1994年10月22日付）。ここでは、  

市江氏の指摘を基にアメリカの新規創業システ  

ムについて取り上げて、その上で日本のシステ  

ムの問題について論じていく。 

起業家が事業を成功させるには、様々な専門  

家の支援を得て事業遂行の資源・ノウハウをい  

かに集めてくるかが重要となる。資金供給部門，  

大学院・研究所等の基礎研究部門，インキエ  

ペドタ一等の施設面の支援部門，起業家を顧客  

とするコンサルティング等のソフト面での支援  

部門といったものが専門性を生かし新規創業を  

支援していく、このようなシステムがアメリカ  

においては確立されている。「エンゼル」と呼  

ばれる起業家の経験を持つ投資家群とVC産業  

は、そのシステムにおいて事業の種（SEEDS）  

を探し、支接要素をネットワーク化し、事業に  

仕立て育成する仲介者としての役割を果たして  

いる。   

日本にもVCは存在するが、アメリカのそれ  

との決定的な違いが2つ存在する。「リスクも  

報酬も分け合う」という哲学の存否と「市場性  

を評価する能力の高さ」である。   

前者は新規事業の初期段階に大きく反映され  

ている。「ベンチヤ′－・ビジネス」は高い収益  

性が望める反面、創業期に事業を軌道に乗せる  

ことに失敗することも多い「ハイリスク・ハイ  

リターン」のビジネスである。例えば、起業家  

のリスクは資金を借り入れて賄う場合と株式投  

資で賄う場合とでは異なる。借り入れの場合、  

銀行が保証・担保なしに融資することは難し  

く、リスクほ起業家自身がかぶる。それに対し  

て株式投資の場合、リスクを請け負うのは投資  

家であって起業家ではない。起業家にとっては  

新規事業を行うリスクが小さいので事業をおこ  

す決断がしやすい。その代わりに成功時の報酬  

は投資家と起業家が分け合うことになる。   

ところが、構成氏も指摘する′ように、日本に  

おけるVCの多くは「ほとんどが証券会社系、  

または銀行系である」ので4）、「ハイリスクーハ  

イリタ－ン」の株式投資よりも、二「ローリスク」  

の融資の比率が多くなる。また、日本における  

株式公開の基準が厳しいことも融資中心の状況  

を助長している。∴   

一方、後者は日本のVCに決定的に欠けてい  

る点である。KSP（かながわサイエンスパーク）  

卒業一期生の山本伸次郎氏は「日本潅清新開j  

の取材に次のように番えている。「市場評価で  

きる専門スタッフが不在で、結局無駄金を投資  

するハメに陥った」（r日本経済新聞』1994年5  

月2日付）。  

しかしながら、ここにきて日本のVCにも新  

しい流れが見いだせる。特に注目されるのが地  

方自治体による間接VC支援機構設立の動きで  

ある。1990年に設立された大阪府の支援機構を  

例にとってその役割について述べると次の通り  

になる。ベンチャー企業の事業内容を府の研究  

開発型企業振興財団が審査して、その上で財団  

が民間のVCに投資用の資金を預け、そのVCか  

らの資金供与で当該企業を育成する。また、宮  

城県でも1995年予算で、支援機構設立のたゆの  

予算措置を検討している（『日本経済新聞』  

1994年12月18月付）。また、1975年に設立され  

た通産省所管の財団法人のVECも対象業種の枠  

の拡大，地方企業への働きかけ，資金支援分野  

の拡大を軸とした改革を行っている（F日工本経  

済新聞』1994年6月24日付）。   

このようなソフト面での「インキュベート機  

能」の拡張が「創業」を支援していく．なかで最  

も必要とされているといえる。また、現状の終  

身雇用体制が続く限りにおいては「人材の流動  

性」が小さく、このような「創業支援政策」の  

有効性を弱めることになるので、産学交流や異  

業種交流など人材面での介入も必要となる。こ  

のような状況下において京都ではいかなる動き  

が起きているのか。［2］では、KRP（京都リサー  

チバ⊥ク）．を中心にその動きを追っていくこと  

にする。  
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た最新施設である。②は産学交流，異業種交流  

の場の捷供ぷ．′アメリカの産学交流事業会社との  

合弁会社設立や立命館大，京都工芸繊維丸岡  

志社犬，凋許瓢犬等による産学交流事業を進めて  

いる。③は国際会議等の誘致で、その誘致数は  

京都で3位という。′慮）に関してはユニークなも  

のが見られる。1994年2月かちスタートした  

ⅩRPとアメリカのVCのSR One社との提携によ  

る「海外」ベンチャー支援プログラムで、家賃  

を入居企業の株式で受け取る全国でも初めての  

試みとして注月され、既にイギリスの試薬製造，  

販売ベンチャーが適用をうけて入居している。   

しかし、KRPにも課愚，問題点は山積してい  

る。それについて考えるときに真っ先に指摘で  

きるのが当初の予想よ1り集積効果が進んでいな  

い点である。東地区においてはオムロンのライ  

フサイエンス研究所が「リストラ」のあおりを  

うけて撤退。西地区でも－、3号館の入居実横は  

約70％、4号館も、開設2年前にはほぼ100％  

の入居仮契約があったが、オープン時の入局・は  

65％JLまりとなっている．・（『日本経済新札  

1994年5月2日付）。長い不況のために研究開  

発部門の大幅な費用削減に追い込まれた結果と  

いえる。また、家賃収入が90％を占める経営構  

造にも問題がある。そして、上記の（診に関して  

は「人材の流動性」を高めるまでの積極的な動  

きには至っておらず、（彰も［1］で述べてきた  

ように、日本では「リスクも報酬も分け合う」  

哲学が希薄で、その曹学を具現する「株式公開」  

の基準も厳しいことから、国内の「ベンチャー・  

ビジネス」tの後押しまで手が届かないのが現状  

である。また、市場性の評価力もまだ身につい  

ていない。   

今後、KRPは1998年をめどに集積効果向上の  

ためのホテルや商業施設の建設を目的とした第  

2期工事を行う予定がある。「リサーチパーケ」  

の有効性についてIあよく■「10年から20年スパン  

で考える視点が必要である」′とされる。笠期で  

は成果が現れに養て陰、「インキエペ「ト」．の性質  

から見てJ・二番軋は正しい。しかし、㌧現状におい  

寄附隊七戸オ汲キュぺ十ター」としての機能を  

果尭噛遜腐凌㈲と植える。この点も含めて次節   

［2］ KRPの設立経緯とその現状 

ここでは、延RPの設立経緯と現状について、  

ヒアリング等の葡果を利用して京都における新  

規創業の試みを紹介する㌔   

まず、設立経緯について触れていきたい。  

1970年代後半に天然ガスの導入で大阪ガス京都  

工場が不要となり、再開発を行うことになった。 

1980年代は中曽根内閣が「民活」路線を咽え、  

大規模開発が盛んとなったことから、公益性，  

地域性の観点から新規事業を探していたところ  

へ、‘アメリカでの「リサーチパーク」の成功に  

着目して、1987年に事業主体として京都リサー  

チパ⊥グ株式会社（以下KRP）が設立された。  

「リサーチバ⊥ク■」の事業主体の多くが第3セ  

クター方式であるのに対し、KRPは大阪ガスの  

100％子会社という民間経営であることが注目  

きれる。そして、大阪ガス，京都財界，行政（通  

産省，府，市）め協力により1989年に東地区が  

完成した。 

そして現状であるが、最初に東地区，西地区  

の施設と主な入居団体を締介したい。現時点で  

は全体で約70社（うち外資系8社）・1，500人  

が入居している。東地区にづいては団体の業種  

は混在しているが、その中でもメカトロニクス  

研究が主となっている。また、公的機関が入居  

していることも特徴としてあげられる。主な公  

的機関としては（財）京都高度技術研究所，京  

都市工業試験場，京都府中小企業稔合センター  

が挙げられる。将に（財）京都高度技術研究所  

は「インキエペート機能」を有していることで  

注目される。一方、西地区は一部は完成してい  

る。1993年春開設のサイエンスセンター3号館  

はバイオ，化学研究が、1994年春開設のサイエ  

ンスセンター4号館はソフト マルチメディア  

研究が主体となっている。また、外資系の多く  

が西地区に入居している。   

次にKRPの清動内容であるが、これは大きく  

4つに分けられる。①「家主」，◎「伸介」，③  

「イペン下」，－④「インキエペート」である。  

（Dは、レンダルラボ（貨実験室）の捷供等。5化  

学ラボ，、′フトラポ」オフイ・スが用意されく、特  

に後者はLAN（構内情報通僑網）設備恩債鬼   

4葛  



産業政策」は「地域政策」の目的を達成する手  

段である、と言い換えられる。「地域政策」の  

必要性を中村剛治郎氏は「市場メカニズムや一  

般的な経済政策・社会政策に委ねておくだけで  

は地域間題を解決できず、地域政策という独自  

の経済政策を必要どする」と指摘している㌔   

よって、地方自治体が地域独自の「地域産業  

政策」を打ち出せず、国レベルの政策に準じて  

いる場合、それが「地域」に歪みをもたらす可  

能性は高い。その事例を「規制緩和」を中心に  

見ていきたい。   

「規制緩和」については第1章において説明  

がなされているので参照にしてもらいたいが、  

極めて簡単に定義すると「市場原理・競争原理  

の回復を目的とした産業政策」となる。「規制  

緩和」は国レベルの政策である。そもそも「規  

制」が何故必要であったかといえば、「市場の  

失敗」に対する調整手段としてである。例えば、  

京都においては、1節で述乍たように中小企業  

中心の構造を持っている。中小企業は景気変動  

のヴァソファの役割を果たしている点で、また、  

雇用を支えている点で、社会の安定性を支えて  

いるといえる。もし「規制」の存在がなければ、  

市場原理により中小企業群は「淘汰」の危機に  

さらされることになる。   

しかし、現在、国の路線に沿った形で「規制  

緩和」は進められようとしている。ここでその  

一つの例として中小企業リストラ法（中小企業  

新分野進出等円滑化法）釘の性格について考え  

てみたい。   

この法律は1993年11月に公布，施行されたも  

ので、業種転換，海外進出等の新分野への進出  

を金銭的に補助する性格を持っている。その意  

味において、「規制緩和」的性格を持った「産  

業政策」といえる。この法律の適用を申請した  

中小企業は近畿圏だけでもかなりの数になる  

が、このことは地域に大きな影響を及ぼすと考  

えられる。容易に想像できる事態が「産業空洞  

化」の問題である。「産業空洞化」が地域（京都）  

に与える影響については後で論じることになる  

が、この影響を考慮に入れることなしに国レベ  

ルの－「産業政策」を地域レベルで行うと必然的  
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では京都製造業の分析を進めることにする。  

1）別冊宝島207『「技術立国・日本」が危  

ない！』、宝島社、1994年、参照。   

2）同上、参照。   

3）構成忠男『中小企業ルネッサンス』、有  

斐閤、1993年、参照。   

4）同上、参照。   

5）以下のデータは、特記事項のない場合は  

京都リサーチノヤーク株式会社におけるヒ  

アリング調査による。  

4節 地域密着型産業政策の必要性  

ここまで、1節では統計的に京都製造業の構  

造を、2節ではそれを特に「開業率」という観  

点から論じて、3節においては「開業率低下」  

をうけた京都における新規創業への試みについ  

て考察してきた。そして、本節では次のように  

京都製遺業を分析したいと思う。産業政策と地  

域政策との乗離が地域に与える影響について論  

じ、その京都における具体例としてKRPを取  

り上げ、その問題点を考察する。そして最後に、  

経済のグローバル化の流れが京都製造業にもた  

らす影響について考えていきたい。  

【1ユ 地域政策をどのように考えるべきか   

ここでは京都製遺業の今後を分析する際に必  

要な視点について論じてみることにする。私た  

ちは京都製造業について論じていくために  

KRP，京都市役所，京都経済同友会にヒアリン  

グ調査を行った。その調査の際に気づいたこと  

の一つとして次のことが挙げられる。それは、  

地方自治体レベル（京都）の「地域産業政策」  

が、国レベル（通産省）のそれに沿った形で行  

われている場合が多いということである。   

「産業政策」を定義付けると「国家が経済生  

活のより良い状態の達成を目的として産業活動  

に働きかける行為」となる1）。よって、「産業政  

策」は「経済政策」の目的を達成する手段とさ  

れる。これは国レベルの話だが、地域レベルに  

すると、地域レベルでの産業政策である「地域  



間資本が活動しやすい環境を整備しようとする  

点である。そして、「規制凄和」路線において  

これらのことが繰り返されようとしている。   

前田明彦氏は都市計画における「規制緩和」  

の問題点を次のように指摘する5）。「規制緩和」  

は市街地の拡大、ないし都市の高密化をもたら  

すが、それらは次のような結果を生む。①市街  

化、ないし再開発の高密化にともない、都市施  

設の負担が過大になる，②民間によ－る開発がい  

くら進んでも非収益的な都市施設の供給はなさ  

れない。   

京都市都市計画局は1994年2月8日付で京都  

リサーチノ竜一タ敷地内め用途地区の変更を行  

い、建ぺい率，容積率の規制を緩和した。この  

変更は直接にはKRPがホテル，商業施設を建設  

することからなきれたものであるが6）、このこ  

とが前由氏が指摘した問題につながる可能性は  

否定できない。これらの点において、国レベル  

の政策の問題点を解消するために、「京都リサー  

チパーク整備事業」は現在施行中の「丹波口駄  

周辺都市整備事業」と結びつけて考慮に入れる  

必要がある。そして、地域の中小業者や住民の  

意向と民間資本との利害の調整者としての地方  

自治体（この場合は京都市）の積極的活動が求  

められる。   

さて、もう1つの論点についてだが、本章1  

節で論じたように京都産業は中〃、企業中心の構  

造を持っている。よって、「地価上昇」ゝ「円高」，  

「規制緩和」という状況下において京都にあり  

つづけることが鏑経となっている企業は少なく  

ない。特に、長きにわたり京都の基盤産業であっ  

た繊維産業においては、1節，2節で述べたよう  

に「開業率低下」が顕著であり、転廃業の動き  

が活発である。また、新たな基盤産業に成長し  

た電気機械産業も「円高」i「地価上昇」等によ  

り、生産拠点を海外に移転する動きが進んでい  

る。それらの動きに対して京都市では、その保  

護よりむしろ新たな 

堅企業育成「SEEDS」Jに力を入れている。ⅩRP  

はその拠点であ烏ム、しかし、このことが地場産  

業の意向「NEEDS」ごを反映しにくくしている  

こ－とは否定できないd無論、産学協同の場を用   

に「淘汰政策」に向かう。   

地方自治体が独自の政策を打ち出せそいない  

ことについては先に触れたが、以上のような視  

点からこのことについて考えると、京都ではど  

のような問題が見えてくるのだろうか。次にこ  

の点を論じていこう。  

［2］ KRPの問題点  

ここでは政策上の問題点について、京都にお  

ける・具体例としてKRPについて考えていきた  

い。KRPの設立経緯とその現状については本妻  

3節を参照にしてもらいたいが、その性格につ  

いて考えるとき、2つの論点が浮かび上がる。  

1つはそれが1由0年代の「民活」路線に沿った  

もので、＼都市再開発の一環として設立された点  

であり、もう1つはそれが「規制緩和」，「経済  

のグローバル化」により淘汰された企業の埋め  

合わせとしての中堅企業の育成の場としての性  

格を有している点であるd 

まず、最初の論点について考えていきたい。  

KRFは大阪ガスの100％子会社である。よって、  

「インキエペ」ト施設としての公益性の追求」  

と「企業どしての収益性の追求」といぅた二律  

背反の関係を肯して 

て打ち出された方策は、都市計画，建築計画の  

見直しとし、らた誘導酔な方策であった。ⅩRPも  

その例外セはない。r都市研究 京都J㌻ におい  

てKRP取締役の木村隆之氏が述べているよう  

に4l、KRゃも「工場跡地利用の都市再開発」で  

ある。こういった民間資本による社会資本投資  

は、採算性患重乱しなけれぼ成立しえない。そ  

のために、「インキエペート機能」は後回しに  

され、「家賃収入」に依存する構造が生じる。  

「集積効東を高める」ということは直接的には  

「研究効率を高める」ことにつながるが、「採  

算性を重視する」ことの裏返しでもある。その  

意味において、1980年代の都市基盤整備におけ  

る「民活」路線の聞落点をKRPは端的に示して  

いる。それは、社会資本整備という公益性の確  

保されるべき分密を、新たな産業領域とするた  

めに、あるいは投資機会不足を解消するために、  

公的規制を外し、さまざまな便宜を提供し、民   
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意しているが、これもまた「SEEDS」重視の  

ものといえよう。ただし、この「SEEDS」も、  

KRPにおいては中堅企業育成のための「イン  

キエペート機能」よりは、基盤産業育成のため  

の「研究開発機能」を重視する傾向にある。こ  

のことも国レベルの政策が地域にあたえた影響  

としてとれる。しかし、ここに1つの問題が生  

じる。それは、「研究開発機能」を重視するこ  

とだけで地域内における所得，財の取引による  

波及効果が生じるか、また雇用の問題を解決で  

きるのか、といったものである。   

次の［3］においては「産業空洞化」，経済  

のサービス化やソフト化の問題等と絡めて「研  

究開発樺能」だけで「メシ」が食えるのか、ま  

た、他に重視すべきものがあるとすればそれは  

何か、という点を論じていきたい。  

〔3〕産業空洞化と京都製造業   

ここでは当節のまとめとして、「産業空洞化」  

が京都製遺業の今後に何をもたらすか、につい  

て論じていく。「産業空洞化」が生じる原因は  

様々だが、大きく分けると3つの要素が取り上  

げられる。「円高」，「地価高騰」，「規制緩和」  

である。そして、これらの背景にあるのが「経  

済のグローバル化」である。  

1979年の第2次石油ショックによる不況が終  

了した1983年2月以降、ハイテク産業の急伸や  

自動車，家電産業を主とした対米輸出の急増に  

より巨額の経常収支黒字、いわば「日本の1人  

勝ち」の状態にあり、それにより日米間の貿易  

摩擦が生じた。この解決策として1985年9月の  

G5（5カ国蔵相会議）で、いわゆる「プラザ  

合意」の共同声明が出され、以後急速な「円高」  

が進んだ。そして、それでも経常収支黒字が継  

続したため、「外圧」による内需拡大が要求さ  

れた。また、貿易摩擦の調整手段も従来の「個  

別産業間調整」から「経済構造調整」への転換  

が余儀なくされた。1986年の「前J】ルポート」  

と1987年の「新前川レポート」には経済構造転  

換を行う際の方向を「民活」路線という形で示  

し、「規制緩和」が打ち出された。これをうけ  

て1986年に民活法（民間事業者に能力の活用に  

よる特定施設の整備の促進に関する臨時措置  

法）が制定されたわけであるが、［2】で述べ  

たように、民間活力の導入のための環境整備と  

して進められた都市計画，建築規制の濃和や助  

成措置等が大都市に開発プロジェクトを集中さ  

せ、その結果、土地需要構造を転換させ、「地  

価高騰」．を招くに至った。ⅩRP自体は民活法の  

認定はうけてないが、「民活」路線のもとに開  

発されたことは確かである。このような「経済  

のグローバル化」がもたらしているものとして  

「産業空洞化」がある。  

「産業空洞化」は、このような「円高」と「地  

価高騰」が生産の海外シフトを引き起こすこと、  

そして「規制緩和」等による競争力のない企業  

の「淘汰」から進行する。佐和隆光氏はこれを  

「経済法則」といっているが7）、この「法則」  

が中小零細の製造業中心の京都においてどのよ  

うに展開するのかを［2］と絡めて考えていく  

ことにする。   

京都において「研究開発機構」を重視するこ  

とだけで地域内における所得，財の取引による  

波及効果が生まれるか、雇用の問題はどうなる  

か、についてであるが、最初の問いに対する答  

えはNOである。「そのことだけ」では不十分で  

ある。ではどうすればよいか。京都では中小零  

細が中心である以上、それを活用することを心  

がけなければならない。そこで、「研究開発機能」  

に中小の技術開発力を活かすことが求められ  

る。特に、京都経済同友会の藤本圭司氏がとア  

リ，ング調査で指摘したように、中小下請の安価  

で高い技術力は注目に値する。その方法として  

は、異業種交流や産学協同により先端技術と中  

小の持つ伝統産業等の蓄積された技術を融合さ  

せることが挙げられる。しかし、それでも「淘  

汰」の流れは進むであろうから、「インキュベー  

ト機能」を充実させることも必要になる。そし  

て、「インキエペート桟能」も施設等のハード  

面にとどまらず、資金援助等のソフト面におけ  

る機能の充実が必要である。経済のサービス化  

やソフト化は進んでいくだろうが、それを支え  

るものとしての製造業の存在は依然必要であ  

る。一方、雇用の問題であるが、サービス化の  
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Zr）1中村副治郎「地域政策論序説」（『財政学  

1研究占1第16号、1991年8月）、参照。  

3）こ÷の法律の正式名称は「特定中小企業者  

の新分野進出等による経済の構造的変化   

への適応の円滑化に関する臨時措置法」   

でi「中小企紫新分野進出等円滑化法」 

はその略称である。さらに、「中小企業   

リストラ法」二の名は、その制定理由から   

通称としてついたものである。  

4）京都市企画調整局活性化推進室F都市研   

究 京都JNO．8、1994年3月、参照。  

5）大谷幸夫霜「都市にとって土地とは何かJ、   

筑摩書房、1由8年、参照。  

6）従来の用途地区区分では工業地域とされ、   

ホテル，劇場，学校等の建築は禁じられ  

てきた。  

7）佐和隆光「平成不況の政治経済学J、中   

央公論社、1994年、参照。   

進展により「淘汰」される労働者の再雇用が進  

めばいいが、それがかなわないときは「インキエ  

ペ－ト機能」の拡張、つまり育成された中堅企  

業を地域内（京都）に走者させて雇用の吸引力  

とすることが必要となる。   

要するに地域内での安定的な投資の循環と技  

術開発の高度化が求められているのである。そ  

のためには、国レベルでの「産業政策」とは異  

なる地域レベル（京都）の経済状況に即した独  

自の「地域政策」が必要となる。京都市では  

1994年度にこれからの産業振興の方向性を示す  

ものとして r産業振興ピジョン』を打ち出すこ  

とになっているが、私たちはそういった視点を  

考慮に入れて、これらの政策を論じていかねぽ  

ならない。  

1）金倉息之『都市経済と地域政策』、財団  

法人 東京市政調査会、1994年、参照。  



り   に   

政の株は今や底値にまで達しているといえるだ  

ろう。製造業の章でも、京都市の産業振興ビジョ  

ンについて善かれていたが、とかく現状の後追  

い型になりがちな行政の対応が、「将来」とい  

うものに対してどのように行われるのか、これ  

からの行政の対応が注目される。   

阪神大震災の話が出たが、今まで、関西は大  

阪、神戸、京都の三極構造になっており、そこ  

に奈良や滋賀などのベッドタウンが付随すると  

いう構造であった。しかし、今回の震災で、そ  

の構造は崩れ、神戸が再建を果たすまで、関西  

のこれ申ゝらを担うのは大阪と京都になった。関  

西における京都の役割が高まる中で、京都にこ  

れから求められていくのは何なのだろうか。   

まず、神戸において多数の中小事業所が被害  

を受けた。その多くは、再建不可能との見解が  

出されている。そこで、京都リサーチパークの  

ことを思い出してもらいたい。京都リサーチ  

パークは、再三述べているように、ベンチャー  

インキュベーションがその役割である。神戸に  

おいて事業所を失った人々は、神戸が再建する  

まで待つというような悠長なことはいっていら  

れないだろう。関西において本格的なべン  

チャーインキュベーション接能を持っているの  

は、京都だけである。京都リサーチパークも民  

間企業である以上、ボランティアの精神で無償  

で再建援助を、というわけにも行かないだろう。  

しかし、今回の災害で、政府は多くの優遇措置  

を被災者に対して提供する準備をしている。京  

都リサーチパーク、また、凍都市にもこれを対  

岸の火事と考えず、新たなどジネスチャンスを  

提供する場として何らかの策を考える必要があ  

るのではないだろうか。   

具体的には、復興援助の融資を政府とリンク  

して行う、また、リサーチパーク内における事  

務所スペースを、家賃を割り引いて掟供し、そ  

の割引分は政府や京都市が肩代わりする。もち  

ろんその利用者が将来的に京都に残るかどうか  

はわからない。しかし、日本のインキエペーショ  
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お   わ  

ここまで、京都における商業、製造業の現状  

と問題点についてそれぞれ述べてきた。まず、  

それぞれの結論部分をまとめると、以下のよう  

になる。   

商業においては、規制複利の嵐の中で、古く  

からの商店街は一般的に縮小していく傾向にあ  

る。しかし、大型店との共存の方向性を探る方  

向、また、商店街自体の再編と構造転換が求め  

られていくということが述べられている。そし  

て、もはや価格面で大資本、輸入製品に対抗で  

きないことは明白である以上、地域コミュニ  

ティの中での商店街の役割を見直す時期に来て  

いると言えるだろう。   

製造業においては、現在もまた京都の製造業  

は転換期の渦中である。そのなかで、新規開業  

率が低下していることも事実である。京都には、  

これを少しでも補うために、京都リサーチパー  

クなどのインキエペート機能の充実を囲ってい  

るが、大勢を覆すにはいまだ至っておらず、施  

設などのハード面の整備の他に、ソフト面での  

充実が求められているといえよう。そして、京  

都経済の活性化のためには、その育成された企  

業をいかにして京都内に定着させ、雇用を生み  

出すのかという問題も存在している。   

そして両方で指摘されていたのは、京都市な  

どの行政の政策は、たいがい国の指針の後追い  

にすぎず、地域の独自色はほとんど打ち出され  

ていない、ということである。   

本書の冒頭で地方分権についての見解を述べ  

たが、現状はともかく、今後大勢が地方分権に  

向かっていく中で、独自のカラーを打ち出せな  

い行政はその存在意義が関われるであろう。地  

域のニーズを汲み上げ、その上で少ない市の予  

算の中でそれに見合うも．のを発信していかなけ  

ればならない。これは容易ではないことである。  

阪神大震災の際に、神戸の企業、特に外資系企  

業の対応の早さが、注目を集めていた。それは  

あたかも、対応の遅い政府や抱方行政へのアン  

チテーゼのように救われていた感すちある。行  



ン機能の中心を目指すのならば、「京都」にこ  

だわるのはナンセンスだろう。今まで需要は  
あったもののその需要に対応しきれなかっただ  

けに、今こそ政府、京都市、また京都リサーチ  

パークの三者が協力することが必要であろう。   

商業においては、地震や火災に対する商店街  

のもろさが露呈されたものの、そのかわりに商  

店街であることのプラス面も発見することがで  

きた。復興の起点としての商店街の役割セある。  

つまり、商店街が存在することで、その地域の  

コミュニティが保たれていたのである。情報の  

発信基地であったり、色々な面で商店街がその  

地域に根付くことにはメリットがあるだろう。  

ただ、この場合やほり問題となってくるのは、  

その商店街自体の連携である。全体を把握し、  

常に息のあった行動が商店街でとられていなけ  

れば、必ずしもそのようなことにはならなかっ  

ただろう。地域コミユニティとの連携というこ  

ともひとつめキ－ワー′ドに十分なり得るだろ  

う。   

商喪、製造業ともにそのキーワ－ドになるの  

は」「規制緩和」「空洞化」「大資本と中小資本  

め格差」である。   

袈造業においては「価格破壊」がすすみ、消  
費者にとっては恩恵の大きいものになったもの  

め、その代わすに雇用面での反動が起こった。  

また、その価格破壊は、大手スーパーなどの開  

発輸入、プライペ」トブランドの開発などが原  

動力であるが、これらは1商業においても次第  

に中小資本の切り捨て、淘汰が進みつつあるこ  

とを示している。この流れはもはや避けられな  

いだろう。恕遺業におい々は、技緬力を背景と  

した高付加価値型商品の生産、商業においては、  

地域コミÅニティ上の関わりが、これから生き  

残る上セめ重要なファクターになることは間違  

いない。   

しかし、アジアNIES、AS丘AN諸国の技術力  

が上昇する傾向にあ－り、しかも「知的所有権」  

の尊重が叫ばれる今日、今までのような日本型  

の「技術ただ乗り」はもはや通用 

くることは想像に難くない。いま政府や行政に  

求められている上とは、その場しのぎの政策で   
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はなく、もっと長期の、10年、20年後を見越し  

たピジョンにあると考えられる。日本から製造  

拠点が移転し、全国的なソフト化が進む中で、  

今求められているのは「開発力」である。つま  

り、1を3にする力ではなく、0から1を作り  

出せる人材の育成が求められているのである。   

これまでの日本の教育は、あくまで、そこそ  

この知識と能力を持った「労働力」の生産を目  

的にしてきた。技術開発は海外、特にアメリカ  

合衆国などにまかせておけばよかったのであ  

る。・日本の技術者に求められていためは、電球  

の開発ではなく、二股ソケットの発想を持つ人  

材だったと言える。   

年々文数予算が削られていくことは、日本政  

府がソフト面での人材育成を放棄したともいえ  

るだろう。しかし、このままでは日本がこのサ  

バイバルの世界で生き残っていくことはできな  

い。初等教育では「ひらめき」を大事にした教  

育を行い、大学などでI‘ま、理論中心の大学教育  

に、美学的要素を採り入れる、また、実学専門  

の大学を創ることも必要になる。すでに、奈良  

や石川などには技術専門の大学院大学が創られ  

ている。しかし、、一握りのスペシャリストだけ  

ではなく、日本国民全体が「0から1を創造す  

る」発想を持つように、二致育制度全般を改革し  

ていく必要がある。   

そして、年々高齢化社会が進行していく中で、  

聴業人に対する教育も重要なウァクタ」を占め  

てくるだちう。経験を通して勉強の必要性を感  

じても、二 もはやその学習の場はないのが現状で  

ある。年功序列という高度成長の中で奇跡的に  

成立していたシステムが崩れ、能力のないもの  

は淘汰されでいく社会に移行する申で、「人材  

再開発」ということも問題になろていくだろう。   

そのための資源は、京都には幸いにして豊富  

に存在するこたとえば近年、京都の各大学のネッ  

トワーク化が進んでいる。ネットワーク化は、  

学生にとろてはその選択の幅が広がることにな  

るわだが、大学にとっては、大きなプレッシナ一  

になる。つまり、授業の質を上げなければ、同  

じテーマを持つ他の大学に負けてしまうととも  

十分にあり得るのである。これは、京都の大学   



全体に適度な緊張感を与える制度であり、折し  

も、若年人口の減少により、特に私立大学にお  

いてはその生き残り策を必死に模索する中、教  

育の質の向上は必然的に行われるだろう。そし  

て、教育対象の多様化にその生き残りの方針を  

模索する大学、アメリカ合衆国的な実務教育に  

力を上げる大学も登場し、教育の多様化と質の  

向上という点においては大いに期待できる。   

京都への企業の走者の話題が出たが、研究開  

発都市として京都が成功するためには、産業と  

大学などの研究機関との連携も重要である。産  

学協同は、すでに京都工繊大学などで盛んに行  

われているが、企業秘密との関連によるその開  

発成果の公表の問題や、学生の聞ではいまだに  

企業と大学の癒着が危険視されている。実際、  

そのような事例もあるようだ。このような不安  

要素を払拭し、クリーンで開かれた産学協同が  

盛んに行われるようになれば、企業、大学とも  

にその研究において実績を上げられ、また制度  

自体が一般化して行くだろう。そしてそれが新  

時代の京都のアイデンティティとなる可能性も  

十分にあり得る。   

商業においては、行政や国による政策面では、  

人口の流出を避けることがまず第一である。地  

価抑制策、工場移転後の空き地の有効利用、国  

レベルでほ、人口流出、ドーナツ化の大きな原  

因である相続税の見直しやバブル再燃を防止す  

るための政策が必要になってくるだろう。   

また地域コミュニティにおいては、商業の草  

でも指摘したが、適切なリーダーシップを発揮  

できる人材の選出や、商店街全体の「疑似企業  

化」が生き残り 

うか。中小資本であっても、適切な協力があっ  

たならば、大資本と対抗できるだけの力を持ち  

得るだろう。そして、場合によっては、大資本  

と共存する道を考えていくことも必要になって  

いくだろう。   

また、国会議眉や市議会議員なども、大型店  

出店反対運動を腐り、いたずらに得票を狙うこ  

とをやめ、本当に地域のことを考えた政策を提  

案すべきである。その教訓は、もはや凍結宣言  

の際に得られているはずである。市民も、そう  

いった目先のことよりも、長期的な視点が必要  

となってくるだろうし、議員任せで自助努力を  

怠る、というようなことがあってはならない。  

事実、努力している商店街はそれなりに成功し  

ている。   

商業においても製造業においても、中小資本  

は、もはや「保護」が必要になるほど弱体化し  

ている。それは、大企業重視の国の政策に大き  

な原因があるのだが、中小資本を育成すること  

は、国の基盤を固める上で非常に重要である。  

東京一極集中の中央集権は、とりもなおさずほ  

とんどの企業の本社、あるいほ中枢部分が東京  

にあることを示している。   

特に今回の阪神大震災で声高に叫ばれている  

のは、・有事の際の日本のもろさである。仮に外  

国から侵略を受けた場合（今日においてはその  

可能性はきわめて低いが）、東京に核ミサイル  

を1本おとせば、それで日本は「死ぬ」のであ  

る。仮に各地方に中小の技術力をもった企業が  

散在し、各地方が有機的に連携していたならば、  

ことはそういう流れにはならないはずである。  

また、平時においても、雇用の確保と安定した  

経済力を保つためには、様々な業種と企業が混  

在できるような体制が必要不可欠だといえるだ  

ろう。地方分権は必要である。しかし、それを  

政治のパワーゲームに終始させてはいけない。  

仮に地方分薙が成立した際には、各地方自治体、  

そしてすべての市民がその地方400策に責任を  

持ち、個性ある都市を創っていかなけれぼなら  

ないのである。そのためには、現段階から常に、  

「自分たちの街は自分たちが創っているのだ」  

という自覚を持つことが肝要なのではないだろ  

うか。   

最後になるが、この調査を通じて私たちが感  

じたこととして、現代社会は次第に先が見えな  

くなってきていることが挙げられる。一昔前ま  

では、自分たちの繁栄を考え、アメリカとだけ  

つきあっていればそれで何とかなった。しかし、  

親代はそうではない。環境問題、情報の氾濫、  

アジアとの関係・・・・など、解を得るための  

連立方程式は年々その式の数を増やしている。  

21世紀に向けて、今はまさに世界中が新しい時  
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い。安易に答えそ追求するのではなく、その構  

造をしっかり見極めることが今の私たちにとっ  

て一番大事なことではないだろうか。   

代を模索している。この過渡期の中では、地域  

の問題すらグローバルな視点が必要となってい  

る。この報告書で私たちが挙げた問題も、その  

複雑な連立方程式の一部分を抜粋したにすぎな  
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執筆分担（回生、執筆箇所）＆編集後記  

足立英雄（3回生 Ⅱ－3、4）  

商店街の調査報告を担当したが、店の経常   

に？∨†ては経済学よりも商人気質で捉えなけ   

ればならない部分が多く、その点学年の僕は   
世間知らずたと思う。少し勝手なこと（？）   

も書いたけど、どうぞ大目に見て下さい。  

小針健⊥（3回生 Ⅱ－5）  

調査の先行き不透明感に恐怖を感じたこと   

もあったが、やってみれば何とかなるもので   

す。「案ずるより産むが易し」ですね。岡田   
ゼミの宣伝を兼ねて、ルネにこの本を置いて   

もらいましょう。  

中村秀生（3回生Ⅱ－2）  

産業の空洞化が進展している。円高の悪循   

環である。資本の利滴追求至上主義は、地域   
経済を荒廃させる可能性を多分に含んでい   
る。地域や住民の塵活七根ざした経済活性化   

の道を追求していく必要がある。…のでは？  

栗木勇三（3匡l生 Ⅱ－3、4）   

1994年1月17日、午前5時46分。論文を打   

ち込み終えた。地震は突然起こった。ディス   

クのなかの論文のデータは全部消えていた。  

12000字、原稿用紙30枚である。思わず座り   

込んだ。そのとき、阪神間が崩れていた。   

堀 宏輔（2回生 はじめに、おわりに）  

大量にさぼりながらも何とか原稿を書き上   

げました。来年はメンバーも少なく、寂しい   

限りですが、岡田ゼミに骨を埋める覚悟でな   

んとかしのぎたい（｛＿‾；）とおもっておりま   

す∴・・  

松林 薫（2匡l生Ⅰ－1、Ⅰ－1）   

ちはやぶる神をも畏れ鱒はったりは若草の   

至り今は至ら中   

［解説］知？たかぶりで吹きまくった若者の   

居直りの歌。青春時代末期の作か。  

山魅宏之（3回生Ⅰ－2、Ⅱ－1）   

今、京都の製造業が廃れつつある。一昔前   

の「伝統と先端の京都」の「先端」も京都か   

ら流出している。1ドル＝90円を切る円高に   

よってさらに加速された日本の大きな変化の   

中で京都製遺業は生き残れるのか？  

水島和哉（3回生Ⅰ－3）  

ほんまうっとおしい「平安建都1200年」、   

やっと終わりましたね。さあ、「まちこわし   

元年」の始まりです。今のうちに、まだ、人   

が快適に住める町「京都」を、心に、文章に、   

写真に残しておこっと。  

宇都宮千穂（2回生 Ⅱ－2、4）  

書き終わったら、テレビでは、宇宙なんと   

かコプラをやっていました。いろいろ京都に   

ついても知識が増え、深夜番組にも詳しくな   

りました。  

58  



変わりゆく産業空間と京都の選択   
一乗来を模索する小売業・製造業－  

1995年3月発行  

編集・発行   
京都大学経済学部 岡田ゼミナール   
〒606－01京都市左京区吉田本町   

TEL．075－753－3462（研究室直通）  

印 刷  
（株）田中プリント   

〒600 京都市下京区松原通延屋町素人   

TEL．075343－0006   




